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決算特別委員会（第１分科会）記録  
 

 

    １．会議の日時   令和６年10月１日（火）午前10時０分～午後３時56分 

    ２．会議の場所   第２委員会室 

    ３．会議の議事   下記のとおり 

    ４．出席委員の氏名 下記のとおり 

 

 

協議事項 

 

（建築住宅局） 

１．決算第１号  令和５年度神戸市一般会計歳入歳出決算（関係分） 

２．決算第９号  令和５年度神戸市営住宅事業費歳入歳出決算 

 

出席委員（欠は欠席委員） 

 

主 査   ながさわ 淳一 

副主査   平 野 達 司   か じ 幸 夫 

分科員   萩 原 泰 三   村 上 立 真   川 口 まさる   黒 田 武 志 

      上 畠 寛 弘   赤田 かつのり   三木しんじろう   河 南 忠 和 

      徳 山 敏 子  欠大かわら 鈴子   松 本 のり子   大井 としひろ 

      よこはた 和幸   川 内 清 尚   村 野 誠 一   平 井 真千子 

      𠮷𠮷 田 謙 治 

委員長   山下 てんせい 
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議  事 

 

   （午前10時０分開会） 

○主査（ながさわ淳一） おはようございます。 

  ただいまから決算特別委員会第１分科会を開会いたします。 

  なお、大かわら委員より、体調不良のため欠席する旨の届出がありましたので、御報告申し上

げておきます。 

 

（建築住宅局） 

○主査（ながさわ淳一） それでは、日程によりまして、建築住宅局関係の審査を行います。 

  当局におかれては、簡明な説明をお願いいたします。 

  それでは、当局の説明を求めます。 

○根岸建築住宅局長 建築住宅局長の根岸でございます。どうぞよろしくお願い申し上げます。着

座にて説明させていただきます。 

  建築住宅局の令和５年度決算につきまして御説明申し上げます。 

  お手元の令和５年度決算説明書の１ページを御覧ください。 

  令和５年度建築住宅局決算の概要でございます。 

  令和５年度は、住生活を取り巻く情勢の変化を踏まえ、さらなる住宅ストックの活用を推進し、

持続可能な住宅政策に取り組みました。また、全ての建築物が安全で安心となるよう、周囲に悪

影響を及ぼす空き家・空き地対策の徹底及び空き家・空き地の発生抑制、住宅等の耐震化、質の

高い市有建築物の整備・保全等に取り組みました。 

  １．住まいに関する総合施策の展開でございます。 

  住宅ストックの流通促進や住宅ストックを活用したセーフティーネット機能の強化により、豊

かな住まいの確保、居住の安定の確保を図り、住み心地の良いまちの実現に取り組むことで、定

住・転入を促進しました。 

  (１)豊かな住まいの確保では、子育て世帯等の定住・転入促進として、既存住宅等のリノベー

ション等の補助に、分譲マンションの適正管理の促進として、管理状況届出・情報開示制度の推

進に、住まいの総合窓口における支援として、すまいるネットの運営に取り組みました。 

  (２)居住の安定の確保では、総合的な支援の推進として居住支援協議会の運営等を、住宅確保

要配慮者への支援として独り親世帯への家賃補助等を、家主への支援として相談窓口の設置等を

実施いたしました。 

  ２．市営住宅のマネジメント推進及び適正管理でございます。 

  市営住宅マネジメント計画に基づき、良好な市営住宅ストックの形成・管理戸数の円滑な縮減

及び空き住戸と余剰地の有効活用による地域課題への貢献に取り組みました。 

  (１)マネジメントの推進では、廃止・建て替えによる再編、エレベーター設置等による改修等

を、(２)適正管理及び有効活用では、市営住宅の募集、コミュニティー活性化対策等を実施いた

しました。 

  ２ページに参りまして、３．空家空地対策の推進でございます。 

  神戸市空家等対策計画に基づき、人口減少に伴い増加しつつある空き家・空き地への総合的な

対策として、(１)所有者への意識啓発では、ダイレクトメールの発送等を、(２)活用促進の取り
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組みでは、空き家おこし協力隊の取組強化、建築家との協働による空き家活用促進等を、(３)適

正管理の取り組みでは、周辺に悪影響を及ぼしている空き家等の対策強化等を実施いたしました。 

  ４．耐震化の推進でございます。 

  神戸市耐震改修促進計画に基づいた将来の地震に備えた住宅等の耐震化の促進として、住宅・

建築物の耐震化等を実施いたしました。 

  ５．市有建築物の整備及び維持保全でございます。 

  市有建築物を適切に整備し、木材利用を促進するとともに、老朽化に伴う事故リスクの最小化

を図るための健全な維持・保全の取組として、市有建築物の建設・改修等にかかる設計・工事等

を実施いたしました。 

  ３ページ及び４ページを御覧ください。 

  令和５年度歳入歳出決算総括表でございます。 

  建築住宅局では、一般会計のほか市営住宅事業費を所管しております。 

  まず、一般会計につきまして御説明申し上げます。 

  ５ページ及び６ページを御覧ください。 

  令和５年度一般会計歳入歳出決算額一覧表でございます。 

  以下、金額は1,000円単位以下を切り捨て、万円単位で御説明いたします。 

  ５ページ、歳入につきましては、一番下の合計欄にありますように、左から、予算現額30億

462万円に対し、決算額は19億3,834万円、予算現額に対して10億6,628万円の減となっておりま

す。 

  ６ページ、歳出につきましては、予算現額53億8,454万円に対し、決算額は44億3,459万円、翌

年度繰越額は１億7,555万円、不用額は７億7,438万円となっております。 

  ７ページから10ページに歳入の決算事項別明細書、11ページから14ページに歳出の決算事項別

明細書を掲載しております。 

  続いて、市営住宅事業費につきまして御説明申し上げます。 

  15ページ及び16ページを御覧ください。 

  令和５年度市営住宅事業費歳入歳出決算額一覧表でございます。 

  15ページ、歳入につきましては、一番下の合計欄にありますように、左から、予算現額368億

8,708万円に対し、決算額は313億63万円、予算現額に対して55億8,645万円の減となっておりま

す。 

  16ページ、歳出につきましては、予算現額368億8,708万円に対し、決算額は307億6,602万円、

翌年度繰越額は26億5,575万円、不用額は34億6,530万円となっております。 

  17ページから22ページに歳入の決算事項別明細書、23ページから26ページに歳出の決算事項別

明細書を掲載しております。 

  以上、建築住宅局の令和５年度決算につきまして御説明申し上げました。何とぞよろしく御審

議のほどお願い申し上げます。 

○主査（ながさわ淳一） 当局の説明は終わりました。 

  引き続いて、順位により質疑を行います。 

  なお、委員会運営の効率化のため、当局におかれては簡明な答弁に努めるとともに、適当なも

のについては担当部課長からも答弁されるよう、この際、特に申し上げておきます。 

  また、質疑者が要望にとどめた項目については、コメントを要しませんので、念のため申し添
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えておきます。 

  また、委員各位におかれては、質疑の要点をおまとめの上、簡明にお願いいたします。 

  本日は、私自身も質疑者となっておりますので、その間の分科会の運営につきましては、平野

達司理事に行っていただくことにいたしたいと存じますので、御了承願います。 

○分科員（赤田かつのり） おはようございます。早速ですが始めさせていただきます。私からは

大きく３点にわたって質問させていただきます。 

  まず第１に、市営住宅の管理に関わってであります。 

  本会議の一般質問でも取り上げましたが、令和３年３月に第３次市営住宅マネジメント計画が

策定され、計画に基づき事業を進めているわけでありますが、私はこれは根本的に見直すべきだ

というふうに考えます。見解を求めます。 

○田中建築住宅局部長 第３次マネジメント計画を根本的に見直すべきという御指摘でございます

けれども、まず、マネジメント計画の策定の背景でございますけれども、全世帯に占める市営住

宅戸数の割合が6.1％と、政令市平均の3.4％に比べるとまだまだ高い状況でございます。一方で、

郊外に立地し、建設年度の古い住宅では空き住戸が増えておりまして、募集しても応募がなく、

入居率が低い団地もございます。 

  引き続き、多くの市営住宅が更新時期を迎えることから、今後の需要や財政負担を踏まえ、再

編・改修を厳選して実施して、良好なストックを形成するとともに、健全な市営住宅会計の確保

を図るため、マネジメント計画を策定しております。 

  令和３年度から10年間の第３次マネジメント計画では、昭和55年度以前のエレベーターのない

住宅を対象としておりまして、これは高齢化が進む中で、エレベーターのない住宅は、昇降負担

の大きさから需要も少なく、特に、郊外に立地するものでは空き住戸が増えているといった課題

に対応するためでありまして、建設年度の古い住宅から計画的に再編・改修に取り組んでいくも

のでございます。 

  市営住宅を将来にわたり適正に管理運営していくためには、マネジメント計画に基づき、将来

需要を見込めない住宅、過度の改修費用がかかる住宅を再編し、管理戸数を縮減していくという

取組は、健全な市営住宅会計を確保するために必要であると考えております。 

  また、エレベーター改修等を行う住宅もございまして、結果として、将来にわたって需要が期

待できる良好なストックが増えることになるため、まずはマネジメント計画に沿って再編・改修

を着実に実行してまいりたいと考えております。 

○分科員（赤田かつのり） 垂水区を例に取り上げますが、乙木谷の第二、それから本多聞、東高

丸の住宅が対象住宅になっておりますが、築年数や過去の平均応募倍率を勘案して廃止するとい

うことであります。今の答弁と同じですけども、入居者の負担を考えると、やっぱりこれは廃止

せずに、今の住宅に住み続けられるという、このことは保証するということを、それは全然念頭

にないんでしょうか。 

○田中建築住宅局部長 御指摘の垂水区でのマネジメント計画の状況でございますけれども、本多

聞１号棟から４号棟、乙木谷第二住宅においては、廃止事業を決定しまして、その後のスケジュ

ール、移転料、住み替えあっせんの進め方を御説明差し上げて、できる限り入居者の意向に沿い

ながら、住み替えの選定、調整をしてきた結果、現在９割以上の方々の移転先が決定している状

況でございます。 

  繰り返しになりますけれども、３次マネジメント計画では、良好な市営住宅ストックの形成、
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将来需要を踏まえた市営住宅財政の健全化のための管理戸数縮減などの方針の下に市営住宅の再

編事業に取り組んでおります。過去の平均応募倍率が相当低い階段室型住宅においては、エレベ

ーターを設置して、改修後の空き住戸への応募が見込めないということもありますので、今後、

現地で長年にわたって存続させることは難しいということで廃止をさせていただいております。

さらに、入居者移転をお願いしているということですが、移転先の候補といたしましては、比較

的新しいエレベーター付の市営住宅を確保して、御希望に添いながら、入居者に理解と協力をい

ただいて、円滑に事業が進むように丁寧に対応しているところでございます。 

○分科員（赤田かつのり） ９割以上の方は、もうほかのところ決まったということなんですけど

も、私の知人もそういう方います。やむを得ずなんですよね。気になるのは、やっぱり環境が変

わることへのストレスだと思うんですね。高齢者の方だったら長年住み慣れたところでの思い出

も染みついてると思うんですよ。これまで培ってきたコミュニティーが壊れてしまうという問題

もあります。慣れない環境に行ったときに、本当にそれが合うのかなという不安な声。これは借

上住宅のときも同じですけども、そういう不安があると思うんですよね。だからやっぱりそうい

うことを、ただあっせんすればいいというものではない。同時に、環境的にもすごくいいところ

だと思うんですね。ですから、そこ本来ならば建て替えをして、例えば、県営住宅なんかはエレ

ベーターつけたりしてますよ。上りをしなきゃいけないとこね。そういう改修も含めてやるほう

がよっぽど市民に喜ばれるのではないでしょうか。 

○田中建築住宅局部長 第３次マネジメント計画では、対象住宅は原則廃止といたしまして、周辺

で良好な住宅、エレベーター付の住宅がある場合は廃止としますが、そうでない場合はエレベー

ターをつけるというふうな方針で取り組んでおります。 

  今回、御指摘いただいた垂水区の２つの団地におきましては、周辺で新しいエレベーターのあ

る住宅が確保できるということで、廃止と決定をさせて事業を進めさせていただいております。 

  いろいろな引っ越しされた方々の御負担感につきましては、例えば、移転料につきましては、

近畿地区用地対策連絡協議会が算定する移転料の基準に沿ってお支払いをさせていただいており

まして、これも社会経済の情勢に踏まえて、都度見直しをさせていただいているところでござい

ます。あとは、費用ができるだけ抑えられるように、引っ越しの時期を繁忙期の３・４月を避け

て実施したり、あるいは入居者の方に必ず相みつを取ってくださいであるとか、入居者の方々が

まとまって１つの業者と交渉されると安くなる可能性がありますよなどのいろいろなノウハウの

提供も行っているところでございます。 

  さらに、精神的負担への配慮につきましても、計画の意義や廃止となる理由を丁寧に説明させ

ていただきながら、入居者にはアンケートを実施して、区外の市営住宅、あるいは近場の市営住

宅を含めて、できる限り希望に添った住み替え先を提示し、さらに、個別には、訪問したり、電

話による個々の世帯への寄り添った対応を行うことで、できるだけ入居者の理解と協力を得られ

るように、住み替えあっせんを進めさせていただいているところでございます。 

○分科員（赤田かつのり） 引っ越し先、希望されるところも大体集中するんですよね。 

  次に、空き住戸のことについてちょっと御答弁がありましたが、市営住宅の空き住戸を募集を

かけずに放置されたままになってるじゃないかと思うんですよ。今年３月末現在では、神戸市全

体で１万748戸あります。しかし、その中で募集中というのが808戸、または、募集候補が2,933

戸となってますが、残りはどうなっているんでしょうか。 

○片野建築住宅局副局長 市営住宅の空き住戸の件について御質問をいただきました。 
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  お話のとおり、現在、令和６年３月末時点ですけれども、神戸市の市営住宅の管理戸数全体で

は４万4,000戸余りございまして、そのうちから、マネジメント計画で募集停止をしておるもの、

あるいは事業用とか目的外使用等を除いた戸数が約３万8,500戸と承知をしております。そのう

ちに入居戸数が既に３万4,000戸、約88％ございますので、既に募集中の住戸ですとか、事故住

宅を除いた2,900戸が、我々が募集に回すことができる空き住戸だという認識をしております。 

  空き住戸の解消に向けて、これまでも年々募集戸数を増やす努力をしておりまして、令和３年

度は900戸、令和４年度も900戸だったものが、令和５年度は1,023戸増やしました。また、今年

度は恐らく1,100戸程度募集できるものと考えております。 

  マネジメント計画がありますので、どうしても一時的に募集を停止している住宅がありますけ

れども、期限付の入居を行うとか工夫をしておるところでもございまして、でき得る限り空き戸

数は減らすような努力をしてきておるところでございます。いろんなアイデアを用いながら、空

き住戸の活用とか、できるだけ低減するように取り組んでまいりたいというふうに考えておりま

す。 

○分科員（赤田かつのり） 市営住宅を希望する人はたくさんおられるわけで、よく聞かれること

は、あそこの部屋、転居して何年もたつのに、何で募集かけへんねんやろうと。何かほったらか

しになってないかと言われるんですよね。これ何でなんか素朴な疑問あるんですけど、ちょっと

答えてほしいなということです。つまり、入居を積極的に進め、早期の改修を行うということで

言えば、まだ課題があるんじゃないでしょうか。 

○片野建築住宅局副局長 空き住戸、近くが空いてるんだけどとおっしゃってるというところでご

ざいましたけれども、先ほど申し上げましたみたいに、全体としては、使える住宅の９割近くは

使ってるという状況でございます。例えば、空いてるところ全てを募集にかけられればいいんで

すけれども、改修費用が非常に多額であってなかなか手が出しにくい、ここを直すんならほかを

直したほうがもっとたくさん直せるというような場合もございます。また、空き住戸が全くなく

なってしまうと、翌年度、空きがなかったら、全く募集ができないという事態にもなってしまう

ところから、一定数は空き住戸としてはあるのは別におかしな状況ではないんじゃないかなと。

現状の我々把握しておる2,900戸程度というのは、さほど過大な空き住戸とは言えないんじゃな

いかなと思いますが、もちろん低減する努力はしてまいりたいというふうに考えております。 

○分科員（赤田かつのり） 神戸市は、申込者の住宅困窮度を収入、家賃の状況、それから住宅の

環境、世帯の状況等の項目ごとに点数化をし、総合点の高い申込書で抽せんをするというポイン

ト方式を取り入れています。８月の定時募集で申し込まれた方が、どんなことでお困りになって

いるのか、傾向を教えてください。また、困窮理由で多いのは何でしょうか。数を教えてくださ

い。 

○片野建築住宅局副局長 ポイント方式のお話出ましたので、ポイント方式について申し上げます

と、住宅困窮度を評価して、より困った方から入居していただくというようなやり方でございま

す。具体的には、住宅困窮度合いの指標として、居住水準ですとか、家賃負担ですとか、そうい

った各項目について点数で評価をしまして、申し込みいただいた世帯のうちから上位の３世帯で

２次審査を行います。このうち一番困窮度が高い方が、その次の方よりも―― その次の方に比べ

てその次の方が８割未満の点の場合は、一番困窮度の高い方が当選者になるということで、２位

の方が８割以上、あるいは３位の方が８割以上であれば抽せんを行うというようなことで実施を

しております。住宅困窮度の高い順に優先して入居できるような制度というふうに承知をしてお
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ります。 

  困窮度の指標ですけれども、世帯収入や収入に占める家賃割合といった収入や家賃の状況と、

あるいは現在の住宅の設備や広さといった住宅環境ですとか、そういったところを評価しており

ます。 

  近時でポイントについて高かった点について申し上げますと、一番多かったのは、部屋が狭い、

それ以前にまず家賃が高いというのが住宅困窮理由として大きくございました。その次に、客観

的に見て、それ以外の理由で困ってるというのはあるんですけれども、単独の理由としては、次

が部屋が狭いといったこと。その次に来るのが、立ち退き要求を受けているが立ち退き先がない

といったようなことが困ってる理由と上げられております。 

○分科員（赤田かつのり） 私が事前に頂いた資料では、総申込数772件のうち、457件が最も多く、

収入と比較して家賃が高過ぎると出ております。いうことで、やっぱり半分を超えてるわけなん

ですね。 

  例えば、こういう方おられます。本当は公営住宅が入らんかったらもう生活が厳しい、そうい

う高齢の御夫婦がおられると。医療費が高くついているそうで、今現在はＵＲにお住まいで、Ｕ

Ｒは家賃の問題もっと厳しいですからね。そういう方が何回も応募されてるけども、なかなか入

れないというのがあります。それから、またもっと若い方なんですけども、娘さんと２人で暮ら

している女性の方おられて、娘さんが失業されていると。御自身がお勤めのスーパーストアもち

ょっと相次ぐ閉鎖があって、収入がちょっと問題で大変不安を抱えているという時期がありまし

た。そういう方にとっては、やっぱりこの政令月収で算定されるようなこの公営住宅・市営住宅

というのは非常にありがたい存在であるということなんです。ですから、本当はもっと募集をか

けるべきやというふうに思っております。潜在的に非常に多いと思うんですね。 

  それで、空き家の問題で別の角度から見てみたいと思うんですが、これは入りたいという方だ

けじゃなくて、現にお住まいの方の声も聞いております。民生委員やそれをされていた方々から

の、垂水区内のある団地の方から意見を伺いましたが、うちの棟にも空き家がちょっといろいろ

非常に目立っていると、集合ポストもだから使われてないところいっぱいあるという状況で、例

えば、誰もいなかったら、これ入ろうと思えば入れるんちゃうかという防犯の心配を感じる。こ

う御意見いただきます。 

  それから、ベランダなんかで、ハトが異常に繁殖をして、巣を作っていると。防火扉がハトで

汚れる。そういう臭いの問題も感じる。そういう声も出たりするんですよね。 

  高齢者が増えている中で、また入居している方が独居の方がおられると非常に心配になります

と、見守りが行き届かないと。若い人がぜひ入っていただいて、そして、もっともっと自治会の

担い手なんかもつくっていけたらなとか。それから、学生さんとか若い人にも入っていただいて、

交流できたらなという、そういう前向きな御意見もいただいたりするんですよね。そういった実

態があることはよく御存じだとだと思うんですけども、やっぱりそういった事情がありながらも、

市営住宅をマネジメント計画でスクラップするというんじゃなくて、やっぱり募集を積極的にか

けていけば、団地のコミュニティーの活性化につながるんではないでしょうか。 

○片野建築住宅局副局長 先ほど来申し上げておりますとおり、空き住戸はできるだけ減らそうと

いうふうに我々も考えておりますし、募集については年々増やすということで実施をしておりま

す。今後ともそういった努力は、当然、継続をしていくわけでございますけれども、できるだけ、

空き住戸が多いような住宅に対して募集をかけるような配慮等も現在も行っておりますが、継続
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して実施をしてまいりたいというふうに考えております。 

○分科員（赤田かつのり） 住民から、空き家が多いんだから、若い方に、例えば学生に利用して

もらうこともという声もいただいております。 

  ところで、この目的外使用なんですが、私が持ってるデータでは、全体に267戸あると。うち

学生が24戸、ＤＶの被害者向けが18戸と―― 全市でね。その他の用途で225戸というふうにちょ

っと事前に伺いました。 

  そこで提案なんですけど、困難な問題を抱える女性への支援に関する法律、女性支援法が４月

に施行されました。生活の困窮、そして、ＤＶ被害や性的搾取などに苦しむ女性を、公的な枠組

みで包括的に支援する法律ができたことを受けて、神戸市としても支援を具体化することが必要

やと思うんですね、それぞれの局で。 

  そこで、この困難な問題を抱える女性の市営住宅への入居を進めていくべきじゃないかと考え

ますが、現在の入居条件では、まず年齢等により対象外になってしまうんだと思うんですね。60

歳以上までだったと思うんですよ。他都市では、法改正を受けて改善しているところもあるわけ

なんですけども、そういった取組をやっぱり進めていくべきだと考えますが、見解を求めます。 

○片野建築住宅局副局長 委員御指摘の困難な問題を抱える女性への支援に関する法律は、お話に

ありましたとおり、令和６年４月１日から施行されております。困難な問題を抱える女性への支

援に必要な施策を講じる国・地方公共団体の責務についても明記をされたというふうに承知をし

ています。 

  ここで上げられております困難な問題を抱える女性と申しますのは、お話もありましたけれど

も、例えば、性的な被害、あるいは家庭の状況や地域社会との関係性、その他様々な事情により、

日常生活または社会生活を円滑に営む上で困難な課題を抱える女性ということ、あるいは、また

そのおそれのある女性ということで定義をされておりまして、非常に幅広い範囲の女性について、

幅広い支援を行うことが期待されているというふうに考えております。ですので、個別に支援を

行うためには、それぞれの困難な問題を個別に把握をしていく必要があるというふうに考えてお

ります。 

  市営住宅が関連するこの困難な問題については、例えば、経済的な困窮状態にある女性である

とか、住宅確保が困難な女性、あるいは、ＤＶによる被害から新たに住居確保の必要がある女性

ということになろうかというふうに考えます。このうち、ＤＶ被害者の女性の居住の安定に関し

ては、自立を支援するために一定の要件の下、お話にも出ましたが、目的外使用ということ、あ

るいは、定時募集による応募をいただいて市営住宅に入居いただいております。目的外使用の場

合には、一時使用ですけれども、許可期間は最大２年間ございまして、当初１年間は使用料免除

と、その後も収入に応じた使用料を算定して１年間住んでいただくことができるということで、

市内に18戸確保しておりまして、平成14年から実施をしております。目的外使用許可中にこのＤ

Ｖ被害に遭われた方が市営住宅に申し込むということももちろん可能でございます。 

  また、それ以外の女性は年齢要件があってというお話でございましたけれども、定時募集で申

込み等がなかったので、入居されたい方が収入要件が合致すれば先着順で入居ができるという常

時募集では、年齢にかかわらず入居していただくことが可能でして、あるいは、それ以外にも類

型に合う場合には、抽せん時に優先倍率を用いる優遇ができるですとか、先ほどお話ししました

ポイント方式で申し込んでいただく等の優遇措置もありますので、そういったところを困難な境

遇にある女性の方が利用していただくということは可能であるというふうに考えております。常
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時募集は先ほど申し上げましたみたいに年齢要件がございませんので、空いているところがあれ

ば入居可能ということもございます。 

  いずれにしましても、困難な問題を抱える女性につきましては、当局としてもＤＶ被害者の目

的外使用許可をはじめ、関係部局とも連携をしながら居住の安定を図って、自立の支援をできる

よう、取扱いを進めてまいりたいというふうに考えております。 

○分科員（赤田かつのり） 個々の案件、困難女性の問題というのは、性的搾取の問題とかもいろ

いろあると思います。それでもなおかつ募集要件に合わないということもないのか、あるいは、

ポイント募集、定時募集でも、競争の倍率で外されてしまうことはないのかと、そこは大変懸念

するところでありますので、本当にそういう方、生活相談を受けることがあった場合、丁寧に対

応していただくことが本当に必要やと思います。 

  市営住宅に関してはちょっと時間がないので、もうこの程度にしておきますが、あとほかにも、

メンテナンスの問題も含めてお聞きしようと思っておりましたが、本当に、移り住むところもエ

レベーターついてるといったって、エレベーターが老朽化してて、止まって大騒ぎになることだ

ってあるんですよね。だからやっぱり機械的にいかない、やっぱりそういう環境の整備も含めて

しっかりやっていくという課題があると思います。 

  次の質問に移りますが、民間の戸建住宅の空き家対策についてお聞きします。 

  空き家の増加が社会問題になっています。深刻だと思うのは、居住する目的がないため、維持

管理されないおそれのある空き家の増加です。 

  管理不全の空き家を放置することは、防災・防犯や公衆衛生、景観など、近隣の住生活環境に

悪い影響を与えます。令和５年度住宅土地統計調査によると、神戸市内の戸建て空き家数は２万

2,300戸だということです。そのうち、居住目的のない空き家もかなりあることは想像に難くあ

りません。今後も断続的に空き家が増え続けないかなと懸念するものであります。根本的な解決

策が求められていると思います。空き家の発生を抑制すること、空き家を有効に活用することの

両面から取り組むべきと考えますが、見解を求めます。 

○根岸建築住宅局長 神戸市におきましては、使える空き家・空き地は売却や賃貸、地域利用など

の活用を促し、使えない空き家は解体し、土地の活用を促進するという基本方針によりまして、

総合的な空き家・空き地対策を進めているところでございます。 

  使える空き家につきましては、広報啓発による掘り起こしですとか、相談窓口の設置、地域利

用に活用する際の改修費の補助などを通じて、所有者へ活用を促してきております。また、利用

見込みのない空き家については、老朽空家等解体補助制度により解体を促進し、早期に自主解体

するよう後押しし、空き家の発生抑制と活用促進に取り組んでいるところでございます。 

  引き続き、本市の基本方針に従いまして、空き家の発生抑制と活用を進めていくことで、空き

家対策を総合的に進めていきたいというふうに考えております。 

○分科員（赤田かつのり） 市営住宅や学校など公共施設を廃止した後に何ができるんかなと思っ

たら、例えば、マンションができたり、そして、新築の戸建住宅がどんどん建設されている状況

にあります。それがずっといつまでも住み続けられると、世代も替わってもずっと住み続けると

いう状況ならいいですよ。だけども、様々な個々の事情によって手放さざるを得ないという方も

ないとは言えません。つまり、転売や流通が円滑にできるんかなという思いも、やっぱり素朴な

疑問として湧いてきます。私は、この空き家増加の背景には、人口減少だけじゃなくて、この日

本の住宅政策の問題があるというふうに考えます。過去を遡っても、戸建住宅を造り過ぎてるん
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じゃないかと思うんですね。 

  ここでは、有効活用策について、ちょっとあと残りの時間で少し深めたいと思うんですけども、

活用後の空き家の使用用途は多種多様であり、市内における様々な課題に寄与するものと考えま

す。中でも、地域コミュニティー活性化やひきこもり対策の拠点としての活用が有効であるとい

うふうに考えますが、いかがでしょうか。 

○片野建築住宅局副局長 空き家の活用の話でございますが、本市が空き家活用に対する補助を行

った上で活用されている事例として、例えば、お話にありました地域コミュニティーの活性化に

関して申し上げますと、空き家が地域の交流ですとか、体験学習ですとか、あるいは創作活動の

場として活用されているような事例について承知をしております。また、ひきこもり対策の拠点

というお話ありましたけれども、不登校の児童が社会に適合できる強さを養う支援をするために

活用しているという事例、あるいは不登校児の居場所や保護者の情報交換の場所として開放して

いるような事例についても把握をしております。コミュニティー活性化やひきこもり対策に限ら

ず、様々な社会課題の解決に資する空き家活用をする際の改修費補助を行っております建築家と

の協働による空き家活用促進事業でありますとか、あるいは地域利用に向けた片づけですとか、

改修などにかかる費用を補助しております空き家地域利用応援制度により、空き家活用の支援を

行っているところでございます。コミュニティー活性化のために活用する場合も含めまして、空

き家活用において、地域利用や社会課題解決に資する活動を支援してまいりたいと、今後とも継

続してまいりたいと考えております。 

○分科員（赤田かつのり） 事前にこの空き家の活用事例の資料もいろいろ頂きました。多種多様

にいろいろ各行政がやられてるのも分かるんですけども、私のちょっと勉強不足かな、このひき

こもり対策についての今の御答弁がありましたが、この情報の活用の事例というのは一体どれだ

けあるんでしょうか。 

○片野建築住宅局副局長 先ほど私のほうから申し上げました２例については、確実に補助を行っ

た上で活用していただいているというふうに承知をしております。１つは兵庫区、もう１つは長

田区で活用されているということであります。ただ、一般的に自分で空き家を改修等されて、そ

ういった活動を行っているというところを網羅的に調査をしているわけではありませんので、補

助を行ってなくて自発的にされているような例等については把握しているところではございませ

ん。 

○分科員（赤田かつのり） 要するに、補助を行って、例えば、ひきこもり対策の拠点として活用

しているところについては掌握をされていると、そういうことですね。どこの地域でもそういう

のは要求されてると思うんでね、もっとそういうことの、そういう地域の利用をもっと促進する

ようになればなと思います。 

  空き家・空き地の地域利用応援制度の活用も、件数を見ると増えてきてると思うんですけども、

やっぱりそういったことを、こういうことにも使えるんだということをもっとＰＲすることも必

要じゃないでしょうか。 

○片野建築住宅局副局長 ＰＲに関してはおっしゃるとおりかと思います。先ほど申し上げました

建築家との協働事業などは、もともと空き家を補修していただくことへの補助だけではなくて、

社会課題の解決に資するような活動で、しかもそれをＰＲして、こういった活用の仕方があるん

だということを広く知らしめるというところを目的にしておりますので、今後とも取組を深めて

まいりたいと考えております。 
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○分科員（赤田かつのり） また、この空き家の活用の方法としては、例えば、私は低所得の方々

に適切な住宅を提供する施策として空き家を生かす取組を進めることも、これ大事だなというふ

うに思います。これは別に質問しません。私の意見です。管理されない放置空き家をなくして、

利活用で市民生活が向上する取組が大事だというふうに思います。 

  次、３つ目の質問に移ります。 

  建築基準法の改正に伴う神戸市条例の改正についてということで、先日の常任委員会でもこの

ことが議案出ましたけども、国や自治体が所有する建築物について、さきの国会で、民間の指定

確認検査機関による審査・検査を可能にする法律の改正が行われたことを受け、神戸市も条例を

改めたわけであります。 

  さきの都市交通委員会では、私の質問に対して、法改正に対してどう対応していくかが大切だ

との答弁でありました。しかし、今後も民間の機関に審査を任せるんじゃなく、国や県、神戸市

の建物は、従来どおり、建築主事による審査・検査をするべきだと考えますが、いかがでしょう

か。 

○田中建築住宅局建築指導部長 委員御指摘のとおり、令和６年６月に公布された第14次地方分権

一括法による建築基準法の改正というのがございまして、国・県・市等の建築物の計画通知と申

しますけれども―― に対する審査・検査に係る指定確認検査機関の活用というのが法律で決めら

れました。そのことを受けまして、神戸市におきましても、建築安全条例等を改正する議案が先

日の本会議で可決されたところでございます。 

  一方で、平成10年の建築基準法改正に伴いまして、建築確認―― これは民間の建物なんですけ

れども、建築確認が指定確認検査機関に民間開放されてから、もう既に25年が経過している状況

でございます。国・県・市の建物の基準と民間の建築物の基準というのは、これはもう建築基準

法という法律なので、同じでございます―― ということもございますので、現地点では、各機関、

民間の機関も十分な技術力を確保されているんではないかというふうに考えております。 

  さらに、今回の建築基準法改正において、指定機関で―― 指定確認検査機関で計画通知等の審

査とか検査を行う場合におきましても、建築確認、民間の建物と同様に立会調査を行うような改

正を行ってきました。それに加えまして、法律で決められているような指定確認検査機関への立

入検査とか、指定確認検査機関からの照会に対する回答、対応を含めて連携しながら、今後も確

実な審査・検査を担保していきたいというふうに考えております。 

  以上でございます。 

○分科員（赤田かつのり） 素朴な疑問なんですけども、そしたら、これから民間の指定確認検査

機関へ、国や都道府県、市町村の建物について、どの程度審査を任せようとされているのか、お

考えをお聞きしたいことが１つ。 

  それから、例えば、もっと身近なことで言いますと、新垂水図書館だとか、新築の市営住宅、

学校給食センター、これは民間の検査機関に依頼するだけなんでしょうか。これ２つ目。 

  もう１つは、建築主事は、かつて平成11年当時で７名おられましたが、今現在は５名ですが、

これ何で減らしたんでしょうか。 

○田中建築住宅局建築指導部長 まず、どの程度民間機関に任せるのかというお話でございます。 

  先日の常任委員会でも申し上げましたけれども、今回の改正された内容というのは、建築基準

法、法律で定められておりますので、神戸市が任せるとか、委託するとかいう、こういうシステ

ムではなくて、もう法律で決められているということなので、神戸市としては法改正に対してど
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のような対応をしていくのかというのが重要であるということで、先ほどの条例改正を行ったと

いうことでございます。 

  具体的には、計画通知を含めて、先ほど若干申し上げましたが、審査・検査された内容、民間

がされた内容につきまして、チェック体制というのが重要であるというふうに考えております。 

  神戸市では、これまでも民間建築物の確認審査については、指定確認検査機関を指導する専門

ラインというのは、これは全国的にも珍しいですけれども―― を設けまして、指定確認検査機関

への立入調査とか、立会検査を行い、適切な指導を行ってきたというふうに考えております。

国・県・市等の建築物につきましても、このような取組に基づきまして、民間の指定確認検査機

関と連携を取りながら、引き続き安全性の確保を図ってまいりたいというふうに考えております。 

  もう１つ、市の建築物についてどの程度ということでございますが、基本的には市有建築物の

計画通知については、引き続き建築主事である我々が見ることになるのではないかなというふう

には考えておりますが、これは原則でございます。 

  もう１つ、建築主事のお話でございます。建築主事につきましても、平成11年当時は７名が今

現在５名ということになっておるということでございますが、なぜ減らしたかというと、確認の

件数とか業務の内容に応じて若干減らしているということでございます。 

  以上でございます。 

○分科員（赤田かつのり） ちょっと懸念することがあるのは、これは神戸市のホームページ、常

任委員会でも少し触れましたけども、指定確認検査機関への立入検査等を実施しており、その結

果、著しく不適切な確認検査が認められた場合には、適正な業務実施をする等の指導を行ってい

るというふうに記載されています。著しく不適切な確認検査が立入検査で判明したケースがホー

ムページに掲載されてるわけなんですけども、それが令和３年度に１件、令和４年度に４件で、

合計５つの民間確認検査機関で出ているということが分かりました。具体的には、高度地区の検

査、道路内建築制限の審査、それから、建蔽率制限についての審査、敷地など道路との関係の審

査など、建築基準法の規定に適合しないことを見過ごしていながら、確認済証を交付したんだと

いうふうに書かれていたと思います。 

  適正な業務実施の指導は当然なんですけども、学校や図書館、公営住宅などの公共の建築物で

こんなことがあったら大変だと思うんですね。信頼できるのは公共の検査であり、そういう思い

が民間の建築主にもあるんじゃないかなというふうにもあります。 

  そこで、今御答弁ありましたけども、公共の建築物については、本当は民間もそうなんですけ

ども、いろいろありますからね。やはり建築主事、これを減らさずに、むしろ、かつて７名おら

れたんだったらもっと増やしてもいい。そのようにして、この安全を担保するために神戸市とし

て、公共の責任に取り組むべきだと考えますがいかがでしょうか。 

○田中建築住宅局建築指導部長 先ほどから繰り返しになりますけれども、やはり建築物の安全性

の確保というのは大切な視点と我々も思っております。その上でどう対応していくかということ

につきましては、建築主事の数とかも必要なんでしょうけど、それ以外にも、先ほど述べました

ように、ちゃんとした検査・チェック体制というのが重要であるというふうに考えておりまして、

引き続きそういう体制を取りながら、必要なチェック体制を取っていきたいというふうに考えて

おります。 

○分科員（赤田かつのり） 答弁のときに、建築基準法を改正されて民間にも開放されたと、平成

の時代にね。民間でも十分な技術力を持っておられるという答弁がありました。それでもありな
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がらも、チェック体制をしっかり見ながら、目配りしていかなきゃならないという状況にあると

いうことで、これはやっぱり市民にとっても大変不安なことと思うんですよ。 

  また、民間の建築主からも、神戸市の建築主事への確認にお願いするという件数も、これは令

和３年度20件、令和４年度24件、令和５年度28件というふうに増えているわけであります。この

中には、いわゆる仮設建築物に対する許可が公共になっているからというのもありますが、純粋

に仮設建築物がないものも含めて、全体から見れば僅かかもしれない。しかし、それでもやはり

民間よりも神戸市にお願いするほうが望ましいというふうに考えておられる方もおられるという

のは、これはやっぱり社会的な背景としてあると思うんですよ。 

  今日はこの３点にわたって質疑をさせていただきましたけども、今後もまた常任委員会でも深

めさせていただきたいと思います。 

○主査（ながさわ淳一） 次に、川内委員、発言席へどうぞ。 

○分科員（川内清尚） こうべ未来の川内です。どうぞよろしくお願いいたします。 

  今や空き家問題というのは、もう大きな社会問題になっております。とはいえ、やはり所有者

がいるということがございまして、やはりその辺のこのやり取りというんですか、なかなか建築

住宅局としてもいろいろな対策をしていただいてるんですけど、なかなか思うように結果が出な

いのも、これも事実かなと思います。その辺のところを踏まえて、今日はちょっと空き家に特化

していろいろと質問をさせていただきたいと思いますので、よろしくお願いをいたします。 

  まず１点目は、財産管理制度の活用についてお伺いをいたします。 

  周辺に悪影響を及ぼしている所有者不明の空き家や危険な空き家が増えていることから、令和

６年度より、財産管理制度を積極的に活用しているとお聞きをしております。令和５年度までの

実績は数件だったかなと思うんですが、そういうふうに聞いてるんですが、今に至って積極的な

活用に至った理由。それから、現在の取組状況や今後の目標についてお聞きをまずしたいと思い

ます。一問一答でお願いします。 

○根岸建築住宅局長 財産管理制度の活用について答弁させていただきたいと思います。 

  周辺に悪影響を及ぼす空き家につきましては、法・条例に基づく厳格な指導を行っております

が、状態が改善される見込みがない所有者不明の空き家ですとか、所有者が市の指導や勧告に従

わず、改善が見られない危険な空き家というのは、増加しているというのは御指摘のとおりでご

ざいます。 

  これまで、所有者不明の空き家に対しましては、財産管理人制度を用いている例がございます

が、従来の財産管理人制度におきましては、所有者の全ての財産が管理の対象となるために、特

定の土地・建物だけの管理を目的とする場合には、手段として過大で、終結までの期間及び費用

が多くかかるため、多く用いることができなかったというところでございます。そのため、所有

者不明の空き家や危険な空き家につきましては、経過観察を行い、危険が切迫した場合に行政の

ほうで代執行をするというような対応を行っておりました。 

  令和５年度施行の民法改正によりまして、新たな財産管理制度として、特定の土地・建物のみ

に特化して管理を行うことができる、管理期間が短縮され、費用も軽減される制度―― これは所

有者不明土地・建物管理制度というふうに申しておりますけども、この制度が創設されました。 

  また、所有者が市の指導や勧告に従わず、改善が見られない危険な空き家に対して、裁判所が

選任した財産管理人が、所有者に代わって特定の土地・建物の管理を行う制度、管理不全土地・

建物管理制度というふうに言いますけども―― という制度も創設されたところでございます。 
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  その後の空家特措法の改正によりまして、利害関係者だけでなく、市長にも申立権限が付与さ

れたところでございます。 

  所有者不明の空き家ですとか、危険な空き家に対しましては、新たな財産管理制度を含め、財

産管理制度を用いることによりまして、選任された財産管理人が当事者に代わって修繕の実施で

すとか、裁判所の許可に基づいて解体・売却を行うことができるため、周辺への悪影響の解消や、

売却できた場合には、新たな所有者による活用等が期待できることから、積極的に活用するに至

ったところでございます。 

  取組状況ですけども、平成27年度以降の９年間で11件の財産管理人の申立てを行っております。

４件につきましては、建物解体や土地の売却が終了し、終結しておりますけども、残り７件につ

いては、建物解体、土地売却に向けて財産管理人が業務を行っているところでございます。 

  令和６年４月に専門的な知識を有します弁護士を含む空き家対策の特命チームを新設しまして、

現在までに新たに24件の選任申立てを実施したところでございます。財産管理人の選任をいただ

いて完了したものが４件ありまして進行中でございます。その他は裁判所による選任決定を今待

っているという状況でございます。 

  引き続き、法に基づく厳しい指導等に加え、特命チームによる財産管理制度の活用によりまし

て、所有者不明の空き家及び危険な空き家の改善促進を図ってまいりたいと考えております。 

○分科員（川内清尚） この問題については、やはり裁判所も間に入ってくるのかなと思うんです

けど、予納金―― あらかじめ納めるお金、この予納金の回収についてお伺いをしたいと思います

が、この財産管理制度を活用するためには、裁判所に対して予納金を預ける必要があります。予

納金は回収できているのかどうか、まずこれ１つ。それから、予納金が高額となる案件もあると

お聞きしておりますが、これについても、予納金を回収できない場合は、最終的には公費負担と

なるわけなんですね。行政が負担してまで財産管理制度を活用する必要があるのかどうか。その

辺のところをお聞きしたいと思います。 

○東建築住宅局部長 予納金についてお答えいたします。 

  まず、裁判所に納める予納金ですけれども、主に財産管理人の報酬や土地・建物の管理・解体

費用などに充てられるものでございます。その金額については、財産管理人が行う管理行為の内

容等を勘案して、裁判所が決定いたします。一般に、建物の解体を伴う案件の場合は、予納金が

高額になる傾向にあります。予納金については、一旦裁判所に納めた後に、対象となる土地建物

が売却された場合には、売却益を解体などの管理行為により生じた費用に充てることができます

ので、その全部または一部が返還されます。 

  次に、予納金の回収できているかということに関しましてですけれども、令和５年度までに申

し立てた案件のうち、予納金の回収については、個々の事情によって状況が異なりますので、一

概に言うことはできないんですけれども、終結済みの４件については、ほぼ全額回収できたもの

がございます。そのほか進行中の案件については、現在、管理人が業務を行っているところでご

ざいまして、終結後に状況を確認してまいります。今年度は、道路付などの立地条件がよく、売

却金額が高くなりそうなものを申し立てておりますので、ある程度回収できると考えております。 

  なお、予納金を全額回収できない場合ですけれども、回収できなかった予納金の一部は国庫補

助を受けられる予定です。 

  次に、財産管理制度を活用する必要性についてなんですけれども、現在、外壁や屋根材の落下、

飛散など、地域住民の生活環境に深刻な影響を与えている所有者不明の空き家や危険な空き家に
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ついて積極的に申立てを行っているところです。予納金を回収できない場合でも、空き家が解消

されることで、固定資産税の収入増や防災・防犯面の機能低下といった外部不経済の解消につな

がるため、財産管理制度の活用には意義があるというふうに考えております。 

  以上です。 

○分科員（川内清尚） 財産管理制度の活用には意義があるという御答弁でございましたけど、全

てが全てそううまくはいかないと私は思います。かといって、うまくいかないからといってやめ

るわけにもいきませんし、これは難しいところもあるんですけど、ぜひ続けて、継続していかれ

るほうがいいかなという思いはあります。 

  ただ、売却後のその土地の活用についてちょっとお伺いしたいんですけど、財産管理制度を活

用して空き家が解体された土地は、その後どのように活用されてきているのか、それを把握され

ているのかどうか。 

  それと、売却されて、その後、どのように活用されているかなどの事例として把握することは

制度の効果を検証する際には必要と考えておりますが、その辺について御見解をお伺いいたしま

す。 

○東建築住宅局部長 まず、事後活用状況の把握なんですけれども、事件が終結した際には、終結

時に管理人が裁判所に提出した報告書を入手するとともに、登記事項証明書の確認や、現地調査

によって、土地の活用状況や近隣住民に与えていた悪影響の解消状況などの把握を行っておりま

す。終結した案件の中には、不動産会社へ土地・建物を売却し、不動産会社が建物を解体した後

に個人に土地を売却して、その後、建物が新築されていることが確認できているケースがござい

ます。また、進行中の案件でも、不動産会社への土地・建物の売却が完了して、不動産会社が建

物を解体しているところまで確認できているケースもございます。 

  効果の検証の必要性についてですが、所有者不明の空き家は、老朽化によっていずれ行政が代

執行等の対応を行うことが予想されますが、当制度を活用することで、周囲に悪影響を及ぼす期

間を短縮することができ、新たな所有者による適切な管理が期待できるので、長期的な視点に立

つと効果が十分にあるというふうに考えております。 

○分科員（川内清尚） 財産管理制度、これは本当にこれからうまく活用していただいて、うまく

というか、有効に活用していただいて、引き続き進めていただきたいと思います。 

  次、大きな２問目に入ります。空家特措法の改正によるこの措置基準の見直しについてお伺い

をいたします。 

  令和５年12月に空家特措法が改正されて、放置すれば特定空家等になるおそれのある空き家を

管理不全空家等として指導等の措置を行うことができるようになったとお聞きをしています。本

市では、法律が改正される前の令和５年４月から、特定空家等の勧告基準を見直し、周辺に著し

い悪影響を及ぼしている空き家に対して勧告をしていたと認識をしていますが、法律の改正に先

行した取組の効果、どのようなものがあったのか、お聞きをしたいと思います。 

○東建築住宅局部長 まず、法改正の趣旨でございますが、今回の法改正は、活用の拡大、管理の

確保、特定空家の除却が主な柱でございます。危険な空き家の除却促進に加えて、周辺に悪影響

を及ぼす前に早い段階から所有者に対して、空き家の適切な管理や活用を促すことなどを目的と

した改正が行われました。主な改正内容は、管理不全空家への指導・勧告などでございます。 

  法改正に先行して、我々は令和５年４月に特定空家等の勧告基準の見直しを行いまして、将来

的に第三者への著しい被害を及ぼすことが予見できる空き家については、早い段階で厳しく指導
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することで、周辺への著しい悪影響を迅速に解決できるよう、勧告の対象を拡大いたしました。

これによって、令和５年度は11件の勧告を行いました。令和４年度の勧告件数３件と比較すると

大幅に増加しておりまして、また、勧告によって固定資産税が増加する可能性があるということ

を早い段階で所有者に伝えることで、勧告前に改善に至るという案件もございましたので、基準

の見直しの成果が出ているものというふうに考えております。 

  以上です。 

○分科員（川内清尚） この空き家に関しては、やはり所有者がもうきちっと管理していただいた

ら、もうほんまにこんな苦労することもないんですけど、なかなかそれに至っていないというの

は現状でしてね、結局はいたちごっこというか、それのやり取りになってくると思うんですけど、

その辺も含めて法律が改正されたということで、改善とか影響についてお伺いしますが、今回の

この法改正、それから条例改正によって、本当に改善が進むものなのかどうか。それから、また

指導等への影響、その辺はどうなるのか、その辺のところをお伺いいたします。 

○東建築住宅局部長 まず、神戸市では、これまでも早い段階から所有者に働きかけるため、特定

空家を幅広く捉えて指導を行うという工夫を行ってまいりました。 

  令和５年度の市区町村アンケートによりますと、特定空家の認定について、約６割の市区町村

が、代執行を想定した場合に限って認定しているというふうに回答しており、神戸市のように積

極的に特定空家と認定している市区町村は２割弱でした。 

  このような状況の中で、全国で増加する空き家が特定空家になる前の早い段階から適切に管理

されるよう、法改正で管理不全空家が新たに規定されました。国のガイドラインによりますと、

管理不全空家は、神戸市がこれまで対応してきた範囲程度であるため、法改正後は、特定空家の

うち、軽度なものを管理不全空家として指導等を行っているところです。また、特定空家に加え

て、管理不全空家として勧告された場合でも、固定資産税の住宅用地特例が解除されて、固定資

産税が上がる場合がございます。これを踏まえて、法改正後は、住まなくなった家を放置してい

ると固定資産税が約３倍にという文言を用いまして、管理を怠っていると固定資産税が上がる可

能性があるということをより分かりやすく伝える広報を実施しております。 

  管理不全空家は、建物の損傷が比較的軽度で改善が進みやすいので、同じような内容を指導時

に伝えるなどの工夫をして、早期の改善に向けて働きかけているところでございます。 

  さらに、５月に条例を改正して、空家特措法改正の趣旨と同様の管理不全空家という段階を長

屋などの類似空家にも適用して指導等を行っているところです。 

  改正された法及び条例を適切に運用することで、今後も周辺に悪影響を及ぼす空き家の早期改

善を促してまいりたいと考えております。 

  以上です。 

○分科員（川内清尚） この法改正によって、勧告の対象となる空き家が増加―― これはもちろん

法を改正しましたから増加してくるんですよね。それは認識してるんですが、どの程度の増加を

今後見込んでいるのか。やっぱりこれを見込んでおかないと、むやみやたらに増え続けても、こ

れも仕方のない話かなと思います。また、勧告された空き家がこれからどんどんまた堆積してい

くというのも心配されます。これの改善に向けた対策についてお伺いいたします。 

○東建築住宅局部長 まず、勧告の対象についてでございますが、管理不全としての指導対象は、

年間に100から150件程度というふうに想定しております。管理不全空家は、建物の損傷も比較的

軽度と想定されますので、一定の改善が見込まれるので、固定資産税が上がる場合があるという
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ことを通知書に記載するなどによって、早期の改善に向けて働きかけていっているところです。

それでも改善されずに、法改正によって新たに設けられた勧告対象となる場合には、積極的に勧

告をしていっております。 

  御指摘のとおり、勧告の対象が拡大したことによって、勧告された空き家の堆積が増加するこ

とは予測されます。これまでも、勧告した案件のうち未改善のものは、所有者への訪問とか、具

体的な解決策を助言したり、補助制度を案内したりするなどの所有者への粘り強い指導や助言を

続けてきました。今後も法や条例に基づいて厳格な指導を行うとともに、所有者が様々な事情を

抱えていらっしゃいますので、その事情に応じた支援を行うことで自主改善を促していくという

ふうに考えております。 

  以上です。 

○分科員（川内清尚） また引き続きこれについてもよろしくお願いしたいと思います。 

  ３つ目の質問に入りますけど、やはりこの空き家対策については、行政だけではなかなか解決

し難い問題かなと思います。その中で、この民間の活力と申しましょうか、民間主導によるこの

空き家対策の活用についてお伺いしたいんですが、令和５年度より、空き家や空き地の活用拡大

のために民間主導の取組を開始しているとお聞きしておりますけど、公募によって選定した、今

回４者の民間事業者と事業連携協定を締結したようですが、主な取組状況、また、成果について

お伺いをしたいと思います。 

○根岸建築住宅局長 民間主導による空き家の活用について答弁させていただきます。 

  御指摘ありましたように今後も空き家の増加が予想される中、行政による対策のみならず、民

間市場において適切に流通する仕組みというのが大事だと思っております―― 推進していく必要

があるというふうに考えております。そのような観点から、市内で空き家の活用や、空き家の発

生の未然防止等に取り組む事業者を募集し、４事業者を認定し、支援をしているところでござい

ます。令和５年度は11月に本市との連携協定を締結し、順次市内での事業を展開しているところ

でございます。 

  主な取組状況でございますけども、空き家の見守り点検など、管理サービスを通じて活用提案

までサポートする事業を行っております事業者につきましては、令和６年１月から市内のサテラ

イトオフィス及び神戸市専用電話を開設し、中央区・長田区で個別相談会を実施しております。

また、独自の空き家調査で空き家を掘り起こし、活用まで支援する事業者につきましては、兵庫

区の一部での空き家実態調査の実施ですとか、所有者の相談専門窓口をインターネット上で設置

をしているところでございます。相続登記の促進に取り組む事業者におかれましては、不動産の

相続手続に関する分からないを解消するための神戸市専用のウェブページを開設したところでご

ざいます。また、リノベーション費用の可視化による中古物件の流通促進に取り組む事業者は、

中古物件をリノベーションにかかる費用とセットで検索できるウェブサイト内に、国や神戸市の

住宅取得に関する補助金情報やエリア情報などを掲載した神戸市の特集ページを設置していただ

いたというような動きがございます。 

  初年度につきましては、準備の面も少し多かったかと思います。今年度が２年目に入っており

ますので、本格的に動き出しているところでございます。今年度、来年度と各事業が拡大し、効

果につながるよう連携してまいりたいと考えております。 

○分科員（川内清尚） ぜひ軌道に乗せていただきたいなと思います。ただ、民間事業者を取り入

れたことによって、民間事業者と神戸市との線は引いておかなきゃいけないと思うんですよ。こ
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れの役割分担というか同じような取組になるんですけどね、役割分担についてちょっとお伺いし

たいんですけど、本市では、すまいるネットに空き家等の活用相談窓口を設置したり、また、空

き家の活用支援として様々な制度を運用しているんですが、民間事業者との、先ほど申しました

けど、すみ分けはどのようになっているのか。それから、重複するような部分は、やはり制度を

整理する必要があるんじゃないかなと思ったりするんですが、その辺のところの考え方をお聞き

をしたいと思います。 

○片野建築住宅局副局長 委員に御指摘をいただきましたすまいるネットですけれども、住まいの

総合窓口として、リフォームですとか、マンション管理ですとか、耐震、あるいは住まいに関す

る様々な相談を受け付けておりまして、平成27年度からは、すまいるネットに設置しました空き

家等活用相談窓口において、所有者の方が、初期の相談である一般相談から専門相談としてベテ

ランの宅建士が売買や賃貸といった市場流通への支援をするというところまで行っております。

大体一般相談では年間1,000件、専門相談では約150件の相談を受け付けているところです。すま

いるネットのこの空き家等活用相談窓口は、公的な窓口として浸透しておりまして、その役割を

担っておるものというふうに考えております。 

  一方で、民間事業者に期待をしておるところでございますけれども、それぞれの事業者が独自

に持つノウハウを活用して、自ら空き家所有者に働きかけるというようなことで、すまいるネッ

トの空き家等活用相談窓口に相談していなかったような所有者へアプローチを行って、活用につ

なげていくということに期待をしております。 

  さらに、所有者への働きかけでなくて、先ほど局長からも御答弁申し上げましたが、例えば、

リノベーション費用を可視化するということによって、空き家の活用者側の増加につながるよう

な取組を通じて、すまいるネットだけでは達成できなかったような空き家活用の促進が可能にな

るというふうに考えております。 

  これら民間事業者が神戸市内で事業展開をすることで、物件が早期に活用され、空き家の期間

の長期化を防ぐ、あるいは管理不全空家の防止にもつながるというふうに期待をしております。 

  以上のように、民間事業者はその民間の立場から、おのおの独自のノウハウを生かして事業を

していっていただくと。一方で、すまいるネットは引き続き公的な窓口として所有者支援を行う

ことによって、それぞれが役割を果たして、幅広い対象に空き家活用の働きかけができるように

と考えておりますけれども、市民が混乱しないように、分かりやすいような広報にも努めてまい

りたいというふうに考えております。 

○分科員（川内清尚） ありがとうございます。 

  いろいろと期待する取組もこれから先もあろうかなと思うんですけど、民間主導の空き家活用

について、連携事業者には今後どのような取組を期待しているのか。先ほども少し御答弁ありま

したけど、もう少し詳しく御答弁いただけますか。 

○片野建築住宅局副局長 各事業者は、現在行っているおのおのの事業を引き続き行っていってい

ただくと。その結果、市民の方、特に空き家・空き地の所有者に対してアウトリーチする、サー

ビスを提供しにいけるような、そういった個別の空き家相談対応ができるような事業者もおりま

すので、そういった事業者には、例えば、市内の各区を回って、空き家所有者向けの相談会を開

催するですとか、もちろん必要な情報をホームページ等を使ってお届けするようなことを担って

いっていただきたいというふうに考えております。また、まだ事業者としては神戸市内での活動

を始めたところでもございますので、もう少し様子を見守っていかなければいけませんけれども、
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引き続きそれぞれの事業者の強みを生かしまして、空き家・空き地の掘り起こしですとか、各サ

ービスの利用を促して、空き家・空き地が市場流通していくということ。その結果、市から３年

間、初動支援をしていきますけれども、その後は、終了する令和７年度以降、それぞれの事業者

が自走できるように仕組みを確立していっていただけるようなことを期待をしておるところでご

ざいます。 

○分科員（川内清尚） よろしくお願いしたいと思います。強みを、先ほども御答弁ありましたよ

うに強みをしっかり生かしていただいて、効果が出るようにお願いしたいと思います。 

  先ほどちょっと空き家のおこし隊と申しましょうか、ちょっと触れられたと思うんですけど、

空き家おこし協力隊についてお伺いをさせていただきます。 

  この空き家・空き地の所有者を訪問して、所有者が抱える課題の解決から活用までをサポート

するために、空き家おこし協力隊を導入して約３年が経過しております。この３年間の効果検証

について、まずはお聞きをいたします。 

○根岸建築住宅局長 空き家おこし協力隊につきまして御答弁させていただきます。 

  御指摘いただきました協力隊につきましては、課題を抱える所有者が支援を希望する場合に、

宅建士や司法書士など専門家を派遣して課題解決をサポートし、空き家の活用を支援する制度で

ございますけれども、令和３年度からモデル的に事業として実施し、令和４年度から本格実施を

しているところでございます。令和３年にモデル事業として開始したときにつきましては、地縁

団体ですとか、まちづくりコンサルタントが隊員となっておりました。その際、それぞれの隊員

がつながりを持っている地域での活動にどうしても限定をされてしまいまして、市域全体での活

動というのが難しい側面がございました。令和４年度からは、弁護士ですとか司法書士、宅建士

などの専門家で構成された空き家・空き地の相談業務などに取り組むＮＰＯ法人に業務のほうを

委託したというところでございます。この事業者によりまして、所有者の抱える課題に応じて適

切に選定した専門家を派遣して、市内全域の物件に支援することが可能となったところでござい

ます。 

  一方で、市民の方が空き家おこし協力隊を利用するに当たりましては、固定資産税情報を活用

した物件所有者に、空き家おこし協力隊のチラシを配布するといったピンポイント啓発による掘

り起こしなどをきっかけとしていたところでございます。空き家おこし協力隊の本来の役割の１

つである協力隊が支援を必要とする空き家・空き地の所有者を見つけてくる掘り起こしにつきま

しては、思ったほど増やせず、あわせて、支援対象が課題の難易度が高い物件が多いということ

もありまして、活用に至る件数が伸び悩んでいるといった点が課題であるというふうに考えてい

るところでございます。 

  この効果検証を踏まえまして、空き家おこし協力隊につきまして、今後、この課題を克服し、

より効果のある制度として引き続き実施してまいりたいと考えております。 

○分科員（川内清尚） 公募に期待していたことといいますか、令和６年度から新たな事業者を公

募したようですけど、期待と申しましょうか、期待は大体今までと同じようなもんかなと思うん

ですけど、どのようなことを期待して公募を行ってきたのか。その辺もう少し詳しくお願いしま

す。 

○片野建築住宅局副局長 課題は掘り起こしであると申し上げましたので、そういったところを克

服していただくと、あるいは活用件数を増加していくというために、そういったところに期待を

して公募を行ったものでございます。ですので、令和６年度の今現在、担っていただいている事
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業者に関しては、プロポーザルによる公募を行った上で採択をしております。その際には、空き

家等所有者への支援の実施体制を構築するとともに、事業者が自ら空き家調査などの実施をする

ことで、空き家・空き地所有者を効果的に把握すると。その把握した所有者への支援ですとか、

活用の意向を確認した上で、支援につなげる掘り起こし機能の強化というところに特に期待をし

てプロポーザルを実施いたしました。結果、プロポーザルの結果、採択した事業者さんに関して

は、都市計画及びまちづくりコンサルタント会社で構成される共同企業体を採択するに至ってお

ります。 

○分科員（川内清尚） 事業者の提案内容についてちょっと興味があるんです、関心があるんです

けど、事業者からどのような提案があったのか。いろいろあると思うんですけど、提案があった

のか。それからまた、この事業者を選定した理由といいますか、それをお聞きしたいと思います

し、契約からもう数か月がたっているんですが、実績があればお聞きしたいと思います。 

○片野建築住宅局副局長 採択された事業者の提案ですけれども、まず１つには、まちづくりコン

サルタントなどの地域に根づいた活動をされている方、長年従事されている方を隊員といたしま

して、その隊員の皆さん方の独自のネットワークを使った掘り起こしを行うこと。あるいは、２

つ目には、空き家の発生のきっかけとなる所有者の、例えば、要介護化ですとか、亡くなったよ

うなタイミングには頼ることになるような医療介護、あるいは、片づけ支援とか、葬儀事業者、

そういった方々へあらかじめ連携をしておきまして、そんなことがあったら、空き家おこし協力

隊を紹介していただいたら結構ですよというようなアプローチをすることによる掘り起こしを行

うですとか、３つ目には、地域ケア会議のような場を活用して掘り起こしを広げていくと、そう

いった内容の提案をいただきまして、その辺りを評価したものでございます。 

  支援の実施体制については、専門家である司法書士ですとか税理士などの士業の方々をアドバ

イザーとして、情報共有を行いながら進める方法を提案していただいたものでもございます。 

  選定理由としては、地域との信頼関係があり、安心して進められるということや、医療介護関

係との連携といったことが具体的に期待できるということ、あるいは、地域に根づいたまちづく

りコンサルタントとして掘り起こしがスムーズにできることというものを評価させていただきま

した。 

  実績につきましてですけれども、委託先の運営事務局に直接空き家おこしの依頼があったよう

な新規対応案件としては、10件以上の物件に現在対応中であるというふうに聞いております。ま

た、それ以外にも各隊員の方が掘り起こしを行った案件ですとか、令和５年度からの継続案件に

ついて対応しております。現在、それらの中から活用に至ったという点についてはまだ残念なが

らないんですけれども、活用に近づいているというふうな案件があるとも報告いただいておりま

すので、空き家が抱えるような課題を解決するために、一定期間、時間がかかるものというのは

当然の前提かと思っております。今後の展開に期待をしながら注視をしてまいりたいというふう

に考えております。 

○分科員（川内清尚） 活用に至っていない―― 諦めずに、これに関しては一定の時間はかかると

思いますのでね、ぜひまたその辺のところは継続してお願いしたいなと思います。 

  一番最初に申しましたけど、やはりこの空き家の問題については、なかなかすぐに結論が出る

問題、課題でもございませんし、また、長期間にわたって継続しての取組が必要かなと思います

し、一番大事なことはやはりその所有者に対して、やはりきちっと意識づけをしていただく、そ

ういった仕掛けづくりというんですか、その辺の取組もぜひお願いを申しまして、質問を終わり
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ます。 

○主査（ながさわ淳一） 次に、河南委員、発言席へどうぞ。 

○分科員（河南忠和） 自由民主党の河南忠和でございます。我々からは、上畠委員とともに質疑

をさせていただきます。よろしくお願いいたします。一問一答でお願いいたします。 

  まず、マンションの適正管理の促進についてお伺いいたします。 

  現在、タワーマンションと地域社会の関わりのあり方に関する有識者会議が開催されています。

目的は、市内タワーマンションの特性を分析し、課題・リスクの洗い出しを行うとともに、将来

的に見込まれる行政コストとその負担の在り方についての検討と理解しています。この会議資料

の中で、マンション管理に関する課題として、修繕積立金の積立方式や、区分所有者間の合意形

成が挙げられておりますが、これらはタワーマンションに限ったものでないと思われます。本市

では、マンション管理の適正化をより一層促進するために、令和３年３月より、マンションの管

理状況の届出・情報開示制度が開始されております。届出によりマンションの管理状況を把握す

ることが重要と考えますが、現在、届出率については、タワーマンションに限ると４割程度であ

る一方、マンション全体で見ると２割程度となっています。タワーマンションというよりも、む

しろマンション全体について、まずは、届出率を上げて取組を行うなど、マンション全体の実態

把握を優先して、管理の適正化の支援に取り組むべきと考えますが、御見解をお伺いいたします。 

○根岸建築住宅局長 マンション管理について答弁させていただきます。 

  御指摘にありましたように、タワーマンションと地域社会との関わりのあり方に関する有識者

会議につきましては、市内のタワーマンションの特性を分析し、課題・リスクの洗い出しを行う

とともに、将来的に見込まれる行政コストとその負担の在り方について検討を行うことを目的に、

これまでに、令和６年５月と７月に開催され、タワーマンションにおけるマンション管理の課題

に関する意見も出されているところでございます。 

  これらの課題につきましては、タワーマンション特有のものもございますけども、委員御指摘

のとおり、修繕積立金ですとか、区分所有者間の合意形成については、タワーマンションに限っ

たものではなく、マンション全般の問題が多く含まれているというふうに考えております。 

  神戸市におきましては、マンション管理の適正化を促進するために、令和３年３月よりマンシ

ョンの管理状況の届出・情報開示制度を開始しております。また、それと並行しまして、令和５

年度から５か年計画で、市内に所在する築35年以上の高経年マンションを対象に外観調査を実施

し、管理不全兆候のあるマンションの早期把握の取組を始めたところでございます。 

  これまで届出率向上のための取組としましては、市内マンションの3,800の管理組合に対して、

ダイレクトメールですとか、セミナー等での制度の御案内、マンション管理業協会等の業界団体

を通じた管理会社に対する制度周知・届出依頼を実施してまいりました。また、令和６年度より、

管理会社が管理組合に制度を周知・届出が提出された場合には、管理会社への支援というのも実

施をしてきたところでございます。令和６年度に入りまして、87組増加いたしまして、８月末現

在では、届出数が786組合、届出率約21％となったところでございます。 

  今後も届出数向上につながる取組として、届出制度をテーマとした専門家派遣の実施、届出書

作成の支援、届出を要件とした支援制度の運用などを行い、市内マンション全体の管理状況を把

握することで管理の適正化を促進してまいりたいと考えております。 

○分科員（河南忠和） この質問をするに当たって、私もマンション住まいなんですが、この届

出・情報開示制度に沿ってマンション出てるかなと思って調べたんですけど、残念ながら出てま
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せんでして、もう８割のほうに入ってるのかなと思っていました。 

  ただこれ、やっぱり周知が足らないんじゃないかなと思うんですね。管理組合にしても、理事

長の方がどれだけこの問題に関して御興味を持ってるか、認識を持ってるかということが１点と、

恐らくですが、その管理組合が使っているマンションの清掃とか、そういったところをする会社

ございますけれども、そういったところの担当者もころころ変わってしまうので、うまく理事会

とかに、管理組合の理事会とかでサポートできてないんじゃないかと思いますので、理事長さん

にもそうですけども、やはりそういった会社にもしっかり周知していただいて、やっていただき

たいと思っています。 

  また、今、修繕積立金積立方式、区分所有者の合意形成に関して支援が必要だと思いますが、

ほかに何かお考えになっていること、御見解をお伺いいたします。 

○根岸建築住宅局長 本市では、タワーマンションに限らず分譲マンション全般に対して、これま

でも各マンションの課題に応じた支援というのを行ってきているところでございます。例えば、

日常のお困り事につきましては、すまいるネットにおきまして、マンション管理士による専用相

談窓口で対応しており、令和５年度は1,226件の相談が寄せられております。また、マンション

管理の基本的な内容から勉強したい方に対しましては、基礎セミナーの開催ですとか、適正管理

に資する幅広い情報を盛り込んだ全６巻から成るパンフレットの作成・公開、あと、マンション

管理士による講座の実施など、管理組合自身で知識を深めながら主体的に取り組んでいけるよう

支援をしているところでございます。また、管理組合が取組を進める中で、合意形成や組合運営

など個別具体の内容で悩まれた際には、専門家を派遣してアドバイスを行っているところでござ

います。また、必要に応じて、劣化診断補助、長期修繕計画作成費補助など、マンションの状況

に合わせて支援を行っております。 

  また今後も、管理状況の届出制度ですとか、外観調査等によりまして、管理状況の把握に努め、

管理組合のニーズに沿った支援制度を実施していけるよう取り組んでまいりたいと考えておりま

す。 

○分科員（河南忠和） 今の局長の御答弁だと、お困りになったら、そういう体制をバックアップ

してますということなんですが、困ってしまったときには、もう既に時遅しのことが多いと思う

んですね。やはりこれはマンションが建ち上がった段階から、常にやはりこういった問題があり

ますということを周知しておかないと、なかなかそういった本当に必要なときには、なかなか力

になりづらいということがありますので、まず周知というか、こういった管理というのは本当大

切なんだということを管理組合、そして住人に周知いただきたいと思います。 

  今御答弁いただいたのは、一般のマンション全体のことだと思いますが、次に、タワーマンシ

ョンの実態把握ということでお伺いをいたします。 

  タワーマンションについては、具体的に将来どのような問題が発生するのか、適切に事態を把

握して分析すべきだと考えます。会議資料の中におきましても、ヒアリング調査等により、市内

のタワーマンションが抱える課題の把握が必要とあります。これに対して、現在どのようなこと

に取り組んでいるのかお伺いいたします。 

○根岸建築住宅局長 マンションにつきましては、戸建住宅に比べて規模が大きく、その管理状況

が周辺地域に与える影響も大きいということから、適正管理を推進することは、公共性・公益性

の観点からも重要であるというふうに考えております。 

  仮に、タワーマンションが管理不全を起こした場合、一般のマンションより影響がさらに大き
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いものというふうに考えられますので、現在、タワーマンションの管理状況等の実態を把握する

ための調査を行っておりまして、基礎情報の整理、アンケート調査、ヒアリング調査を進めてい

るところでございます。令和６年度中には、市内分譲タワーマンションの現状や課題を分析し、

取りまとめたいというふうに考えております。 

  今後、調査の結果を踏まえ、タワーマンションに特化した施策が必要なのかも含めて中長期的

な視点も入れて検討していきたいというふうに考えております。 

○分科員（河南忠和） 今、調査されてるという御答弁だったんですが、調査に回答しないところ

があるかもしれませんので、それはもう市の職員なり行政機関のほうから、もう本当に大切なこ

となので、ぜひお考えを聞かせてほしいということは、100％に近くなるように努力していただ

きたいなと思っています。 

  私このことをお伺いする前に、国土交通省がこの８月10日に出されました今後のマンション政

策のあり方に関する検討会というのがあって、その取りまとめというのを拝読しておりました。

やはりこの中に、今のマンション問題の多くがもう入っていると思うんですね。マンションが大

型になればなるほど、地域との関わりも少なくなっていくという問題があって、そういった理由

の１つが、また市長がこの都心部でマンションを―― 高層タワーマンションに関して規制をかけ

ようという原因の、理由のお一つなのかなと思ったりもします。 

  そういった問題、避けて通れないわけで、もう建ってしまってるところは幾らでもあるわけで、

その中でもやはりキーワードになるのは防災かなと思います。防災を管理規約に位置づける計画

というか自治体もあるようでございます。堺市においては、防災アクションプランというのをこ

の管理規約に位置づけているというのが条件になってるようですし、また、東京都に多いんです

が、管理計画認定基準に自治会との関わりを明記すると、定めているというようなこともあるよ

うでございます。やはり防災とか、地域とのコミュニティーとの関わりというのは大変重要だし、

それが一番の切り口になるのかなと思いますので、あわせて、そのところをしっかりとこの今回

やられてる調査をもって進めていただきたいと思いますので、要望とさせていただきます。 

  続きまして、ちょっと順番変わるんですが、検査済証のないビルの増築・用途変更等の進め方

についてお伺いをいたします。 

  平成10年に建築基準法の改正により、建築確認検査の民間開放及び中間検査制度の導入等が措

置され、国や地方公共団体において、中間検査・完了検査の的確な実施を推進したことから、国

から金融機関に対して、新築の建築物向け融資における検査済証の活用による建築基準法関連規

定遵守の協力要請なども行われたことによって、検査済証の取得率は改善されてきたと聞いてお

ります。検査済証が存在する建築物であれば、少なくとも完了検査時点では、建築基準法関連法

規に適合していたことが明らかになります。しかし、検査済証のない建築物は、完了検査を受け

なかったこと自体が問題であったとは言えますが、検査済証がないことだけで排除してしまうと、

既存ストック建築の有効活用が進んでいかないと考えます。検査済証のないビルが増築・用途変

更等を行う場合には、法適合性の確認が必要であることは承知しますが、そのための相談、審

査・検査がスムーズとは言えないとの声も聞いております。大阪市と比べて相談から大変時間が

かかるとも聞いております。 

  本市では、既存ストックを有効に活用していこうとする視点を持って、増築等の相談、審査・

検査に取り組んでいるのか御見解をお伺いいたします。 

○田中建築住宅局建築指導部長 神戸市におきましては、平成10年の建築基準法改正に伴いまして、
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建築確認検査の民間開放が導入されました。制度導入の目的の１つが、中間検査・完了検査の確

実な実施を、特に力を入れて推進してまいりました。平成10年時点での完了検査率というのが4

4％でございましたが、令和３年度は98％と、これは大幅に改善してきてございます。 

  一方で、その当時、完了検査を受けていないというような建物は、委員御指摘のとおり、既存

で検査済証がない建築物というのが多数存在しているということも確かでございます。 

  既存建築物の活用につきましては、検査済証がないというだけで、その後の用途変更とか増築

等ができないということは、これは理不尽かなというふうに考えておりまして、神戸市におきま

しては、既存建築物が、当時、建てた当時の法律であるとか、例規に適合しているかどうかとい

うことが確認できれば活用可能であるというふうに取り扱ってございます。 

  具体的には、建築士の方に既存建築物を調査していただき、建築当時の法令・例規についての

適法性を確認してもらうことになります。このことは、神戸市に、今回、確認申請をされる場合

だけではなく、指定確認検査機関に確認申請を出される場合も同様でございます。調査に当たり

ましては、建築当初の図書が所有者さんがお持ちかどうかということであるとか、今回、増築と

か用途変更とかで、どんな計画にされるのかという計画内容等によるところが大きいと考えてお

りまして、事例で出していただきました大阪府とか大阪市とは異なる取扱いというのは特に定め

てないという状況でございます。 

  いずれにしましても、空き家対策というのが市政の一丁目一番地としている神戸市としまして

は、特に空き家にならないよう、既存ストックの有効活用という観点は非常に重要であるという

ふうに考えてございます。既存ストックの有効活用が円滑に進むよう、委員が事例として挙げて

いただきました大阪府とか大阪市など他都市の事例を一度調査して、どういう対応をされている

のかというのはちょっと調べてみたいというふうに考えてございます。また、必要に応じて指定

確認検査機関とか、設計者団体には情報提供を行ってまいりたいというふうに考えております。 

  以上でございます。 

○分科員（河南忠和） 私が聞いているのとちょっと違うようなところもあったんで、確認でちょ

っとお伺いしたいんですが、大阪府と大阪市では、既存建築物の増築等における法適合性の確認

取扱要領及び同解説に基づいて、調査者に調査させて受理しているとお聞きしてます。神戸市で

はまずどうなってるのかお伺いいたします。 

○田中建築住宅局建築指導部長 既存建築物の法適合性の確認ということでございますが、委員御

指摘のとおり、大阪府・大阪市では、大阪府をはじめとした府内の特定行政庁―― 大きな市でご

ざいますが―― で構成する大阪府内建築行政連絡協議会で作成した既存建築物の増築等における

法適合性の確認取扱要領に基づいて、建築士に調査させて、結果を大阪府に提出してもらって、

内容を確認するというふうに聞いております。 

  神戸市では、大阪府のような要領を定めているわけではございませんが、必要に応じて、この

取扱要領というのは非常によくできた資料でございますので、大阪府の要領とか、また別途、国

土交通省が出しております検査済証のない建築物に係る指定確認検査機関を活用した建築基準法

適合状況調査のためのガイドラインというのがありまして、これなどを参考にしてもらって、個

別に相談しながら対応している状況でございます。 

  また、神戸市では、既存建築物の調査とその後の増築とか用途変更等の手続をスムーズにする

という観点から、まず、その調査を神戸市とかに出してもらうだけではなくて、指定確認検査機

関で法適合を確認してもらうことも可能ですよという取扱いをしておりまして、相談に来られた
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設計者にはそのように伝えているところでございます。 

  以上でございます。 

○分科員（河南忠和） このガイドライン、おっしゃられたガイドラインがあって、これは地方自

治体にある程度方向性を任されてるのかなと思ってまして、大阪府・大阪市ではこういった要領、

同解説があるので、現実に対応される建築士さんが、それを見て、調査者として対応できるとい

うのを聞いております。 

  一方で、神戸市では、こういったのがないので、いろんな行ったり来たりを繰り返してしまう

と、要は期間が長くなってしまうというのもお聞きしてます。 

  私は、やはりこういった指針となる要領や同解説みたいなものがきちんと神戸市にあれば、そ

れに基づいて調査者の人が検討できると思うんですが、こういったものをつくるというお考えは

まずあるのか、お伺いをいたします。 

○田中建築住宅局建築指導部長 実態としましては、その個別の事情によって非常に変わってくる

ということもございまして、個別にそれぞれ対応させていただいてるということでもございます。 

  それと、また大阪府でつくっておられるそういう解説とか要領というのも、これ直接使いなさ

いとは言いにくいんですけど、これを参考にしてもらって、同様のものを出してもらったら結構

ですというふうに取り扱ってございますので、今のところ特に神戸市でそれと同じようなものを

つくるという考えはございませんが、その辺も含めてちょっと検討していきたいというふうに考

えております。 

○分科員（河南忠和） ぜひつくっていただきたいですね。そういった審議会というか、そういっ

た場をつくって、現実的にこれは既存の法令の以前のものだけど、当時の法令に基づいてやられ

るということはお聞きしましたけれども、やはりこういうのがあるのとないのと、役所とまた行

ったり来たりを繰り返してしまうと、それに伴ってやっぱり神戸の既存にある建物のストックが

非常に難しいというようなイメージがついてしまいますので、ぜひ指針というか、こういった要

領、解説のようなものを検討していただきたいと思います。 

  いずれにしましても、既存ストックを有効に活用していこうということは御答弁の中にあった

と思いますので、ぜひ、審査・検査が円滑にいきますように、こういった確認取扱要領及び解説

のようなものをぜひ検討していただくとともに、また、民間の指定確認検査機関とも連携してい

ただいて取り組んでいただきたいと思います。要望とさせていただきます。 

  続きまして、ＤＸの推進に関してお伺いいたします。 

  既存施設の老朽化に伴う大規模な改修工事に加え、駅前空間における公共施設整備関連工事な

どの増加が見込まれる中、工事に伴い発生する膨大な業務量の設計・積算・工事監理業務を適切

かつ効率的に推進するために、ＤＸの推進が必要と考えます。公共建築物の積算業務においては、

令和３年度にＵｒｂａｎ Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ ＫＯＢＥを活用し、建築工事の積算業務のチ

ェック作業を自動化するシステムを開発され、令和５年度からは本格運用を開始しているとお聞

きします。 

  システムの開発費や維持管理費をどのようにすれば下げられるのかを考えると、このシステム

が他都市にも普及すれば、本市におけるシステムの開発費や維持管理費が下げられるものなのか。

まずはこのシステムの他都市への普及状況と合わせて開発費や維持管理費についてお伺いをいた

します。 

○小川建築住宅局副局長 積算チェックシステムについてお答えさせていただきます。 
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  積算業務でございますけれども、工事の入札予定価格を算出する重要な作業でございます。こ

の作業につきましては、高度の専門知識が必要でございまして、さらに確認する内容も多岐にわ

たり、作業量が膨大でございまして、これまでは複数の職員が丹念にチェックを行ってきたとこ

ろでございます。 

  御指摘いただきましたとおり、業務の効率化と可能な限り人為的なミスをなくすことを目的と

いたしまして、令和３年度にＵｒｂａｎ Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ ＫＯＢＥを活用し、規則性の

ある積算項目などについては、自動で正誤のチェックができるシステムの開発を行い、令和５年

度より本格運用を開始しているところでございます。 

  なお、これまでに開発に要した費用につきましては、３年間のトータルで約500万円、維持管

理につきましては年間100万円程度かかっているのが現状でございます。 

  他都市への展開ということでございますけれども、共同開発いたしました企業によりますと、

現在は、横浜市ですとか川崎市などでも同様のシステム開発に着手しているとお聞きしておりま

して、徐々にではございますけれども、都市への広がりが見られてきた状況にございます。 

  ただ、自治体によりまして積算の基準などに多少の違いがあるということから、それぞれの自

治体のニーズに合わせて、独自のチェック機能の付加を進めていくとも聞いておりまして、現時

点におきましては、普及により開発費等が抑えられていくとは一概には言えない段階でございま

す。 

○分科員（河南忠和） 積算の基準が若干違うということなんですけども、逆にそれを見越して、

何ていうんですか、民間的な立場で言えば、いっぱいこれが広がれば、当然、固定費が下がって

くるんじゃないかなと思うんですけども、多少の積算の考え方というのは、それは行政単位によ

って違うというのは理解できるんですが、それを神戸市の周りの市町村、あるいは同程度の規模

の政令市なりに働きかけて、意見交換会を実施するなどして、課題解決を図る共同開発につなが

るような動きがあればいいなと思いますが、この辺に関して御見解をお伺いいたします。 

○小川建築住宅局副局長 御指摘いただきましたように、当初、開発を協働で行った企業とのお話

の中では、他都市に全く展開が期待できないような独自システムの開発であればやはり採算性を

踏まえて開発費用を高額にするということも考えられるんでしょうけれども、この業務につきま

しては、どこの自治体も悩みを抱えている積算に関するチェックシステムでございますので、他

都市に同様に波及効果を期待できるということで、当初の開発費用については比較的安価に開発

に取り組んでいただいたものと考えております。 

  さらに、開発に当たっては、多くのデータの収集でありますとか、エラーをチェックする条件

の検討、それから、試行運用に係る作業などが必要でございますけれども、神戸市がＵｒｂａｎ

 Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ ＫＯＢＥの枠組みの中で、市も全面的に協力して、お互いにメリット

のある中で開発を進めてまいりましたので、今回のケースで言えば、開発、維持管理費とも抑え

た形で実現できているものと考えております。 

  他都市と共通の課題をということでございますけれども、政令市ですとか、近畿圏の自治体と

の営繕業務に関する会議の場におきましても、業務の効率化というようなことが常々課題になっ

ております。その中で、積算の違算防止チェックシステムについても、本市での導入をきっかけ

に少しずつ他都市への展開が広がりつつあるということは申し上げたとおりでございまして、今

後とも他都市との情報交換を行いながら、様々な課題に対応する効果的・効率的なシステムにつ

いて継続的に検討してまいりたいと考えております。 
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  また、積算チェックアプリに限らず、どのようなＤＸが効果的で求められているのか。あるい

は、行政のみならず事業者の声も聞きながら、建設業界全体に寄与するような事業効率化に努め

てまいりたいと考えております。 

○分科員（河南忠和） ぜひやっていただきたいと思いますし、また、その中心にやっぱり神戸市

がリードするというのが、やはり我々としては本当にうれしいことでありますので、ぜひ、近隣、

あるいは政令市の中でぜひＤＸ化を進めていただきたいと思います。 

  あと、ちょっと時間が少ないんですが、緊急輸送道路沿いの建築物の耐震化についてお伺いい

たします。 

  能登半島地震では、主要道路の寸断により救助や支援が阻まれました。このことからも、緊急

輸送道路沿いの建築物の耐震化促進は非常に重要な課題と考えます。緊急輸送道路に影響を及ぼ

す建物は約1,000棟あると聞いておりますが、どのような建築物を対象としているのか。まずは

耐震性があるのかどうか、診断を促す必要があると考えます。２月補正予算では、所有者に対し

管理状況や耐震化の意向、課題などを把握するための意向調査、支援制度の啓発を行うなど、積

極的な対応を図っていくと聞いておりますが、現状どうなのか、現時点で把握している課題があ

ればお伺いいたします。あと２分なので、簡明によろしくお願いいたします。 

○田中建築住宅局建築指導部長 まず、対象なんですけれども、緊急輸送道路沿道にある建物とい

うことと、プラス、建築物が倒れたときに前面道路の幅員の半分を塞ぐような高さの建物で、か

つ旧耐震、昭和56年５月31日以前に建築された建築物というのが対象になっております。 

  これまでホームページとかで補助制度について御案内させてもらいましたが、今回、補正予算

では、緊急輸送道路沿道のまずマンションについては、意向調査のアンケートとか、補助制度の

案内等の啓発資料を既に送付させていただいております。これ以外の、マンション以外の建築物

について、まず所有者がちょっと特定できていなかったということなので、所有者を特定するた

めに登記情報とかを基に所有者の情報を特定している状況でございます。特定次第、意向調査を

行う予定でございます。 

  調べてみて、課題なんですけれども、所有者調査を行っていたところ、マンション以外の建築

物については、当初は所有関係というのは単純なのかなというふうに考えておりましたが、意外

と複雑な所有者関係がありまして、送付先の特定が難しい建築物があることが課題として分かっ

ておりますが、まず、ただ特定した所有者のうち、単独、簡単な所有者ということにつきまして

は、先行してアプローチしていきたいというふうに考えております。まずは、補助制度の周知と

意向調査を行いたいというふうに考えております。 

○分科員（河南忠和） さっきのマンションの調査じゃありませんけども、ぜひ、それが少しでも

調査の内容が100％近くなるように努力していただきたいと思います。要望でございます。 

  以上でございます。ありがとうございました。 

○主査（ながさわ淳一） 次に、上畠委員、発言席へどうぞ。 

○分科員（上畠寛弘） では、よろしくお願いいたします。 

  では、市営住宅の在り方について質疑をさせていただきます。 

  この在り方については、予算委員会においても取り上げさせていただいておりますが、そのと

きに指摘させていただいた観点も踏まえて質疑をさせていただきたいと思いますが、公営住宅の

賃貸における外国人の取扱いについて、これも以前取り上げさせていただきました。本件につい

ては、永住者だけではなく、現在は中長期ビザを持った在留許可を得ている外国人についても、
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市営住宅を供給、提供するようにというふうになっているということは以前も聞いてございます

けども、これはもう永住者だけではなく中長期ビザ、つまり留学生とかそういった辺りも含まれ

ると思うんですけども、この点について、これは神戸市独自というよりも国土交通省の通知によ

るものということで改めて確認させていただいてよろしいですか。 

○根岸建築住宅局長 御指摘いただきましたように、国土交通省からの通知によりまして、永住者

について認めるとともに、その他外国人についても、地域実情を勘案の上、可能な限り地域住民

と同様に入居資格を認めるものというふうに扱いなさいというふうにいただいておりますので、

我々としてはそのように扱わせていただいているところでございます。 

○分科員（上畠寛弘） 前にも聞きましたけど、地域の事情に鑑みてというのは、これはどうなん

でしょう。もともとこれ外国人の方に関しては、あえて、本来なら日本人のために提供されてい

たものですけども、そういった通達・通知がございまして、外国人にも供給するようにというふ

うになったところであると。実際に日本人でも入れてない方というのは、神戸市民の方、東灘区

民の方、私にもすごい相談が来るわけですよね。つまりは、日本人でも入れていない方がある。

だけれども、同等に外国人の方に提供するというのは、この地域の事情に鑑みて、ここの解釈に

関しては、これは十分、神戸市東灘区、様々な場においても提供されていないというのは、まさ

に地元の実情としては、地域の事情に鑑みてに該当するんじゃないかというふうにあのときも聞

いていたんですけども、ここの辺りの解釈って、結局、国はどう言ってたかという、この辺は今

持ってます。どうでしょう。 

○根岸建築住宅局長 我々も問合せのほうはさせていただいたところではございますけども、具体

的にどう取り扱うかについては特段定めてないという回答でした。 

  我々としては、入居資格があるという以上、不平等な取扱いはできないというふうに扱わせて

いただいているところでございます。 

○分科員（上畠寛弘） 国のこの曖昧な通知のせいで、地域の事情を鑑みてって結局何やねん――

 特に決めてません。特に決めてないけども、外国人と日本人、同等に取り扱いなさいよと。ま

してや、永住権者だけじゃなく中長期ビザ、中長期って中期も入るわけですよね。中期ってこれ

留学も入るわけで、この中期ってどれぐらいかといったら、３か月以上の在留の見込みのある者、

これ留学ビザもあるんだけれども、そういった意味では留学ビザとかも含めた入居が可能である

ということの、これでよろしいですか。今の実態としては。 

○根岸建築住宅局長 基本的には御指摘のとおりと考えております。ただ、神戸市の市営住宅の場

合ですけども、今の留学生の方とかですと、目的外で入っていただいてるケースはございますけ

ども、一般的に単身世帯であれば、60までになっておりますので、なかなかお一人であれば申し

込んでいただくのは難しいのかなというふうには考えております。 

○分科員（上畠寛弘） 私としては、この地域の事情に鑑みてというのは、まさに日本人で入れな

い人もいるのに、それで中長期ビザの外国人まで許可して入れてるというような、そういうふう

な通知・通達というのは、本来なら理解できないところであるかなというところは考えていると

ころでありますが、これ国の通知が原因でございますから、神戸市だけに言ったってしようがな

いところでありますので、引き続き国のほうにも問い合わせたり、質問主意書等を出していただ

こうと思いますが、国会議員に。 

  そういう意味で市営住宅の在り方として、逆にあり余ってるわけでもないんですよね。私が言

っていますとおり、東灘区、これ何度も言っておりますし、会派の要望にも入れておりますけど
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も、東灘区の本山南町、田中町、向洋町中をはじめとする好立地にある市営住宅、この好立地に

ある市営住宅については、供給過多の実態も鑑みて、縮小・廃止を進めるべきであるということ

は、これ何度も申させていただいております。 

  マネジメント計画では、建設年度の古いものから縮小・廃止を進めているところでございます

が、市営住宅について、築浅の市営住宅については、まだ活用しなくてはならないということは

あるものの、その市営住宅自体も市営住宅として使う以外の方法もあるのではないかというふう

に思います。 

  他都市の事例になりますが、京都市では市営住宅の空き住戸を、民間事業者の資金とノウハウ

で改修して若者・子育て世帯向けに手頃な家賃で賃貸する京都市若者・子育て応援住宅を令和５

年度から始めていると。若年・子育て世帯を市内で受け止める非常によい取組であるとも思いま

すが、京都市がどのような仕組みで進めているのかも調べて、神戸市であればどのように進めて

いけるのか、この点について検討していただきたいと思いますが、見解をお伺いしたいと思いま

す。 

○根岸建築住宅局長 市営住宅のマネジメント計画では、良好な市営住宅ストックの形成、将来の

財政負担等を踏まえた管理戸数の円滑な縮減を基本方針として、昭和55年以前の建物でエレベー

ターのない建物36住宅を対象に廃止や改修による再編を進めているところであります。 

  加えて、将来再編予定団地についても募集停止を行い、空き住戸を期限付で活用するとともに、

市街地や駅前に立地している住宅の空き住戸は、人口減少対策に資するよう転活用を図ることと

しているところでございます。 

  御指摘のとおり、市営住宅において募集しても入居がつかないなど活用し切れてない空き住戸

があることから、市営住宅の本来の役割に支障のない範囲で、国の承認を得た上で、学生向け住

宅や社宅、新規就農者向け住宅など、目的外使用をすることで有効活用に取り組んでいるところ

であります。 

  このような中で、国のこども未来戦略を踏まえ、子育て世帯が子供を産み育てやすい住まいの

確保を推進する観点から、本来の入居者の入居が阻害されない範囲内ではございますけども、若

年夫婦・子育て世帯向けに目的外使用を行う子育て対応活用の取扱いが定められ、若年・子育て

世帯向けに活用しやすくなっているという状況がございます。 

  御指摘のありました京都市の事例ですけども、市営住宅の空き家を民間事業者の資金とノウハ

ウを活用して、子育て世帯向けにリノベーションし、周辺相場より手頃な家賃の民間賃貸住宅と

して10年程度活用する全国初の取組というふうに承知をしておるところでございます。実際に現

地のほうも視察のほうに行っておりますけども、京都市や事業者にヒアリングを行ったところ、

事業者の参入も好調で、民間のノウハウでリーズナブルな賃貸住宅として広報することによりま

して、子育て世帯にも好評であるというふうに伺っております。また、高齢化の進んだ市営住宅

で若年・子育て世代がそこに入るということは、コミュニティー活性化の観点からも有効である

というふうに考えて、今後も継続する意向というふうに聞いてございます。 

  神戸市の取組でございますが、規模や立地など、この取組に適した住戸が確保できるかどうか

というような検討が必要ではございますけども、立地のよい市営住宅の住戸を活用することによ

って、好立地エリアで不足している子育て向け民間賃貸住宅の確保につながることは、非常に有

効であるというふうに考えておりますので、実施に向けて検討してまいりたいというふうに考え

ております。 
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○分科員（上畠寛弘） ありがとうございます。ぜひこれ実現をしていただきたいなというふうに

思います。 

  そんな中でもいろいろその活用していただきたい市営住宅候補、私申しましたとおり、東灘区

内にもございますけれども、神戸市では修繕が高額なため活用し切れていない空き住戸があると

いうことも聞いてございます。これはどのぐらいあるのかということと、若年・子育て世帯の住

宅ニーズが高いエリアを中心に、子育てに適した規模の空き住戸を民間賃貸住宅として活用して

いってはいかがかというふうに思いますが、この点に関してはいかがでしょうか。 

○根岸建築住宅局長 高額修繕住戸についてのお問合せでございます。 

  市営住宅の空き住戸のうち、前入居者の入居期間が長い場合ですとか、傷みが激しいものが確

かにございます。修繕が大規模で高額となるために活用し切れていないものというのが一定数ご

ざいまして、今現在では約240戸程度となってございます。 

  その中で若年・子育ての賃貸住宅ニーズが高いエリアを中心に、子育てに適した規模の住宅を

選定し、活用に向けた事業者ニーズも把握しながら、先ほどの検討を具体的に進めていきたいと

いうふうに考えております。 

○分科員（上畠寛弘） 分かりました。募集停止を行っている将来再編予定の住宅についてでござ

いますが、こちらも期限を厳密に切った空き住戸の活用を進めているというふうに聞いてござい

ます。どの程度募集してこれは入居をしているのか、期限付入居での活用もしっかりとこれ進め

ていっていただきたいですし、この点についても、若年・子育て世帯向けということを考えてい

ただいて、民間賃貸住宅としても活用していってもよいのではないかというふうに思うところで

ありますが、活用できる期限があることから活用に当たっての課題があるのか、この点について

どのようにお考えか教えていただけますか。 

○根岸建築住宅局長 第３次マネジメント計画では、御説明させていただきましたように、令和13

年度以降の将来再編予定の住戸の空き家を、期限付で計画的に転活用していくこととしておりま

して、50歳未満の一般世帯を対象とした期限付入居ということで、これまで21戸募集をさせてい

ただいて９戸入居をいただいているという状況でございます。 

  この期限付入居につきましては、期限が満了した住宅というのが今のところございませんので、

具体的な課題というのが表面化していない状況ではございますけども、期限付での活用につきま

しては、期限までに引っ越し、返却いただく必要があるものの、好立地エリアで不足している子

育て向け民間賃貸住宅を確保できるという点で、住宅ニーズを補完できるものではないかという

ふうに考えております。 

  期限付でも、事業者のニーズがあるのかといったようなこともございますし、京都市の事例や

事業者へのヒアリングを進めながら、若年・子育て世帯向け住宅への活用に向けて検討してまい

りたいと思っております。 

○分科員（上畠寛弘） ありがとうございます。いろいろ私も見てみますと、おっしゃるようなこ

の活用ってほかの自治体も結構進めているところでありまして、実際これやっているに当たって、

この期限付も含めてですね、どうなんでしょう、実態として、そんな難しくもないというふうに

考えていらっしゃるのか、やっぱりこれで期限付だから期限過ぎてもいつまでもいるとか、子育

て世帯でそんな、なかなかそこまで変な人もいないとは思いますけど、中には期限を守らないと

いうような、そんな実態もあるみたいなことをネットでも見たりしたら出てくるんですけど、そ

のあたりは実際どうなのか、この辺についての把握とか、既にもう他都市におけるそういった課
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題とか実態は、もう大分聞いてらっしゃるのか、この辺についてはいかがですか。出口のところ

も含めて、せっかく期限付というんだから、皆さんに理解していただいて、ぜひ円滑に進めてい

ただきたいと思うからこそ聞いているところでありますが、この点の懸念はいかがでしょうか。 

○根岸建築住宅局長 先ほども申し上げましたように、今やってる期限付自体は満了して出ていた

だいた方っていうのがまだございませんので、ダイレクトに感じることができないところはあり

ますけども、いろいろな懸念というのは確かにあろうかと思います。入居者の方がきっちり移っ

ていただけるかというのと、事業者サイドのほうでその期限がどうなるかというのがございます

けども、先ほど御紹介いただきました京都市自体も、年数を限って今現在やられて、順調に動い

ているというようなところもありますので、あまり不安だけを先走ることなく、いろいろと検討

をさせていただいてやりたいと思っております。 

  あくまでも本来の入居者の入居を阻害しない範囲でというのがついておりますので、そのよう

な条件の下でどれだけ―― 先ほどの立地とか、広さとかですね、向いたものが確保できるかとい

うあたりが課題かなというふうに思っております。 

○分科員（上畠寛弘） 分かりました。ぜひこれはしていただきたいと思いますし、期待している

ところであるんですけども、この点について、これから新年度予算案も編成をしていかなくては

ならないところであり、いろいろ方針も考えていかなくてはならないということですけども、来

年度ぐらいにはそういっためど的なものも分かるんでしょうか。どうでしょう、期待してもよろ

しいですか。 

○根岸建築住宅局長 すみません、今の時期ですので、まだ予算も当然我々も上げてるような状況

ではございませんけども、我々としては、課題もございますので、すんなりとうまくいくかって

いうあたりはちょっとまだ見通せてはおりませんけども、実施に向けて具体の検討を進めていき

たいというふうに考えております。 

○分科員（上畠寛弘） これ財政面の観点からも有効であるというふうに思うんですね。だからこ

れ、決して建築住宅局だけの問題ではなく、行財政の観点からしても、そういった住居の利活用

をすることによって、実際にこの活用されるわけですし、実際この若年世帯が入っていただいて、

これがまた長年神戸に住んでいただければですね、それによって当然ながら住民税であり、そこ

に住んでいただくことによる経済活動ももちろんあるわけですから、この点については所管で言

うと別の委員会―― 私は総務財政委員会ではございますけども、やはり総務財政の立場からも、

これってやっぱり必要なところであるかなと思いますので、ぜひともこれ早いうちに実現はして

いただきたいなと思いますので、よろしくお願いいたします。 

  特に東灘区でお願いします。あのままだったら本当もったいないですよ。何でこんな好立地な

とこに置きっ放しで置いてあるのっていうふうに思いますし、だったら別のところに行っていた

だいて構いませんから、市営住宅もうもったいないです、本当に―― 無駄なので、そこはぜひ活

用していただきたいという声は東灘区民からも寄せられておりますので、よろしくお願いいたし

ます。 

  市営住宅の有効活用による地域貢献の観点でございます。市営住宅についてもこれ入居者だけ

じゃなく市民みんなが恩恵を受けられるような形になってもらいたいと思います。 

  前にも取り上げましたけども、ここうちの市営住宅やな、要は利用されてもらっても困るとか

ですね、地域への開放に関してネガティブなこと言う人いるんですけど、いや、あんたの持ち物

違うでと、これ神戸市民がお金出して造っている、血税によって造られているものなんだから、
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何を自分のものかのごとく偉そうに言うとんねんみたいな人もいます。そんなことないように、

やっぱり地域に役に立つ、地域にとってもこの市営住宅があってこれを利用できるっていうふう

な考え方っていうのも、ぜひ取り組んでいただきたいと思います 

  市営住宅の集会所の事例になりますけども、東灘区においてもですね、ＮＰＯ法人が青木南住

宅集会所を使って子ども図書館の運営であったりとか、餅つきやハロウィンなど地域のイベント

を開催してございます。地域団体の活動に市営住宅、これうまく活用されていると思いますし、

ここに関しては市営住宅のそういった管理している方々や、入居者の方々ともよい関係もできて

いて、地域からもこのイベントについて、本当に応援もしていただいているというところであり

ます。 

  地域に貢献していく中で、市営住宅はこれ本当に存在していっていただきたいというふうな、

これ当たり前のことなんですけども、そのような中で令和４年１月から入居者等による管理運営

が困難となってきている休止中の集会所を事業等の活動拠点として活用しながら、入居者等に代

わって管理運営する事業者等を公募し、地域コミュニティー活性化を図るモデル事業を行ってい

ると聞いてございます。令和５年度には東灘区では深江北第三住宅の集会所についても公募が行

われているところで、地域住民の居場所、生活支援、子育て支援など地域福祉に取り組むＮＰＯ

法人が新たな拠点探しを余儀なくされている中で、応募されて採択されたということも聞いてお

ります。 

  深江北第三住宅の集会所においては、今後どのような取組が行われていくのか、伺いたいと思

います。 

○片野建築住宅局副局長 そもそも集会所―― 市営住宅の集会所ですけれども、市営住宅の管理の

円滑な運営や市営住宅入居者及び地域住民相互の交流を図るための共同施設として設けられてい

るものでございまして、こうした利用目的を実現するために、本市では集会所管理運営の基本的

なルールを定め、入居者等で構成される集会所管理運営委員会が利用料金・利用時間等必要な事

項を定めて運用しているという実情がございます。 

  御紹介いただきました青木南集会所は、こうした環境の中でうまく地域との交流が図られてい

る、非常に好事例であるというふうに考えております。 

  ただ、現在市営住宅における高齢化が進んできていることや、入居者の地域活動に対する意

識・関心が低くなっているというようなことなどから、集会所の管理業務を行う者がいなくなる

と、その結果、鍵をもう指定管理者に返却されて休止集会所となっているようなケースも増えて

きておるというのが実情でございます。この状況を踏まえまして地域コミュニティーの活性化を

図ることを目的に、入居者等による管理運営が困難となっている休止集会所を事業者の活動拠点

として活用しながら、入居者に代わって管理運営をする事業者の募集をモデル事業として令和４

年１月からスタートしているところでございます。 

  御指摘いただきました深江北第三住宅集会所につきましては、令和５年11月に事業者の募集を

した集会所の１つでして、活用事業者として採択されましたのは、震災ボランティアから生まれ

た市民団体で、地域福祉に関する活動に取り組まれているＮＰＯ東灘地域助け合いネットワーク

でございます。深江北第三集会所における取組としましては、令和６年７月７日にオープニング

をいたしまして、この際の開所式―― オープニングイベントでは、当該団体を御紹介するほかに

参加者に音楽や体操で楽しんでいただいて、併せてバザーを開催するなどの取組をされたと。今

後もさらなる地域交流が期待されるものでございますし、つい先日、９月29日の日曜日には、バ
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ザー、相談会や食料支援活動を実施をいたしまして、市営住宅の入居者とか周辺住民の方から多

数参加をいただいて盛況であったというふうに聞いております。 

  今後、この集会所の活用につきましては、地域の活動ニーズを聞き取りをしたり、あるいは地

域との連携について関連団体と調整したりするなど、軌道に乗っていくまでにはもう少し時間を

要するものというふうに思われますけれども、来年度からはリサイクルバザーとかお茶会とか、

相談業務とか、あるいは子ども食堂といったことなどを少しずつ活動を広げていきたいという予

定も聞いておりますし、来月、再来月とも活動予定を立てて活動していかれるということも聞い

ておりますので、期待しつつ注視をしていきたいというふうに考えております。 

○分科員（上畠寛弘） ありがとうございます。ぜひ活用をもっと広げていっていただきたいと思

いますけども、今後、今どちらも東灘区の事例を取り上げさせていただきましたが、これ東灘区

内だけではなくて、こういった集会所って、これ全市的にも割とあるところであると思うんです

けども、これいい事例としてロールモデルにしていただいて、これぜひ展開をしていっていただ

きたいなというふうに思いますし、おっしゃられた子ども食堂であるとか、そういったこども家

庭局の所管にはなりますけども、やっぱり居場所づくりであるとか、後は学習支援ですね、特に

身近だと思います。やっぱり、集会所があれば近くに大体子供が遊べるような広い何か公園もあ

ったりとかですね、子供もそこだったら分かるというようなことがあったり、子供が別に―― そ

れこそ子ども食堂が必要な子っていうのは、実際にネグレクトされているお子さんもいらっしゃ

ったり、それこそ虐待を受けているお子さんもいらっしゃったりと、実際に親に一々許可を取る

云々かんぬんではなく、自らが能動的に行ける、行きやすい環境づくりという意味でも、そうい

う身近な存在にもなってくるかと思いますので、このあたり、子供に寄り添った観点から、ぜひ

取り組んでいただきたいと思います。 

  この点はこども家庭局との密な連携をお願いしたいと思いますので、食堂とともに学習支援の

ほうも含めてお考えいただきたいなというふうに思います。 

  令和５年度に関して、この点ですね、ぜひこれはやっていただきたいなというふうに思います

し、課題ですね―― この課題について、今後どのようにするかということと全市的な展開、これ

あり得るということでよろしいんですよね。どうでしょうか。 

○片野建築住宅局副局長 休止集会所に関しては、全市にありますので、同じようなそういう取組

はぜひ広げていきたいというふうに考えております。 

  また、令和５年度の実例で御紹介申し上げますと、東灘区以外にも例えば兵庫区では御指摘い

ただきましたような子供のための活動として、荒田住宅集会所に令和５年度８月募集で応募して

いただいて採択されましたＮＰＯこうべユースネット―― これが社会教育ですとか、青少年の育

成支援活動といったことを行っている団体ですけれども、その集会所で子供たちが気軽に集える

ような居場所づくりを中心に行っていこうとしているところです。 

  また、令和５年には11月にも募集をいたしまして兵庫区のルゼフィール中道住宅集会所では、

社会福祉法人報恩会がもともとルゼフィールの１・２階で特別養護老人ホームとか介護支援セン

ターをしている団体ではございますけれども、集会所でも茶話会とかおしゃべり、体操、ゲーム

などを行っていくというようなことで、参加をしていただいておりますし、垂水区の狩口で11月

に募集した狩口第二住宅集会所では、株式会社パパコーポレーションというところが採択をされ

まして、この団体は訪問看護ステーションを運営する団体でして、訪問看護以外にもオープンカ

フェとか相談会などを行うと。いずれも今始まったところですので、今後、活動が深まっていく
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ことを期待しながら、注視をしてまいりたいと思います。 

  一方で課題ですけれども、これはあくまで休止している集会所を使っていただくという前提で

すから、こちらから公募をしても応募がない場合がございます。あるいはここでやりたいという

ところが複数重なることもありまして、そういったところでは、いずれかの団体を採択するとい

ずれかは諦めていただかなきゃいけないということになります。また、ここでやりたいと言われ

てもその集会所を開けられないというようなところもございますので、そういったマッチングに

関して課題があるのかなというふうに考えておりますが、事前に社会福祉協議会ですとか、神戸

市老人福祉連盟等にこういうところでできそうですというような情報をお届けする等して、より

多くのニーズを掘り起こしてやっていきたいと考えています。 

  引き続き、休止集会所の状況を見ながら、あるいは事業者募集については継続していくんです

けれども、指定管理者のみならず、お話にもありましたとおり関係局とも情報共有、あるいは課

題の共有を図りながら、集会所の活用が地域で有益な役割を果たせるよう、取組を進めてまいり

たいと考えております。 

○分科員（上畠寛弘） ありがとうございます。ではですね、市営住宅の附帯施設のほうの有効活

用についてもお伺いしたいと思いますけども、市営住宅の中には店舗等の附帯施設が併設されて

いるところもございまして、これ条例により利用条件が定められているというふうに聞いており

ます。この附帯施設については利用されず、もうそのまま空室となっているものもあるようです

けど、どのぐらいあるのか、これ条例で今定められているということなので、条例改正を含めて

必要な手続を進めてですね、有効活用できるように取り組むべきというふうに考えますが、この

点についての見解をお伺いしたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○片野建築住宅局副局長 附帯施設ですけれども、市営住宅の附帯施設には店舗、作業所、倉庫な

どがございます。いずれも従前居住者向けに設置された施設でございまして、現状としましては

附帯施設トータルで480戸ございますが、空き戸数が164戸ということで、３分の１、34％程度が

空いているという状況でございます。 

  附帯施設につきましては、住宅地区改良法に基づいて造られたものが多く、住宅地区改良法の

前提から、これまでは条例に定められた従前居住者に向けて限定して地区内募集という形で、住

宅の募集と合わせて店舗等の募集についても行ってきたところでございますが、令和４年度末を

もって地区内募集は終了しているというところでございます。それ以降、関係部局とも協力ある

いは相談をいたしまして、福祉ですとか、地域活性化のための目的外利用等検討してまいりまし

たが、借手がなかなか見つからず、現在に至るまで活用に至っていないというような状況でござ

いました。 

  そのような状況から、今年度になりまして、利用条件の緩和に向けまして、国とも調整を行っ

てまいりました。空き施設の活用に向けて庁内で準備を進めていっているところでございます。

できるだけ活用したいという観点から、必要な調整が完了すれば、利用用途などを検討しながら、

幅広く利用者を公募して活用に向けて取り組んでまいりたいというふうに考えておるところです。 

○分科員（上畠寛弘） 条例改正ですから議会における審議もあるとは思いますけど、早期の必要

な調整を行っていただいて条例の御提案をいただきたいなと思いますし、この転活用をお願いし

たいというふうに思います。 

  まさにこれ、本当にあの神戸市民の財産でありますので、今、おおむねこの流れといたしまし

ては、建築住宅局の皆様方が中心となられて、この活用ということは、それは決して入居者のた
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めだけではなく、神戸市民全体の利益となるようにというふうに取り組まれているということは、

これ高く評価したいところでありますので、これは引き続き取り組んでいっていただきたいとい

うことと、言いましたとおり行財政局とか様々な各局との連携も必要になってくると思いますの

で、この点はよろしくお願いいたします。 

  冒頭申し上げました外国人の入居ですね―― 本当に中長期的な許可しかない方に対しての提供

っていうのは、これ原因は平成30年12月25日に国交省から出ている国住備第134号、国土交通省

住宅局住宅総合整備課長から各都道府県・政令市住宅主務部長宛てのこれが通知ですかね、公営

住宅への外国人の入居に関する取扱いっていうこの通知がまさに問題となっているところで、地

域の事情に鑑みてという点、これ何の定義もないというふうな回答が国土交通省の回答であった

というふうな、これいいかげんな回答であるなというふうには思うんですけども、そんな中でも

実際に地域の住民と同様に入居申込資格を認める取扱いとしていただきたいというふうに通知が、

国がわざわざ国土交通省様から来てたら、そらいやそんな無理ですなんて言えるわけがないです

よね。そこに枕言葉のように地域の事情に鑑みてみたいなことを入れていますけど、結局地域の

事情なんて何も考えてないわけですよ、国土交通省のこの内容からすれば。 

  本当にこれ市に丸投げして結局もう国の言うとおりにやれよと、通知ですよね、これは―― だ

から省令でも命令でも何でもないわけですよ。でも、そういうふうな解釈をさせるというところ、

この点について改善を求めていきたいなというふうに思いますし、やっぱり中期滞在の方までも

一緒に認めるというのはおかしいところであると思いますので、この声は国に届けていっていた

だきたいというふうに思いますので、よろしくお願いします。私もこれは取り組んでいきたいと

いうふうに思います。 

  以上でございます。ありがとうございました。 

○主査（ながさわ淳一） 委員の皆様に申し上げます。 

  午前中の審査はこの程度にとどめ、この際、暫時休憩いたします。 

  午後１時25分より再開いたします。 

   （午後０時22分休憩） 

 

   （午後１時25分再開） 

○副主査（平野達司） ただいまから決算特別委員会第１分科会を再開いたします。 

  午前中に引き続き、建築住宅局に対する質疑を続行いたします。 

  それでは、ながさわ副委員長、どうぞ。 

○主査（ながさわ淳一） 本日は私と大井議員の２人で質疑をさせていただきますので、どうぞよ

ろしくお願いいたします。 

  それではまず最初に、人口減少を見据えた建築住宅局の長期的な施策方針について、まずお伺

いしたいと思います。 

  神戸市では2026年からの10年間の次期基本計画策定に向けて全庁的に議論を行われております。

神戸市が独自に行った推計では、2070年には人口がおよそ88万9,000人になるとのことですが、

この推計を踏まえると、市全体の計画だけではなく、将来想定され得る課題をあらかじめ念頭に

置いた上で、局として長期的な方針の下、施策を推進していく必要があるのではないかと考えて

おります。５年・10年単位での取組方針設定に向けた有識者会議の設置検討や重点化地域の設定

など、建築住宅局において、急激な人口減少を迎える中、どのような施策方針の下、取り組んで
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いくのか、まずは御見解をお願いいたします。 

○根岸建築住宅局長 建築住宅局では、人口・世帯数の減少が見込まれる中、令和３年に神戸市す

まい審議会での議論を経てまとめた今後５年から10年で取り組むべき住宅政策の方向性に関する

提言を踏まえまして、住宅ストックの流通促進と、ストックを活用した住宅セーフティーネット

の確保に重点的に取り組んでいるところでございます。 

  具体的には、既存住宅の活用を促進する観点で、空き家のリノベーションへの補助や、魅力的

な事例の発信などに取り組んでおります。また、良質な住宅ストックの確保と、資産価値の維持

を促す観点で、分譲マンションの適正管理に向けたマンション管理状況の届出制度などの施策を

進めているところでございます。 

  御指摘いただきました次期基本計画では、人口減少社会においても、生活の質を維持・向上さ

せ、市民が安心して暮らせるという観点の下、今後顕在化し得る様々な課題に向き合い、持続可

能なまちづくりの庁内議論を深めているところでございます。 

  建築住宅局におきましては、現在の方針に基づく取組を引き続き進めるとともに、次期基本計

画の中長期的な方針を踏まえ、各局と連携した取組を進めてまいりたいと考えております。 

○主査（ながさわ淳一） ありがとうございます。こういう質問をさせていただいてですね、どう

いう御答弁が返ってくるのか楽しみにしてたんですけども、ただ神戸市としては、2070年までの

推計を出してしまいましたんで、やっぱりそこの今149万人が88万9,000人になるという数字を出

してしまいましたし、ミクロ的にはその数字も多少の誤差はあるそうですけど、マクロで見ると

ほぼほぼいい数字が出ているというお話ですんで、やっぱりこの数字に対して、この建築住宅局

さんがどう向かっていくのか、その方向性であるとかビジョンですよね、そのあたりをしっかり

と、今、ああするこうするという話はできないでしょうけども、ただ、どういう方向性、ビジョ

ンいうのを、やっぱり有識者会議とかそういうことも含めて、何かしら出していくというところ

が重要かなと。今度神戸市民がこの数字を見てしまうと、一体どうなるのかという不安が出てき

てしまいますので、私たちもどういうふうにしてかかっていったらいいのか。 

  実際、2070年にはもう私はいないと思ってますけども、ただ、私たちの子供や孫は、しっかり

神戸で頑張ってくれてると思っておりますので、やっぱりその子たちにただ神戸を選んでもらえ

る状態になってもらわないといけないと思いますので、やっぱりそのあたり、非常に重要なとこ

ろだと思いますので、今後ともどうぞよろしくお願いいたします。 

  そこで次、２つ目の質問をさせていただきたいんですけども、次に高経年マンションの外観調

査についてお伺いしていきたいと思います。 

  人口減少に伴い、今後は高経年マンションを中心に、維持管理の問題が増加すると思われます。

神戸市では、管理不全の兆候のあるマンションの把握・管理の適正化などを目的に、令和５年度

より、築35年以上の高経年マンションを対象とした外観調査を実施しているとのことですが、調

査の結果、管理不全の可能性のあるマンションにはどのような課題が見受けられたのか、教えて

いただきたいと思います。 

○片野建築住宅局副局長 市内の分譲マンションが約22万戸ございまして、うち築35年以上の高経

年マンションは３割を超える７万6,000戸存在をしております。これらが５年後には10万戸を超

えまして、15年後には現状の2.1倍、16万1,000戸に達するものというふうに見込まれております。 

  管理不全マンション及び支援を要するマンションを早期に把握をするために、御指摘のとおり

令和５年度から５か年計画で市内に存在する築35年以上のマンションについて、その高経年マン
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ションを対象に、建物の劣化状況とか外壁や鉄部の発せい―― さびの具合ですね、漏水状況、露

筋状況等についての調査を行っているところでございます。 

  令和５年度には、その中でも築50年以上の高経年マンションを調査いたしまして、約340件の

外観調査を実施をいたしました。結果、課題のあると思われるマンションが16棟確認できており

ます。 

  これらの具体的な課題の内容としましては、外壁にひび割れが発生しているですとか、鉄部の

さびの劣化が修繕されないまま放置をされている。あるいは管理組合の郵便受けに郵便物があふ

れているといったような課題を把握しております。また今後、今年度についても、築46年以上の

マンションについて約450件を対象に調査を進めているところでございます。引き続き、高経年

マンションの調査と状況把握に努めてまいりたいというふうに考えております。 

○主査（ながさわ淳一） その調査の結果、判明した外観上の課題のあるマンションに対して、神

戸市としてどのようにして支援していくのか、具体的なお話があれば教えていただきたいんです

けど。 

○片野建築住宅局副局長 高経年マンションで課題があるマンションについてですけれども、令和

５年度に行った調査で、管理不全の兆候が確認された、先ほど申し上げた16棟のマンションに関

しましては、管理会社等が判明をしているところについては、ヒアリングを行いまして、管理状

況の確認を行っております。また管理会社が不明であるとか、空き室が多くあるというようなこ

とが推察されるものに関しましては、登記情報等を取り寄せまして、区分所有者の状況の調査等

を進めているところでございます。この区分所有者の調査等を踏まえまして、職員とマンション

管理士が区分所有者等へのヒアリングを実施をいたしまして、それぞれのマンションが抱える課

題に合わせて、例えば専門家派遣を行うですとか、劣化診断補助をする、あるいは長期修繕計画

の作成費補助といったメニューを駆使しまして、支援制度につなげていきたいというふうに考え

ております。 

○主査（ながさわ淳一） 今後そういう高経年になったマンションに関しては、行政としてのその

財源が必要になってくる可能性が非常にこれから高く、年々高くなっていく状況だと思いますの

で、その公費だけでどれだけ財源が用意できるのかというところも疑問符がつきますので、今の

段階から国に対して、このあたりは強く要望していただくようによろしくお願いいたします。 

  あと続いて、このマンションの管理の適正化について引き続いてお伺いいたします。 

  マンションの管理において、修繕積立金の問題が多方面において指摘されておりますが、いず

れは解体工事費の積立金が問題に移行することが想定されます。解体工事費が準備できなければ、

最終的には代執行など行政による危険回避措置やマンションの解体を行わざるを得ない可能性が

生じます。仮に解体することとなれば、非常に多額の公費を費やすこととなり、そのような状況

を未然に防止するためには、早い段階から地道な対応を進めていくことが将来の財政負担のリス

クの軽減につながると考えております。 

  現在神戸市では、マンション管理状況の届出制度や情報開示制度を実施しておりますが、適切

なマンション管理につなげるため、届出・情報開示したマンションが市場で評価されるようさら

なる工夫が必要ではないでしょうか。このあたりも御見解をお伺いいたします。 

○根岸建築住宅局長 マンションの適正管理についてでございます。他都市におきましては、管理

不全マンションの解体が進まず、行政代執行による行政負担が生じているという事例もございま

す。将来を見据えて、早い段階から適正なマンション管理についての普及啓発に取り組み、管理
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不全マンションの予防や適正管理化に努めることが重要であると認識しているところでございま

す。 

  神戸市では、令和３年３月から、マンション管理の適正化をより一層促進することを目的に、

届出・情報開示制度の運用を開始しており、マンションの管理状況を公開することで、市場で評

価されることを期待しております。また、管理組合によるマンション管理の適正化に向けた自主

的な取組の推進等を図るべく、令和４年９月から、一定の管理水準を満たすマンションの管理計

画を市が認定するマンション管理計画認定制度の運用を開始しており、令和６年８月末現在で34

件のマンションを認定し、公表しているところでございます。 

  認定制度については、国において情報公開項目の範囲が拡充され、令和６年度より区分所有者

や購入希望者に対して情報がより届きやすくなるよう、民間の不動産ポータルサイトと連携し情

報掲載がされるなどの取組が進められております。神戸市といたしましても、引き続き届出・情

報開示制度及び管理計画認定制度を運用しながら、適正な管理がされているマンションの普及啓

発に取り組んでまいりたいと考えております。 

○主査（ながさわ淳一） ありがとうございます。そこで要望を先にさせていただきたいんですけ

ども、現在神戸市では、マンションの届出や情報開示を行っていただいておりますが、市民が適

切にマンションの管理状況を把握し、マンションの価値を高め、流通を促進していくためには、

例えば、ちょっと極端な話になるかもしれませんけども、マンションのランクづけというか、星

印をつけてマンションの評価をつけるとか、この辺はちょっと持ち主のための財産に対して優劣

をつけるようなことになってしまいますんで、問題も起こるかもしれませんけども、何かそうい

ったことも取組が今後は必要になっていくのかなとは思いますし、こういうことも含めて、先ほ

ども言いましたけども、必要に応じて国に要望するなど取組を進めていっていただきたいと思い

ますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

  そこで次に、空き家というか中古住宅のリノベーションの広報についてお伺いいたします。 

  空き家・空き地問題は現代社会の大きな課題ではあります。目線を変えれば、空き家や土地が

市場に出てくると見ることも逆にできます。住宅の新陳代謝を促すためには、古い住宅を解体し

て新築を建てる以上に、中古住宅のリノベーションを促進していく必要があります。特に、住宅

購入機会を迎える若年世帯が新築と同じ感覚で、中古住宅のリノベーションを選択肢に入れるこ

とができれば、中古住宅流通の大きな一歩につながるのではないでしょうか。そのためには、リ

ノベーションに関する広報を積極的に打ち出し、リノベーションを市民の選択肢に加えるべきと

考えますが、そのあたりも御見解をお願いいたします。 

○根岸建築住宅局長 今、御指摘いただきましたとおり、住宅購入の際にリノベーションを選択肢

に入れてもらい、中古住宅の流通を促進するということは重要であるというふうに考えておりま

す。本市では、建築家との協働による空き家活用促進事業などで空き家のリノベーションや活用

の支援を行っているところでございます。この事業は、魅力的な空き家活用の事例を生み出し、

それらを効果的に発信することにより、空き家活用の機運を高めることを目的としております。

これにより、空き家や中古住宅であっても、適切に改修すれば新築に劣らない魅力的な建物とし

て利用できることを示し、中古住宅のリノベーションも住宅取得における１つの可能性として、

市民に周知していきたいと考えております。 

  事例の発信としましては、広報紙やウェブサイト、ユーチューブなどの場で市民に向けた広報

を行ってきております。若年世帯を含め多くの市民にリノベーションを選択肢に入れてもらうこ
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とは、中古住宅流通の促進に資するものであると考えてございます。これまで積み上げてきまし

たリノベーションの事例を紹介するなど、空き家や中古住宅であっても適切に改修すれば十分に

使える魅力的なものになるということを知ってもらい、リノベーションが市民の選択肢に加わる

よう、効果的な広報に努めていきたいと考えております。 

○主査（ながさわ淳一） ありがとうございます。あと引き続いて、郊外の中古一戸建ての購入促

進についてもお伺いいたします。 

  中古住宅でも、特にマンションなど立地や利便性がよければ購入を検討する若年世帯は多いと

思われますが、郊外の中古一戸建てはなかなか売却が進まないのが現状です。 

  しかし、郊外のゆとりのある住環境は子育て世帯から一定の需要があると思われます。 

  若年世帯や子育て世帯が住宅購入を検討する際に、新築だけでなく、郊外の中古住宅を選択肢

に入れ、購入しやすくするためには、行政としてさらに踏み込んだ取組が必要と考えますが、御

見解をお願いいたします。 

○片野建築住宅局副局長 国土交通省による令和５年度住宅市場動向調査によりますと、住宅を購

入する際に新築を選ぶ理由としては、新築のほうが気持ちいいからという理由が一番大きいとい

うことになっておりますが、次いでリフォーム費用などが割高になるんじゃないかというような

ことが上げられております。 

  一方で、同調査では中古住宅のほうを選ぶ理由としては、やはり価格面が大きいということに

なっておりまして、土地価格が上昇し、あるいは建築費が高騰しているというこの現下の状況か

らいたしますと、今後、中古住宅を選ぶ人も増えてくるのではないかなというふうに考えておる

ところではございます。本市では令和５年度に市内での空き家の活用ですとか、空き家の発生の

未然防止に取り組む民間事業者を募集しまして連携協定を結んだと、午前中にも申し上げたとお

りでございますけれども、その事業者の中には、神戸市向けに中古物件の購入価格とリノベーシ

ョンの価格をセットで検索できると、そういったサービスを提供しており、併せてその場合に活

用できる補助制度についても案内するという、そういったサイトを運用することで中古物件購入

についてのトータルコストを可視化する、そういった事業者がおりまして、市民の選択肢を広げ

ることになっているんじゃないかなというふうに考えております。 

  さらに中古住宅の購入をしやすくするというために、本年度から空き家を取得またはリフォー

ムされる場合に、その方を対象に融資を受ける際の利子に対して、一定の補助を行うようなこと

を事業として予定をしておるところでもございます。 

  こういった施策を実施いたしまして、効果を検証した上で行政として中古住宅を選択すること

を促進するさらなる取組ができないかと、御指摘のとおり、若年世帯にも郊外の戸建住宅という

のは非常にいい部分もあるというのは重々承知しておりますので、そういった検討を進めてまい

りたいというふうに考えております。 

○主査（ながさわ淳一） ありがとうございます。そこで１つ要望をさせていただいていただきた

いんですけども、その二世帯住宅への補助についてなんです。今後は都心部よりも郊外で空き家

が発生する可能性が高くなると考えております。バリアフリー住宅や二世帯住宅、在宅勤務等に

対応したゆとりのある間取りの住宅が建設できる特別用途地区であるすまい・まちなみ形成地区

があると伺いました。また、市内の空き家を購入し、リノベーションするための資金を金融機関

から借り入れる場合、その金利の一部を補助する施策もあると伺っております。 

  このほかにも、現在神戸市として、建て替えのための補助制度はなくなってしまいましたが、
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建て替えを前提とした既存住宅の解体補助は、空き家問題の改善に効果のある施策と考えます。

一定期間購入されていない住宅や、市外からの転入者に対象を限定するなど、検討の余地はある

と思います。 

  このように、時代に応じ柔軟に新築・増改築ができるよう、必要な変更を行うなど、市民のニ

ーズに適切に対応するための取組をぜひ進めていっていただきたいと思いますので、よろしくお

願いいたします。 

  続いて５つ目に、市営住宅の指定管理者の高齢者見回り業務についてお伺いいたします。 

  令和５年度から新しい指定管理期間が開始されましたが、指定管理者による高齢者の見回り業

務について、現時点での実績及び関連部局との連携状況を教えていただきたい。もう１つ、高齢

者の見回り以外の日々の一般業務も含め、指定管理者の業務遂行状態を神戸市ではどのように確

認されているのか、教えていただきたいと思います。 

○片野建築住宅局副局長 高齢者の見回り業務でございますけれども、市営住宅においては高齢化

が進んでおりまして、高齢者の見回りは非常に重要な業務になっております。令和６年７月末時

点で高齢化率は市営住宅全体で52.3％、中でも単身高齢化率は43％となっておりまして、これら

は上昇傾向にあるという状況でございます。 

  高齢者の見回り、あるいは声かけ業務に関しましては、平成30年度から指定管理の指定管理期

間においては、入居者の異変の早期発見のために、65歳以上の高齢者のみ世帯を対象に、原則、

住戸訪問・電話等を年２回以上、あるいはポストチェックを月２回以上、訪問時に不在の場合の

などにはドアポスト等の郵便物のたまり具合の状況の確認とか、ライフラインのメーターの状況

の確認等を行ってきております。 

  また、現在の令和５年度からの指定管理期間では、さらなる充実を図るべく、公募の際の仕様

要件として電話対応は、65歳以上74歳までに関しては年２回、それ以上―― 75歳以上の方に関し

ては年２回から年４回行っていただくことですとか、ポストチェックに関しましても、これまで

の月２回以上に加えて玄関及び住戸の外からも様子をうかがうといったことを業務として追加を

して、あるいは訪問に関しても月１回以上、希望される世帯に対しては実施をしていただくとい

うことで、よりニーズの高い世帯へ、手厚く対応できるようにというふうにしておるという状況

でございます。 

  令和５年度の実績に関して申し上げますと、電話による安否確認の回数に関しましては、指定

管理者のほうで工夫を図っていただけておりまして、対応者の状況によってレベル分けをすると。

必要な世帯には、電話の架電回数を多めに設定するといったような工夫をしていただいた結果、

仕様書での想定を上回る回数を実施をしていただいておりまして、平均すると１世帯当たり年間

約10回程度は電話をしているという実績となっております。その効果としましては、定期的な指

定管理者の見回り専任者がお電話を差し上げるので、電話かかってくるのを心待ちにしていると

か、人と話できるのはうれしいというような意見をいただいたりしているというようなところで

ございます。 

  また、見回りや声かけの際に、室内で倒れられているというようなことを発見するようなこと

が時々あります。過去、大体例年20件程度だったものが、令和５年度は29件あったということで、

これも回数を増やした効果で、命に関わる状況に対して一定の改善効果が見られたんじゃないと

いうふうに考えております。 

  関係部局との連携に関しましては高齢者の見回り、あるいは声かけについては従来より福祉部
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局と連携して行っております。介護サービスの支援が必要となるような場合には、あんしんすこ

やかセンターなどの専門的な機関に速やかにつなぐようにしておりますし、指定管理者が各区で

開催される民生委員とか地域支え合い推進員が出席する連絡会議、こちらに出席をして、情報共

有を行っております。 

  また、当局においては、令和５年度より指定管理者の高齢者見回り専任員のスキルアップを図

るべく、研修を福祉局と連携して行うなど、制度の相互理解を高めているところでございます。 

  今後とも指定管理者がこれまでに築いたネットワークですとか、知識や経験を生かして、複合

的な連携によりまして入居者の状況を把握して、入居者の変化の早期発見につなげていけるよう

努めてまいりたいというふうに考えております。 

  ごめんなさい。それと指定管理者の遂行状況の確認でした。ごめんなさい、御答弁をし損なっ

ていました。 

  市営住宅の適正な管理運営に関しましては、市と指定管理者が日頃から連絡を密に取って実施

をしております。指定管理者が対応できてないということが確認されました場合には、速やかに

指示・指導を行っておるところでございます。また、指定管理者のみで対応が困難な事例につい

ては、協力して取り組むなどの対応を行っておりまして、連絡調整会議ですとか、定例報告とか、

いずれも月１回程度は実施をして確認をしておるところでございます。 

○主査（ながさわ淳一） どうもありがとうございます。その指定管理者がいろいろ業務をやって

いただいてて、神戸市と連絡を取るんですけども、その連絡の確認の仕方はどのような形で連絡

の確認をされているんでしょうか。紙ベースなんでしょうか。 

○片野建築住宅局副局長 もちろん紙ベースで報告をいただく場合もありますけれども、先ほど申

し上げた連絡会議などは対面で意見交換等をする等して確認を行っております。 

○主査（ながさわ淳一） ありがとうございます。今現在、皆さん、神戸市さんもＩＣＴという話

をすごくされてますので、その共用ツールというのはあるんで、やっぱり神戸市、指定管理者さ

んが打ち込んだものを、そのまま神戸市のところで把握していける、見れるっていう状況に簡単

にできますので、そういうツールも活用していただければ、その辺の情報も早く得ることができ

ると思いますので、その辺も御検討いただければなと思っておりますのでよろしくお願いします。 

  あと市営住宅の管理人制度の廃止についてお伺いしたいんですけども、令和５年度の包括外部

監査では、必要性に疑問があるとして、住宅管理人制度の速やかな廃止が意見として挙げられま

した。そこで、管理人制度廃止に向け、どのような課題があり、どのように対応していく方針な

のか、そのあたりも御見解をお願いいたします。 

○片野建築住宅局副局長 住宅管理人制度というのは長きにわたる制度でございまして、管理人さ

んがよりよい団地づくりに貢献をしていただいていると。自治会と共に地域の担い手の核となっ

ているというような状況ではございますが、こちらもアンケート等を取った結果では、なかなか

担い手が足りない、あるいは後継者がいないといったような状況もございます。あるいは負担が

集中しているというような御意見もありましたために、管理人制度については廃止をして、新た

な体制を構築する必要があるというふうな判断に至ったものでございます。 

  令和９年度末には管理人に関しては廃止をするという前提で進めておりまして、住宅管理人の

辞退を現時点でも希望されてる方に関しては、令和５年１月から順次管理人業務の解嘱をさせて

いただいております。 

  その際には、管理人の方々から指定管理者へ業務の引継ぎを行う等の調整を行っておりまして、
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令和５年４月よりそういった管理人さんから変わったところは指定管理者のほうで業務を担って

いっていただいているというところでございます。 

  現在、指定管理者において市営住宅の各団地・棟における管理人の有無のほか、管理人の代わ

りになり得るような自治会があるのかどうかですとか、集会所管理運営委員会の状況、住宅管理

状況について詳細に確認をしていっております。その後、住宅ごとの管理実態であるとか管理人

制度の廃止を想定した場合の懸念点等について、指定管理者からこちらはヒアリングして進めて

いきたいというふうに思っておりまして、新たな体制では、高齢化に対応した形で住民の負担を

軽減しながら、引き続き可能な限り住民の協力・支援をいただいて、地域に根差した体制の再構

築を図ってまいりたいというふうに考えております。 

○主査（ながさわ淳一） どうもありがとうございます。その見回り機能についてですけども、そ

の管理センターに問い合わせしても、電話がつながらないとかいう声を、市民から度々聞くこと

があります。センターに電話したら全てが解決できる仕組みができることが理想ではございます

が、できる限り地域に根差した対応をしていただけるよう要望して、私からの質疑は終わらせて

いただきます。ありがとうございました。 

○副主査（平野達司） 御苦労さまでした。 

  それでは、ながさわ副委員長と交代いたします。 

○主査（ながさわ淳一） 大井委員。 

○分科員（大井としひろ） 日本維新の会の大井としひろでございます。一問一答でお願いいたし

ます。 

  では、空き家・空き地の発生抑制についてお伺いをいたします。 

  空き家・空き地対策は、全国的な課題である中、空き家活用において、賃貸という選択肢があ

ると思いますが、例えば、良好な管理状況の空き家を賃貸物件として、若年世帯や子育て世帯に

貸すことができれば、借手と貸手双方にメリットがあり、良好な住宅ストックの有効活用にも資

するものと考えます。このように、若年・子育て世帯の良好な住宅環境の確保やＳＤＧｓの観点

からも、市としてより一層の中古空き家の流通促進・賃貸活用を進めるべきでないかと考えます。 

  例えば、相続した空き家においては、残された家財の処理などが課題になると思われますが、

空き家の賃貸活用の促進に何が必要になっているかを分析し、今後どのように取り組んでいく予

定なのか、御見解をお伺いしたいと思います。 

○根岸建築住宅局長 賃貸も含めまして、空き家活用するに当たって家財の処理が課題の１つにな

っているというのは御指摘のとおりでございます。本市でも空き家・空き地地域利用バンクに登

録した物件には限っておりますけども、家財を片づけることを目的とした補助制度も用意をして

いるところでございます。また、本市で実施した住宅所有者に対するアンケート調査の結果、空

き家所有者の活用意向としては、多くはやはり売却・譲渡、解体、または自分や家族での利用を

希望しており、賃貸を希望するというのが少ないというのが現状でございます。 

  また、同調査では、賃貸活用に不安を持つ理由として、腐朽損傷が激しいことや、立地条件が

悪いこと、信頼できる借主が見つからないというようなことが上がっておりました。 

  本市におきましては、それらの所有者の不安を少しでも和らげることや、個人の選択に応じて

賃貸や売却など、空き家を市場流通につなげる支援をしていく必要があると考え、すまいるネッ

トに設置している空き家等活用相談窓口にて賃貸や売却に向けた専門的なアドバイス・提案など

支援を行っているところでございます。 
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  また、連携協定を締結した事業者も、空き家所有者からの情報収集で得た情報を発信しており、

賃貸も含めた市場流通を促進しているところでございます。こういう専門家のアドバイスとして

は、場合によれば賃貸のほうを促すというようなことも行っているところでございます。 

  このような市場流通に向けた支援を引き続き行っていくとともに、今後、賃貸を促進するため

にどのようなことができるか、有効か、検討してまいりたいと考えております。 

○分科員（大井としひろ） 今、お答えいただいたアンケート調査の結果では、なかなか賃貸って

いうのはしんどいなっていう皆さんのお声だというようなことだったと思うんですけれども、例

えば、空き家、令和５年度の住宅・土地統計調査の政令指定都市の空き家率というのが載ってお

るんですが、これを見ますと神戸市は令和５年度、13.9％の空き家率っていうのが書いてあるん

ですけれども、例えば関西圏と関東圏、あるいは九州圏というふうな見方をしますと、この空き

家の中でも、例えば横浜とか川崎市なんかは、空き家率が低い。これはやっぱりそれだけ需要が

あるんだろうなと思います。この需要と供給の関係でこの空き家っていうのは増えたり減ったり

するんでしょうけども、この賃貸ですね、先ほどもリノベーションという話もありましたけども、

この辺の賃貸とかそういう形で、この関東圏なんかでは結構そういうところで利用があるような

ことも調べると出てきておるんですけども、この辺の、要は賃貸はなかなか難しいという、その

持ち主の方々のお声もあるんですけれども、この辺事前に先ほども空き家の残された家財の処理

とかそういうものをうまいことすればたくさんのお金をかけずに新しい人に住んでいただける、

そういう場所も多分にあるんではないかなと思っておるんですけど、この辺、空き家っていうか、

賃貸でもっと活用するような方策っていうのは何かないんですかね。ちょっとその辺お聞きした

いと思います。 

○根岸建築住宅局長 先ほどの調査結果で申し上げたように、なかなかオーナーさんのほうの御意

向としては、そういう御意向が強いかというと少ないというのが現状ではございます。ただ、有

効かどうかと申し上げますと、先生御指摘のように、そういうふうにうまく成立すれば、ニュー

タウンとかで若い方がそういうところに入っていただけるということも、当然想定されるところ

でございます。 

  ただ、物件によれば戸建ての場合、非常に面積もあって、賃貸に貸すとなると賃料としてかな

り高くなってしまうというような側面もありますので、なかなか簡単にぱっとこう動くというも

のでは現状ないのかなというふうに思っております。ただ有効な手法の１つだというふうに我々

も認識をしておりますので、どのようなことができるか、我々も検討してまいりたいというふう

に思っております。 

○分科員（大井としひろ） 再質問で、例えば合意形成の支援ということでお尋ねするんですが、

複数の所有者から成る土地建物については、所有者間、主に親族間で合意形成が難しいことで円

滑に活用が進まないっていう原因が１つ挙げられておりますけれども、利害関係者間では話が進

まない場合であっても、第三者が入ることで話が前に進むことがあるわけです。本来であれば活

用できる空き家が合意形成ができないことにより埋もれてしまう事態を防ぐためにも、行政とし

て何か支援を行っていくべきではないかなと考えておるんですけれども、この辺の御見解をちょ

っとお聞きいたします。 

○片野建築住宅局副局長 所有者が複数おられる場合、当事者間での合意形成が難しいために活用

に至らない場合があるというのはもう御指摘のとおりかと思います。 

  その中で、本市では空き家おこし協力隊によって課題を抱える所有者が支援を希望する場合に、
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例えば宅建士ですとか司法書士などの専門家を派遣いたしまして、それら第三者が入ることで課

題解決をサポートして、空き家の活用を支援するという制度を持っております。合意形成が活用

に必要な場合は、最終的には当事者の意思ということになりますので、必ずしも課題解決につな

がるとは限りませんけれども、解決に向けたサポートとして、所有者が希望する場合にこういっ

た手段が可能であるというふうに考えておりまして、活用に至るべく、可能な範囲で少しでも支

援を続けてまいりたいというふうに考えております。 

○分科員（大井としひろ） 今、御答弁で空き家おこし協力隊っていう専門家が入ってやっていく

ということなんですけれども、この空き家・空き地の未然防止ということでちょっとお尋ねしま

すけれども、空き家・空き地対策においては、そもそも発生させないための未然防止が重要では

ないかと私は思っております。所有者において早い段階から土地・建物に関する取扱いを考えて

いただくことが、空き家・空き地の発生可能性を抑えることにつながると思っております。 

  御主人が急に亡くなって、事前に遺言が残されていなかったために、配偶者が家を相続できな

かったというようなことを何度か御相談いただいたことがありまして、生前の意思確認や遺言が

なかったために、本来であれば有効活用できた家や土地がそのまま放置されてしまうというのは、

まちの活性化という観点から鑑みても大きな損失だと思います。 

  私も議員を20年近くやっておりますけれども、以前に相談を受けたところが、いまだにそのま

ま誰も住まないっていうお屋敷が２軒ほどいまだにあります、須磨区内で。そういうことも含め

て、本市の空き家・空き地問題の根本的な要因の一つに阪神・淡路大震災が挙げられるのではな

いかと思います。発生から約30年がたった今も、震災の傷跡は空き家・空き地問題として、市内

に根深く残っているように感じております。震災被災都市である本市の取組状況と今後の方針に

ついて、合わせて御見解をお伺いいたします。 

○片野建築住宅局副局長 これも御指摘のとおりですけれども、空き家発生の未然防止が空き家・

空き地対策にとって大変重要だというのは当局としても認識をしております。 

  阪神・淡路大震災のお話ありました。一度期に空き家・空き地が出て、その後30年間使われて

いない例も散見されることから、空き家問題の要素の１つであるというふうにもちろん考えてお

りますけれども、現状においては、空き家・空き地に関しては産業構造の変化ですとか、人口減

少等の社会構造の変化が主な原因かなというふうにも考えておるところでございます。 

  いずれにしましても、本市では空き家・空き地を発生させる前の防ぐというための取組としま

して、将来相続等で物件を所有する可能性のある方ですとか、高齢者の御夫婦あるいは単身で住

んでいる世帯の所有者の方といった、言い方には語弊があるかもしれませんが、いわゆる空き家

予備軍の方に向けて、将来に備えるための広報、あるいは啓発を行ってきております。 

  具体的にはお盆ですとか、年末年始のような家族が集まる機会に合わせて、家の将来を家族で

話し合うことを啓発するようなインターネット広告であるとか、配信、デジタルサイネージなど

の実施をしております。 

  また、固定資産税の情報を基に、物件の所在地と所有者の方との住所地が異なる物件が空き家

の可能性があると推定をいたしまして、そういった物件の所有者の方に対しては、空き家に関す

る各種相談窓口ですとか、様々な支援制度の御案内のほか、相続登記義務化を啓発するような、

そういったチラシを配布するような、ピンポイントの啓発も実施をしておるところでございます。 

  できるだけ早い段階から、引き続き空き家・空き地にならないように、建物や土地に関する取

扱いを検討していただけるよう、効果的な広報、あるいは啓発を検討して実施をしてまいりたい
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というふうに考えております。 

○分科員（大井としひろ） ぜひ、その辺の広報の活用ということで、今まで神戸市が積み上げて

こられた、そういう軽微なものから大規模なものまで、様々な事例なんかも幅広く公開するなど

していただいて、ぜひ先ほど私が問うたようなことがないようにしていただきたいと思います。 

  まとめますけれども、空き地・空き家問題を突き詰めてまいりますと、阪神・淡路大震災から

30年という、この時間の経過が大きく立ちはだかっておるのかなと思います。所有者が亡くなり、

土地・建物を引き継がれた相続人も亡くなられ、相続人が多岐にわたり、まとめることができな

くなった土地・建物が多数あるのではないかと思っております。 

  民間の力も借りながら、きめの細かい調査で、遊休地を有効に活用していかれるように、ぜひ

お願いをいたしまして、次に移ります。 

  次は、団地まるごと駅マエ化プロジェクトについてお伺いいたします。 

  本市では、令和６年度より駅から離れた団地について、シェアモビリティーを活用することで、

居住促進を図るという「団地まるごと駅マエ化プロジェクト」を進めておられます。既存住宅の

ストック活用を図るこの取組に私も注目しているところですけれども、改めて事業の目的と、現

時点での進捗・実績についてお伺いしたいと思います。 

  ＵＲ等シティハイツ狩口台以外にも、いろいろ効果があるんではないかと思っておりますんで、

その辺をお伺いいたします。 

○根岸建築住宅局長 御指摘いただきました「団地まるごと駅マエ化プロジェクト」でございます

けども、駅からちょっと遠い郊外団地と駅を結ぶシェアモビリティーの導入による移動支援を通

じまして、若年ファミリー世帯の郊外団地への入居促進と鉄道利用の促進を試みる実証実験でご

ざいます。 

  令和６年度はＪＲ西日本と連携をいたしまして、朝霧駅を最寄り駅とする狩口台・明石舞子エ

リアにシェアモビリティー、ＬＵＵＰを導入した上で、シティハイツ狩口に新規入居する若年フ

ァミリー世帯を対象に、ＪＲ西日本の定期及びＬＵＵＰの利用クーポンをお渡しする取組を行っ

ております。 

  令和６年６月25日からＬＵＵＰのサービスを開始し、現在、ＪＲ朝霧駅、市営住宅やＵＲ賃貸

の敷地など、計12か所にポートを設置しております。 

  利用状況につきましては、平均ライド数では30代に次いで、40代・50代が多くなっておりまし

て、比較的定着率も高いと報告を受けております。通勤等に伴う駅と住宅との往復利用がメイン

になっているのではないかというふうに見込んでいるところでございます。 

  シティハイツ狩口の入居募集は、７月から開始したところであり、現時点ではまだ新規入居に

は至っていないところでございますが、一定のお問合せはいただいているところでございます。 

  また、対象エリアにあるＵＲの明舞団地での入居促進につながっているかどうかについても、

ＵＲと連携しながら分析をしていきたいというふうに思っております。 

  今後も引き続き様々なメディアを活用してＰＲを行い、入居促進につなげていきたいというふ

うに思っております。 

○分科員（大井としひろ） 再質問させていただきますけれども、このまちづくりの観点を踏まえ

た事業推進についてお伺いいたします。 

  現在は狩口台・明石舞子エリアで実証実験に取り組んでおられるわけですけれども、今後、拡

大等の予定があるのかお伺いをしたいと思います。 
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  シェアモビリティーのような移動手段の視点を盛り込んだ取組は、その名のとおり、団地を丸

ごと駅前化するもので、団地の入居促進にとどまらず、ニュータウンの活性化にも大いに資する

有効な手段だと考えます。 

  私の選挙区であります須磨区のニュータウンは坂が多い立地もあり、シェアモビリティーの導

入には一定需要があると思います。特に若年世代の流入にも効果があるのではないか。このよう

に取組を拡大するに当たっては、団地への入居促進のみならず、ニュータウンの活性化といった

まちづくりの観点からも検討すべきではないかと考えております。 

  建築住宅局と都市局・各区役所が密に連携し、取組を推進していくべきだと考えますけれども、

この辺の御見解をお伺いしたいと思います。 

○片野建築住宅局副局長 御指摘いただきましたとおり、本プロジェクトは、シェアモビリティー

の導入によりまして移動手段の選択肢が増え、エリア内の回遊性を向上するといったところから、

ニュータウンの活性化にも寄与する取組であるというふうに考えております。 

  現時点でのシェアモビリティーの活用状況、利用状況からしますと、20代から30代の利用がや

はりリピート率が高く、シェアモビリティーの導入を通じて、若者への交通利便性の向上といっ

たことにも効果があるというふうに考えております。 

  今回、実証実験を行っておりますけれども、広報啓発などの面で垂水区と連携をして取り組ん

でおりまして、つい先日、９月28日にはシェアモビリティー講習会を実施して、交通ルールの啓

発等も行ったところでございます。 

  また、他のニュータウンでの展開というお話もございましたけれども、ニュータウンは歩車分

離をしていて、計画的に公共空間や道路が整備されているという面もありますことから、シェア

モビリティーとの親和性も非常に高いというふうに考えておりまして、今回の実証実験の結果を

分析いたしまして、効果を見極めた上で、他のニュータウンへの展開の検討に当たっては、例え

ば団地再生とか、交通政策あるいは公共空間の活用といった観点からも、そういったまちづくり

の視点が非常に大事というふうに考えておりますことから、関係する部局とも連携をしながら進

めてまいりたいというふうに考えております。 

○分科員（大井としひろ） ぜひ、今もニュータウンには、例えば高倉台や竜が台には、昔から―

―50年前から自転車道が、立派なやつが構築されておりまして、そういうところにこのモビリテ

ィーを使っていただいて入ってきていただくと、若い人たちには、そういう意味じゃ、使い勝手

のいいニュータウンでもあるんで、そういうところにぜひ、こういう形でまちづくりの観点を踏

まえた事業を推進していただいて、若者に選ばれるニュータウンのまちづくりを推進していただ

いて、ニュータウンのオールドタウン化が急速に進んでおります、この須磨のニュータウンの再

生にも、ぜひこの取組を積極的に取り組んでいただけるように強く要望して、次に移ります。 

  次は、市有建築物の施設の保全についてお伺いいたします。 

  市民に安全に市有施設を利用していただくためには、市有建築物の老朽化・高経年化が進む中

で、事故リスクを最小限にするための定期的な点検や補修など、適切な施設保全が不可欠であり、

非常に重要な取組だと認識をしております。 

  建築住宅局では、市有建築物の施設保全推進事業を行っているとお伺いいたしましたが、施設

を所有している各局とどのように役割分担し、どのように事故リスクの最小化に取り組んでおら

れるのか、お伺いをしたいと思います。 

○小川建築住宅局副局長 建築住宅局におきましては、市有建築物で発生した天井部材の落下事故



  会議録（速報版） 

－47－ 

などを契機といたしまして、庁舎等一般施設を対象に、施設保全パトロールを実施いたしますと

ともに、発見された不具合のうち緊急を要する事案に対しまして、安全対策補修を行うなど、事

故リスクの最小化に取り組んでいるところでございます。 

  本事業におきましては、約1,250の対象施設を、過去平成29年から令和元年までの３年間にお

きまして一巡するようにパトロールを実施いたしました。 

  その後は、事故リスクの小さい公園のトイレのような小規模施設を除いた約800施設弱を対象

に、令和２年度から４年度に２巡目を、さらに令和５年度からは３巡目に取り組んでいるところ

でございます。 

  施設所管課との役割分担でございますけれども、施設を所有しております各局につきましては、

施設管理者として、日常管理の中で、日々の点検や簡易な修繕を行っておりまして、また、改修

工事の必要な場合には、予算化ですとか、実施の調整などの役割を担っていただいております。 

  一方、建築住宅局におきましては、先ほど申しましたパトロールの結果に基づいて、必要な修

繕でありますとか、改修工事などを助言いたしまして、施設の所管部局の対応方針を決定する際

の技術的な支援を行っているところでございます。 

  また、先ほども申しました、パトロールによって見つかった不具合のうち、緊急を要する案件

につきましては、所管課が予算化をするということを待たずに、直ちに建築住宅局におきまして

安全対策補修を行っているところでございます。 

  さらに、日常の施設管理におきましても、施設の所管部局だけでは対応が困難な技術的な問題

に対しましても、相談から施工に至る様々な段階で技術的な支援を行いますとともに、管理者向

けのマニュアルの作成や配布など、あるいは講習などを通じまして、事故リスクの最小化に取り

組んでいるところでございます。 

○分科員（大井としひろ） 再質問ですけれども、今後の取組についてお聞きいたしますけれども、

施設保全パトロールは３年ごとに実施をして、令和５年度から３巡目のパトロールを開始したと

のことでございましたが、限られた人員と予算で、効率的に点検を実施するためには、過去のパ

トロール結果を踏まえ、必要に応じて、ドローンとかＡＩなど、新たな技術を導入しながら、柔

軟に対応していくことが求められておるのではないかと考えますけれども、これまでのパトロー

ル結果から判明した傾向と今後の取組について、御見解をお伺いしたいと思います。 

○小川建築住宅局副局長 まず、過去のパトロール結果の傾向ということでございますけれども、

パトロールを実施しました結果、緊急の対応を要する不具合のあった施設の比率と申しますのが、

１巡目が33％ほどでございました。２巡目は、それが20％強、３巡目、今年まだ１年目でござい

ますけれども、現在のところ19％程度となってございます。 

  １巡目で多くの不具合を発見・解消できたために、緊急を要する不具合の発見は、２巡目以降

横ばいの傾向にございます。 

  一方で、施設の老朽化と言いますのは、今後も進行するとなりますので、現在も一定数の不具

合が発生しておりまして、事故防止の観点からは、パトロールは今後も継続する必要があると考

えております。 

  不具合の傾向なんですけれども、発生する部位については、外壁であったり、屋根材であった

り、天井材の浮きや膨れ、あるいは手すりやフェンスのがたつきといったことで、多様にわたる

内容となっております。 

  特にこれらのうち、高いところから部材が落下して、危険度が高いとか、あるいは転倒による
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重大な事故の予測がされるというような不具合の発見につきましては、最も大切だと考えており

ますので、そういった観点でのパトロールを実施しているところでございます。 

  一方、新たな技術の導入ということでの御指摘でございましたけれども、当然我々も限られた

人員で効率的に実施するということが大切だと考えておりまして、まず施設保全のパトロールに

つきましては、その大半を、一級建築士に委託をして実施しているところでございます。 

  これまでは一級建築士からの報告を年度の終わりで受けておりましたけれども、令和４年度か

らは、オンラインで委託建築士事務所と結ぶことで、点検者が点検したタイミングで結果を職員

に迅速に知らせていただきまして、事故の未然防止措置の迅速化につながっているところでござ

います。 

  また、御指摘のありましたドローン等でございますけれども、直接目視が難しい場所をドロー

ンによって点検することなどは、御指摘いただきましたとおり、有用であると考えておりまして、

これらの取組を一部の物件で試行的に実施しているところでございます。 

  さらに、職員自らがドローンの運転が行えるように、操縦の研修等を行っている段階でござい

ます。 

  また、外壁のタイルの浮きをＡＩで判定する技術なども新しく研究されておると聞いておりま

して、市有建築物の施設保全に生かしていけるよう、注視していきたいと考えておりまして、今

後も事故を未然に防ぐ取組を継続して行っていきたいと考えております。 

○分科員（大井としひろ） ありがとうございました。まとめますけれども、公共施設や学校施設

での事故のリスクというのは、未然に防止しなければなりません。ましてや市民や子供たちが事

故に巻き込まれるようなことは決してあってはならないわけであります。そのことを肝に銘じて、

この市有建築物の施設保全に万全を期していただくように要望いたします。 

  私も行きつけの散髪屋さんがあるんですけど、そこの散髪屋さんの奥様が、北須磨文化センタ

ーの体育館でいつも卓球をやっておられまして、たまたま卓球してないときに、天井から――先

ほども天井部材の落下というようなお答えがありましたけど、北須磨文化センターの体育館では

それが落ちたというのがありまして、たまたま奥さんは卓球してなかったんでよかったなという

笑い話で済みましたけれども、こういうことが決してないように、その辺のところはもう、チェ

ックには万全を期していただいて、こういう公共施設で壁が崩れたとか天井が落ちたとか、それ

に市民や子供たちが巻き込まれることは、もう決してないように、それだけ肝に銘じていただい

て、チェックには万全を期していただくようにお願いして終わります。 

  以上です。 

○主査（ながさわ淳一） 次に、𠮷𠮷田謙治委員、発言席へどうぞ。 

○分科員（𠮷𠮷田謙治） 公明党の𠮷𠮷田謙治でございます。それでは早速、質問させていただきたい

と思いますが、私のほうからは４点まとめて質問をさせていただきます。 

  第１点目は、これ午前中も午後も議論になりましたけど、マンションの管理の問題でございま

す。既にお二人、質問されてらっしゃいますので、マンション管理の問題の背景とか状況につい

てはもう飛ばしたいと思いますけれども、一番やはり問題なのは、大げさな言い方になりますけ

ど、この私有財産制度を前提に考えると、本当にこれでいいのかと。分譲マンションの話であり

ますけれども、これも端的に申し上げると、お買いになるときは遠い将来の話だと思っているん

だけれども、いずれかは解体を迎えると、こういうことが当然としてあるわけでありますけど、

非常に長い先のことだからということで、あまり意識してなかったけれども、いざ解体という時
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期に、この解体費用と上物の値段というのはもうないという状態でしょうから、物件価格ですね、

主に土地の値段ということになろうかと思いますけれども、前は取壊しの費用のほうが高くつく

ということになってしまうと、誰も流通しないですね。結果としては、相続人さんも全部相続し

ないということになって、持ち主がいなくなって、国庫帰属でお国が解体をされるか、お国のほ

うもたまったもんじゃありませんから、先ほども御説明があったように、地方自治体に、行政代

執行をせよと、こういうことで、公費で解体をしなければいけない、こういうことがどんどん出

てくるのではないかということが、この問題の大きな背景であると思います。 

  そこでなんですけれども、いろんなお取組を届出制度ですね、やっていただいておりますけれ

ども、午前も午後も御答弁にあったように、なかなかこれ届出が出てこないということでありま

すので、ちょっとはしょった言い方になりますけど、私からは、ぜひこれは条例をつくって、届

出を義務化をすべきではないかと。 

  既に御案内のとおり、東京都をはじめ、10ぐらいだったかなと思いますけど、自治体で届出を、

マンションの管理状況の届出を義務化を条例で行うということを、既に東京都さんはたしかもう

平成の頃からやっていらっしゃったと思いますけれども、こういったことにぜひ取り組むべきで

はないかなと。 

  義務化をしたからといって、出さないと何か罰則がなんてことは、どの条例にもないんであり

ますけれども、したがって、お伺いするところ、東京都さんでは、義務化をした後もマンション

管理士さんなんかを派遣をされて、一生懸命届出しましょうということのお取組をされて、現在

はようやく９割を超える届出状況になったというふうにお伺いしておりますけれども、やはり条

例で義務化することによって、より積極的に届出を促していただくと。 

  これは言うまでもありませんけれども、区分所有者の皆さんにとっても、マンションはやっぱ

り転売するということになったときに、きちんと積立てができているのかと、管理費用の積立て

なり、さすがになかなか取壊しで、費用の積立てがというところまではなかなか行かないにまで

しても、やはり流通させようと思えば、できるだけ長くマンションをお使いになったほうが、当

然ながら解体費用云々のことも、それだけ持つわけでありますから、低減できるということもあ

りますので、こういった啓蒙啓発活動も含めてやっていく場合にも、条例で義務化をまずしてお

くということが必要ではないかなと思いますけれども、第１点目はそれについてのお考えをお伺

いしたいと思います。 

  それから、２つ目でありますけれども、外国人材の住宅確保ということについてお尋ねをした

いと思います。 

  日本だけではないんですけども、どうもこの人手不足・労働力不足の関係で、外国から人材と

いうか、労働力を求めるということで、いろいろ議論ありましたけれども、背に腹は代えられず

という部分もあるのかなと思いますけれども、制度も大きく変わってまいりました。これまでは

３年を限度として、技能実習制度で、日本でいろいろお勉強をしていただいて、それぞれの国に

帰って、その能力を生かしていただくという形の技能実習制度があったわけでありますけれども、

逆に言うと３年間たつと帰ってしまわれるので、せっかく慣れたときに期待をしておった―― 労

働力として期待しとったんですけど、帰ってしまうということもあって、いわゆる特定技能とい

う制度に移行すると言いますか、技能実習の制度は事実上やめて、できるだけ長く日本国内で働

いていただく、活躍をしていただくというふうに制度が大きく変わりつつあります。 

  特定技能の１とか２とかってあるそうでありますけれども、日本語の能力検定試験、一定程度
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お受けになって合格をし、それから資格も一定お取りになると、期限なしで日本国内に在留がで

きるという制度でありますけど、そうなってまいりますと、先ほども議論がありましたけれども、

いわゆる長らく日本に定住をして、あえて言えば定住をして働いていただくという方々が増えて

くる傾向にあるわけでありますけれども、ところが一方で、なかなか外国の方というと、民間の

賃貸住宅でも、これまでいろいろ、これまでにもありましたけれども、生活習慣の違いであった

り、なかなかお互いに理解するのに時間かかるということもあって、家主さんがちょっとリスキ

ーだなという思いもあって、なかなか外国から来た方々の住宅確保が非常に難しいと。 

  これは今、特に多いのが―― 外国から来られる方々の業種として多いのは、やっぱり介護の世

界が非常に多いようです。私も、この介護の世界の皆さんから、独自に職員寮をお建てになるよ

うなところはいいんでありますけれども、なかなか民間の賃貸にといったときに、住宅がないと

いうことで、大変お困りのようです。 

  そういった点で、これまでの―― 市営住宅の活用も一部あるようでありますけれども、やはり

民間を中心にということだろうと思いますので、これまでの対応状況と今後の取組についてお伺

いをしたいというのが２点目であります。 

  それから、３点目でございますけれども、子育て世帯向けの住宅施策についてお尋ねしたいと

思います。 

  これ長らく建築住宅局、旧住宅局の時代から、市営住宅を提供するということでの直接供給と、

それから、主に家賃補助ですね、若年世帯向けの家賃補助という意味で、間接的に支援をすると

いう２つの方式でやってこられているわけでありますけれども、特にここ昨今、建築住宅局さん

のお取組を拝見しておりますと、家賃補助のほうですね、これ見直しを図られておられると。家

賃補助は考えてみますと、別に神戸市だけでやっているわけではなくて、あちらこちら、各自治

体がこういったその経済面の―― 子育て世帯の経済面での支援をしてこられているわけで、あま

り実は差別化できないと言いますか、特徴づけができないんだろうと思うので、令和３年度末に

制度再編を行っておるわけでありますけれども、その効果と言いますか、実績のほどをまずちょ

っとお尋ねをさせていただいて、家賃補助に全面的に切り替えるわけじゃありませんけれども、

本当の意味での子育て世帯に対する支援というのは、どういうふうにお考えなるか、この辺りち

ょっとお尋ねをしたいと思います。それが３点目です。 

  ４点目は、高齢者の住み替え先の確保ということでお尋ねしたいと思います。 

  これ先ほどの外国人の方も、それから子育て世帯も、これ共通する話かなと思うんですけれど

も、市営住宅の募集ですと、外国人はちょっと別ですけれども、いわゆる障害者も含めての特目

の対象ということに今なっているわけですね。 

  高齢者のって言ったときに、なかなかやはりこれも民間の賃貸住宅ですと、御高齢の方の住宅

を借りたいというのも、これまたなかなか民間の賃貸住宅では難しいということがあって、市営

住宅、公営住宅で、特定目的のという制度が設けられているわけでありますけれども、今やはり

私も西区選出でありますけれども、戸建て住宅で最近結構多いのは、やっぱりお年寄りだけ、も

しくはもう本当に独居の御高齢の方がお住まいになっていると、これマンションであったり、戸

建て住宅だったりするわけですけども、そこから出たいと思っているんだけれども、なかなかそ

の移り先が難しいと。そういうことがあって、本来でしたら先ほども議論ありましたけれども、

お移りをいただきましたら、その後の住宅というのは、ほかの方にお使いをいただけるという形

になるわけでありますから、そういう住宅の流通ということを考えたときの御高齢の皆さんのお
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移り先ですね、これ民間のほうでは御高齢の方ですから、食事を作っていただくとか、簡単な介

護サービスであるとか、こういういわゆるサービス付高齢者住宅と呼んでいるものが民間では提

供されるわけでありますけれども、なかなかそれに全部というわけにもまいりませんし、それな

りのお値段もするもんですから、一般的に全員がそこへというわけにはいかないのが実態であり

ますので、こういうものがある一方で、建築住宅局さんとして、従前はもう市営住宅に入っても

らうかということだったと思いますけれども、なかなかそれで全部賄えるわけじゃないと思いま

すので、高齢者の住み替えの相談とか、あるいは民間の業者の皆さんとの連携・協力などが必要

ではないかなと思うわけでありますけれども、この点についてのお考えを伺いしたいと思います。 

  以上、４点です。 

○根岸建築住宅局長 私のほうから、マンションの関係と、子育て世帯向けの住宅施策の評価につ

いて答弁させていただきたいと思います。 

  マンションの届出制度の件ですけども、今現在、８月末時点で届出率21％という状況でござい

ます。御指摘いただきましたように、現在の制度自体は任意の制度として届出をいただいておる

というところですけども、他都市の事例を見てみますと、同じく任意制度でやっておるところの

届出率というのは、数％から20％台、一方、御指摘いただきました義務化をしている都市の届出

率というのは、60％から90％と高い割合になっているということは、承知しているところでござ

います。 

  そういう意味では、届出率の向上という意味では、義務化というのは有効な手法ではないかと

いうふうに我々も感じておりまして、具体的な検討について進めていきたいというふうに考えて

おります。 

  また、東京都のほうでも、義務化だけではなく、それプラスいろいろな届出率向上の取組もさ

れているということは承知をしておるところでございます。我々としても先行している他都市の

取組状況をよく踏まえた上で、検討してまいりたいと考えております。 

  ２つ目の子育て世帯向けの住宅施策の評価についてですけども、本市では御指摘のとおり、若

年夫婦・子育て世帯の結婚・子育てといったライフステージに応じた住み替え費用を支援するこ

とで、既存住宅ストックの流通促進と質の向上を図ってきたところでございます。 

  平成25年度に、親・子世帯の近居・同居住み替え助成を開始した後、結婚新生活支援事業、子

育て支援住み替え助成事業、住宅取得補助事業などを創設しながら、令和３年度末時点で5,800

世帯を超える多くの若年子育て世帯の住み替えを支援してきたところでございます。 

  一方で、移住促進ですとか、子育て支援ですとか、空き家活用、良好な住環境の確保など、施

策目的がふくそうしておりまして、施策目的に応じた制度の評価・検証というのが難しい面がご

ざいます。また、制度の利用件数も増大をし続けているという状況でございました。 

  そこで、令和４年度に、限られた財源の中で、効果的な制度とするために、移住促進や空き家

活用の観点から、住み替え先を絞り込む一方で、各種要件を緩和するなどいたしまして、こうべ

ぐらし応援補助金、住みかえーるとして再構築を行ったところでございます。 

  各制度の利用状況と評価についてですけども、こうべ移住型については、制度再編前の市外転

入の実績を上回ったものの、社会動態との明確な相関関係は見られず、移住促進効果は限定的で

あったと言わざるを得ないかなというふうに思っております。 

  団地活用型については、４階以上の住宅への住み替えが約４割を占めており、空き家活用のイ

ンセンティブとして一定の効果があったと考えております。 
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  また、決算額の比較では、制度再編前と比べ５割以上削減しており、再編による予算規模の縮

小と施策目的の明確化というのが図れたのではないかなというふうに思っております。 

  以上でございます。 

○片野建築住宅局副局長 では、私のほうから外国人材の住宅確保と高齢者の住み替え支援という

２点についてお答えを申し上げます。 

  まず、外国人材の住宅確保ですけれども、本市においても外国人労働者は増加をしております。

就労を目的とする在留資格を持つ外国人の方々の数は、令和元年６月末時点では約5,800人であ

ったものが、令和６年６月末時点では１万800人と、５年でほぼ倍増しているという状況でござ

います。 

  中でも、これは御指摘のありました令和元年に創設されました特定技能の在留資格を持つ外国

人の増加が顕著でして、約2,300人増加しているといった状況にございます。これらの外国人の

方々は、今後も増加が見込まれることから、今後も引き続き居住支援を推進していく必要がある

というふうに承知をしております。 

  外国人の方が相談される場合、すまいの総合相談窓口すまいるネットに相談をされた場合には、

公益財団法人神戸国際コミュニティセンター、こちらと連携をしまして、通訳を行いながら、住

まい探しのサポートを行っております。また、必要に応じて、外国人の方々の居住支援を行って

いる居住支援法人につなぐなど、そういったきめ細かい対応をしております。 

  また、これもお話にありましたが、貸す側の大家さん側の不安の軽減を図るために、大家のた

めの相談窓口、これを令和４年10月に住環境整備公社に開設をいたしまして、相談対応の実施等

にも努めております。 

  一方で、市営住宅の活用事例で申し上げますと、社員寮として活用していただいている例とし

て、マネジメント計画の対象になっている郊外の大規模団地の空き住戸の有効活用の観点から、

本来の市営住宅の入居を妨げない範囲で国の承認を得て、目的外使用の仕組みを持って活用をし

ております。近隣企業の、近隣である介護事業所などで働く技能実習生・外国人従業員向けのシ

ェアハウスとして転活用しておりまして、押部谷と栄の２団地で実施をしておるものが実例とし

てございます。 

  外国人労働者が増加傾向にあるというのは申し上げたとおりでございます。今後も、外国人の

円滑な住まい探しの支援は必要であると考えておりまして、引き続き、外国人に限りませんけれ

ども、住宅確保要配慮者の居住支援について推進をしてまいりたいというふうに考えております。 

  一方、高齢者の住まい探しですけれども、例えば家族構成が変わるですとか、身体機能の変化

によって住み替えが必要となった高齢者の方々は、先ほどから申し上げております、すまいの総

合窓口すまいるネットのほうで、幅広く住まいの相談を受け付けさせていただいております。 

  例えば、自宅をリフォームしたいですとか、住み替えを検討したいというような場合に、お話

にありましたサービス付高齢者住宅ですとか、住み替えを検討される方の状況等によっては、セ

ーフティネット住宅であるとか、そういった住み替え先の提案を行うですとか、あるいは空き家

にしないための住宅の活用方法について、そういった幅広く高齢者の方々の住み替えに関する相

談へのアドバイスを行っているところでございます。 

  また、居住支援協議会、こちらのほうでも高齢者や障害者等の住宅の確保に配慮を要する方へ

の円滑な入居の促進を図るための活動をしておりまして、この協議会では、市の関係部局ですと

か、不動産関係団体、居住支援法人等が連携をいたしまして、協力不動産会社による高齢者の住



  会議録（速報版） 

－53－ 

まい探しをサポートするといった取組を実施をしているところでございます。 

  また、介護保険事業者の方を対象とした集団説明会の機会を捉えまして、空き家にしないため

の啓発といったことも行っておりますし、そういった介護士・介護保険事業者の方には、すまい

るネットの紹介等も行ったりしておるところでございます。 

  いずれにしましても、高齢世帯のニーズに沿った住み替えをサポートするということは、これ

も御指摘のありました子育て世帯に適した住宅ストックをつくるという観点でも重要で、そうい

ったものにつながるものと考えております。 

  今後も引き続きすまいるネットでの住み替え相談への対応を実施するとともに、民間の関係団

体との連携を図りながら、サービス付高齢者住宅とか、セーフティネット住宅とか、様々高齢者

の住み替え先の確保に取り組んでまいりたいというふうに考えております。 

○分科員（𠮷𠮷田謙治） それでは、再質問をさせていただきたいと思います。 

  ちょっと御答弁の順番に合わせて、１、３、２、４で行きたいと思いますが、まず、マンショ

ンの届出制度の義務化ということについてでありますけど、御答弁ありましたように、前向きに

この義務化について御検討いただくということでありますので、ぜひ進めていただきたいという

ふうに思います。 

  これは先ほど私、大上段にかぶってということで、私有財産制度のことを申し上げました。こ

れマイナス面で見ると、それぞれの個々人の私有財産なので、本当はその持ち主の方が責任を持

っていただくと、まかり間違っても公費で最後始末をつけるんだなんていうことは、極力やっぱ

り避けなければいけない、そういう社会的なやっぱり要請というのが非常に強い課題ですので、

そういう意味でも、やっぱり条例化ということが大事じゃないかというふうに思います。 

  あわせて、一方で戸建住宅の場合は、地下通路にも案内の宣伝のポスターが貼ってありますけ

れども、解体助成がありますというのが出ているわけですね、戸建て住宅の場合は。ところが、

マンションの場合は、これは区分所有者の皆さんが集合で持っている住宅なので、はてさて解体

をするときにということから考えたら、公平性の原則から言えば、戸建て住宅だけじゃなくて、

これはマンションにも一定程度、何らかの支援が要るのかなと思うわけでありますけれども、何

でこんなことを申し上げるかと言ったら、やはり解体費用の問題だけじゃありませんけれども、

義務化をする一方で、より本来の意味で、きちんと修繕積立金等々を積み上げていただいて、で

きるだけ長くお使いいただくように、管理をちゃんとやってもらうということを進めるためには、

義務化とともにやっぱりインセンティブがある程度必要じゃないかと。 

  これは先ほども一部、これはお国のほうでもお考えになっていて、既にないわけでもないんで

すけれども、こういった点もぜひ御検討いただきたいと思いますけど、お考えいかがかというこ

とが１点目です。 

  それから、子育て世帯向けの住宅施策についてでありますけれども、これも御答弁にありまし

たように、ある意味、残念ながら、これ目的はちょっと私も昔の感覚で言うと、若年世帯向けの

家賃補助というのは、ある種、福祉政策かと思っていたんです。つまり収入の比較的低い若い御

夫婦、お子さんも含めてですね、そういうところについては収入が低いので、公営住宅をもって、

支えていこうというふうに理解しておりました。そういう色合いが強かったんじゃないかと思う

んですけど、ところが最近は、御答弁があったように、こういう若い子育て世帯の方々を呼び寄

せると―― 移住というお話がありましたけど、呼び寄せるということについて効果があったかな

かったかということの御反省だったと思うんですね。 
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  そうすると、まさに移住というか、神戸に移り住んでいただくという点で考えたときに、神戸

でお住まいになるほうが、いろんな意味でクオリティーが高いぞと、便利だぞということをむし

ろお家賃が安いとか、住宅費用が安くつくんだというよりは、どうもそちらのほうのアピールが

要るんではないかな。 

  ちょっと民間のですね、私もネットでいろいろ見てましたら、ああ、面白いなと思うのは、住

宅でもそんなに若い世帯の方、広い集合住宅でもお部屋借りるなら、２ＤＫで子育てしやすいレ

イアウト、パターン13種類とか出てくるんですね。要は、そんなに広いところでないんだけれど

も、お子さんが生まれたときに、例えば住宅の中の動線をどうするかとか、そういうことをいろ

いろ工夫して、提案を民間ではやっていらっしゃるようです。 

  ＵＲさんがたしか無印さんと一緒になって、何か見た目すごくおしゃれなＵＲ住宅というのを、

無印さんの商品を使って、内装を全部やり変えているわけですけど、これが大変話題になって、

なかなか住みたいねというような感じの住宅にしておられますけれども、そういったことの例に

倣ってというわけじゃありませんけれども、本当に例えば神戸の市営住宅は、市営住宅に入ると、

非常に子育てがしやすいんだということを、例えばですけれども、アピールできないかなと。お

家賃が安いんですよというのは、他都市も同じような状況なので、神戸市の場合は、本当に子育

てのしやすい、お子さんの教育にとってもいろいろ工夫しているぞ、神戸市の市営住宅はという

ような、目的に応じた形での内装なんかも考えてみたらどうかな、レイアウトの提案もしてみた

らどうかなと。 

  これまでですと、公営住宅ですから、当然ながら家具のない状態で、さあどうぞお好きなよう

にタンスを置いてください、ベッドを置いてくださいということだろうと思うんですけれども、

無印さんと一緒にやっている例を見ると、言わばもう造りつけているわけですね。その中でもあ

る程度工夫をということなんですけど、やっぱりモデル住宅的なこの何て言いますか、見栄えの

よさみたいなものが結構やっぱりアピールするんじゃないかと思うんですけど、一度御検討・御

研究をしていただいたらどうかと思うんですけれども、そういう意味での移住と言いますか、若

年世帯を呼び寄せるための工夫というのを、今後どうお考えかということをお尋ねしたいと思い

ます。 

  それから、２番目の外国人の方の住宅確保なんですけど、確かに家主さんの相談窓口というの

をお設けいただいて、いろんな相談に乗ってあげましょうということなんです。これ、そこから

先の話なんですけれども、私も知り合いの家主さんと言いますか、住宅をお貸しになってる方の

お話をお伺いすると、例えば契約をして、お一人住まいかなと思ってたら、いつの間にか５人ぐ

らい一緒に住んでいるというようなことがあったり、当然、ごみ出しのルールがなかなか守れな

かったり、それから、住宅の中の使い方ですね、使い方が結構乱暴であったり、お家賃を払って

もらったんだけど、何かいつの間にか知らないうちに転居していなくなっていたり、お家賃を払

ってもらっているけど、本当は何か壁が汚れてるとか、何かどっか壊れてるとかということであ

れば、これはこれでちゃんと修理費用等々は御負担をいただかんといかんわけでありますけれど

も、ちゃんと家賃払ったんだからということで、何の連絡もなくどっかへ消えていなくなりまし

たとか、そういうことがあると、もう二度と貸したくないと。 

  あるいは、そういうお話がやっぱり家主さん同士で伝わって、やっぱり駄目よと、それはと、

かなりリスキーだぞということになるので、多分そういった外国人の方がお借りになりたいと言

ってきているんだけれども、どうしたもんでしょうかねという、もっと具体的な御相談になるん
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だろうと思うんですけど、その辺のリスクを、神戸市としてどこまで取れるんだろうかと。 

  家主さんに代わって、その費用負担を行うというわけにはちょっとなかなかいかないと思うん

ですね。いかないと思うんだけれども、ちょっと現実、取りあえず具体に、この相談窓口でどの

ような対応と言いますか、やっておられるのか、あるいは取れるのかですね。これは当然ながら、

外国の方も別にふらっと来てるわけじゃなくて、必ず雇用主がいますから、これはやっぱり雇用

主の協力は絶対要ると思うんですね。 

  社会福祉の介護の世界の皆さんからすると、海外からお越しになった方々が、全く日本の生活

そのものが分からない方については、職員の人が１週間か２週間一緒に住んで、それこそトイレ

の使い方、お風呂の沸かし方、ガスこんろのつけ方、ＩＨもあったりするもんですから、どうや

って煮炊きするのかというような、私たちからすれば当たり前じゃないかと思うようなことが、

ほとんど当たり前ではないので、それはやっぱり一緒に生活をしながら、１つ１つなじんでいっ

てもらうというお取組をしていらっしゃるところもあるそうです。 

  といったことで、そういった雇用主の方々との協力と言いますか、御協力をいただかなきゃ、

なかなか難しい部分もあろうかと思いますので、そういった点でのお取組についての御見解もお

伺いしたいと思います。 

  それから、最後の４点目の高齢者の住み替え先でありますけれども、これはもうずっと昔から

の話なので、昨日や今日のことでは当然ないんですけれども―― ないんですけれども、やっぱり

先ほども御答弁があったように、御高齢の皆さんの暮らしをまずどうするかということは、いろ

いろメニューが、御答弁あったようにあります。一方で、スムーズに―― リフォームされればそ

のままお住みになるわけですけど、どこかお移りいただくということを考えたときに、現に私が

おります西区の狩場台で、サービス付高齢者住宅を募集して、これからどうなるかまだ決まって

いなかったかなと思いますけれども、サービス付高齢者住宅を建てて、そこへ移り住んでいただ

くと。そうすることによって、もともと住んでいた住宅が空くわけでありますから、そういった

ところを比較的若い世代の方々に回していこうという趣旨・目的もあるようでありますけれども、

先ほどお話があった居住支援協議会ですね、この間もちょっとお話をお伺いしましたんですが、

皆さんによって、これ高齢者だけじゃなくて、先ほどの外国人も、子育て世帯も、あるいは障害

のある方も、なかなか住宅が難しいという方々に対して、すべからく支援をしていこうというこ

となんだろうと思いますけど、ここの居住支援協議会の御実績と言いますか、年間どれぐらい取

り上げて、どのぐらいやってんのかということを、ちょっとお示しをいただければと思いますの

で、お願いいたします。 

  以上です。 

○根岸建築住宅局長 まず、分譲マンションの件でございますけども、マンションの再生について

は非常にいろいろな課題もあり、今後考えていかないといけないことというふうに思っておりま

す。国のほうでも今後のマンション政策の在り方検討会が開かれていまして、令和５年８月には、

マンションの施策全体の大綱ということでまとめられております。 

  現在は施策の具体化に向けた検討が進められておりますし、今後、区分所有法の改正などの動

きがあるというふうにお聞きをしております。 

  まだ今現在でばんばん建て替えがというような状況には至っていないというふうに思っており

ますけども、我々住まいの相談窓口として設けております、すまいるネットのほうにも、マンシ

ョンの再生に向けた問合せというものが、令和５年度ですと９件ほどいただいている状況でござ
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います。 

  半数以上はまだ建て替えの進め方ですとか、管理組合内の合意形成、連携の進め方といった基

礎的なことから、修繕、改良、建て替えの選択方法ですとか、これまでにつくった再生案を見て

ほしいというような、個別具体の相談も少し出てきているところでございます。 

  基礎的な内容については、専門家派遣ですとかセミナー等、我々のこれまでの施策として対応

することも可能ですけども、一歩踏み込んだような再生の御相談というのも出てきておりますの

で、我々としても施策的に再生検討の支援のほうを少し始めたいなというふうに思っておるとこ

ろでございます。 

  国のほうでも単純な建て替えということだけではなく、１棟丸ごとリフォームみたいなものも

含めまして、いろいろな事業手法を検討されたり、また、それに至るまでの合意形成の仕方ない

しは緩和といったことも示されているところでございます。 

  御指摘のあった解体費についても、これはまだまとまったということではないと思っておりま

すけれども、修繕積立金と同じような形で積み立てるようなことも考えないといけないんではな

いかというような、これはそういう意見も考え方も示されているところでございます。 

  なかなか難しい課題もたくさん含んでおりますので、我々としても国の動きをはじめ、他都市

の状況等もいろいろ勉強させていただきながら、遅れることなくしっかりと対応していきたいと

いうふうに思っております。 

  また、子育て世帯への家賃補助等をはじめとした施策の件でございますけども、先ほど御指摘

ありましたように、我々としては、いろいろな住宅政策的な思惑も含めてさせていただいておっ

た制度ですけども、どうしてもアウトプットとして移住とか、そちらのほうを求められるケース

が多うございまして、やはり統計データを動かすほどの成果はないというふうに言われてしまう

と、そのとおりということになってしまいまして、なかなかエビデンスを求めるというのが難し

かったというところでございます。 

  少し予算のほうも、先ほど申し上げたとおり拡大していたところもございましたので、限りあ

る財源の中で、効果的に施策のほうを展開したいということで、今現在は親子の近居・同居、な

いしはニュータウンのほうの団地を中心とした団地活用型の利用促進というような観点に絞り込

んだ上で、そちらのほうについてはたくさん使っていただきたいという思いも入れて、施策のほ

うを展開させていただいておるところでございます。 

  また、新たな観点としては、断熱性の高い快適な住まいづくりを推進する、これによりまして

子育て世帯の支援というのもありますけども、子供たちのアレルギーですとか風邪とかを予防す

るという効果もありますし、医療費・光熱費の軽減という効果もあります。 

  また一方では、先ほども少し御質問ありましたシェアモビリティーを使った活性化ということ

もございますし、もとより子育て応援サイト、こどもっとＫＯＢＥなどを使って、子育て施策と

合わせたＰＲをするというようなことも含めて進めていきたいというふうに思っております。 

  いずれにしても全庁的な総合的な取組の中で、我々も役割を果たしていきたいというふうに思

っております。 

○片野建築住宅局副局長 外国人材の住宅確保と高齢者の住み替え支援ということで、いずれのお

答えにもすまいるネットあるいは居住支援法人が出てまいりますので、共通する部分もございま

すけれども、まず外国人材のほうから申し上げますと、すまいるネットでの外国人材も含めた市

民からの住まいの相談というのは幅広く受付をしておりまして、外国人の場合は入居や生活支援
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を行う居住支援法人につなぐといったところもきめ細かに対応しております。 

  居住支援法人の中には、居住支援法人ごとに得意分野がそれぞれございまして、外国人の方の

居住の支援をするのが得意な法人というのもおられますので、そういったところにつなぐと。生

活面、あるいは文化の面での差からトラブルが起こるような事例というようなお話もございまし

たけれども、居住支援法人は、単に居住先を提供して、あるいは相談に乗って終わりではなくて、

その後の生活支援に至るまでサポートできると、サポートしていく法人もございますところから、

そういったところで、そういうきめ細やかな面での支援等も行っていけるのではないかなという

ふうに思っております。 

  また、すまいるネットに相談されている場合にも、関連部局と連携をして対応していっており

ますので、外国人に関して申し上げると、例えば市長室とか地域協働局、福祉局といったところ、

あるいは不動産関係団体や居住支援法人等が連携をして居住支援をすることで、大家さんにとっ

ても、住まわれる方にとっても安心できるような連携を図っていきたいというふうに考えており

ます。 

  居住支援協議会の場等も含めまして、引き続き連携を図りながら、外国人材の受入れについて

の支援を行っていきたいというふうに考えております。 

  一方、高齢者の住み替えについてですが、大家さんの不安というのは、決して新しい話ではな

いというお話もございましたけれども、高齢者の―― 御高齢の方の住宅の受入れをする大家さん

にとって、非常に不安になるのが家賃の滞納ですとか、あるいはお独りで亡くなった場合、どう

したらいいんだろうというようなところが課題として上がることが多くございます。 

  そのために大家さんが抱える、入居後の不安とか懸念とか、そういったものの支援としての窓

口を住環境整備公社に設けましたというのを申し上げたとおりなんですけれども、それ以外にも、

家賃の債務保証料の補助というのも神戸市で行っておりまして、これは入居される方の家賃滞納

ですとか、孤独死が発生したときへの備えとして、孤独死・残置物に関する保険とか家賃債務保

証料とかへの加入が考えられますけども、それらについての補助を神戸市として行うという形で、

リスクの低減の支援を行っているところでもございます。 

  令和４年度から実施をしておる制度でございますけど、利用例があまり多くないというところ

が課題であるとも考えておりますけども、こういった取組も含めて、大家さんの支援ができたら

なと。 

  実際に大家さんの支援ってどんなことをどれぐらいの頻度で行っているのかというようなお話

もございましたけれども、相談窓口の相談実績で申し上げますと、令和４年度には大体110件程

度、令和５年度で220件程度ということで相談実績はございます。相談内容についても、幅広く

建物の改修や見守りといったところから、家賃滞納、入退去のトラブルといったところにも対応

して相談をしていっております。 

  また、大家さん向けのセミナーを毎年開催をいたしまして、４年度、５年度、６年度と、それ

ぞれ安定した賃貸経営を目指してとか、応援セミナーといったことで実施をしたりする形での支

援も行っております。 

  いずれにしましても、大家さんの不安を解消しながら、最終的には御高齢の方が住み替えする

ときに、スムーズに住み替えできるような支援というものを、行政連携して行ってまいりたいと

いうふうに考えております。 

○分科員（𠮷𠮷田謙治） それでは、もうあと10分ほどですので、簡潔にお尋ねをしてまいりたいと
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思います。 

  まず、１点目のマンションのこの届出制度の義務化についてでありますけれども、いろいろ御

答弁をいただきましたように、確かにまだこの集合住宅、マンションを解体しなきゃいけないと

いうものがそうたくさん出てきているわけではないわけです。しかし、そうは言いながら、午前

中の御答弁にもあったように、非常に長い年数がたってしまっているマンションが、これからど

んどん増えていくというようなことであります。だからといって、すぐさま別に解体しなきゃい

けないっていうわけでもないと思います。 

  しかしながら、一方で、私どもこの問題をいろいろと勉強しておりましたら、これちょっと本

当に気をつけなきゃいけないなと一方で思いましたのは、どこどこの地域の、この辺りの集合住

宅は、どうも将来、解体費用を考えると、土地代と見合わせると、どうも割に合わないんじゃな

いかというようなことが、あまり風聞のような形で出てしまうというのも、これも非常に困るね

と。それは当然ながら持ち主の方の財産を事実上毀損してしまうような話だし、大変困ることに

なる。そのためにも、神戸市行政が強くバックアップをして、きちんとマンションの管理をやっ

ていただいていると。したがって、その具体の状況も、条例をつくって届出を義務化をしていた

だいて、きちんとマンションの管理状況について公表もされてると。したがって、もっと長く使

えますよということであれば、土地代に見合わないとか、解体費用が大変で、これもう全く流通

しないぞなんていうことが流れてしまうようでは、やっぱり困るなと思うんですね。 

  ですから、マンションの再生とか解体とかというのは、先の話なんだけれども、今からきちん

とやっておけば大丈夫ですよという意味でも、ぜひ条例化を進めていただきたい、お急ぎをいた

だきたいと思うわけでありますけれども、こういったことを踏まえての御見解を最後にお尋ねし

ておきたいと思います。 

  それから、子育て世帯向けの住宅施策は、これ確かに政策の効果としてどうだったのかって言

ったら、確かに移住ということからすると、じゃあどんだけ増えたんやという話になるので、あ

んまり増えなかったねということになると、政策効果がなかったんじゃないかというふうに見ら

れるところはちょっと残念なところだと私も思います。 

  これやってなかったら、もっと減っとったかも分からへんという面もあるわけでありますから、

ただやっぱり私どもも、この若い世帯の方々のまさにＱＯＬなんですね―― 皆さんやっぱりいろ

んなものをネットで御覧になっているので、情報が確かに氾濫するぐらい出ています。 

  お子さんを育てるときには、先ほどレイアウトのお話だけしましたけれども、当然ながら住宅

の中も使い勝手のいい、子育てという観点からしては非常に使い勝手のいい住宅を神戸市は供給

していますよと。当然ながら先ほどの親御さんが近所にいるということは大変ありがたい話です

よね、もう若い御夫婦２人だけで子育てするというのは大変なことですから。したがって、親御

さんが面倒を見ていただけるようであれば、必ず御近所に住んでいただいて、あるいは同居をし

てもらってもいいから―― 同居はなかなか若い御夫婦は嫌がるかも分かりませんけれども、親御

さんの手伝いが期待できるんですよと、そういうこともきちんと神戸市は配慮をして、こういう

制度をやっていますということで、やはり具体の毎日の子育ての生活、若い御夫婦の皆さんの生

活に対して、家賃補助も欲しいんですけど、それだけじゃなくって、子育てを直接的に応援する

ような、そういう仕組み、あるいは住宅を神戸市は供給しているんだということをどんどんアピ

ールしていいんじゃないかと思うんですけれども、やっていただいていることは事実ですから、

それはやはり政策のパッケージとして、これは周辺の保育とか教育施設等々も、ちゃんと近所に
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あるんだぞということもアピールしていただくべき話でありますけれども、そういったことを強

く打ち出していただけると、いわゆる移住と呼んでいるんですかね、市長がよくおっしゃってい

る若者に選ばれるまちの条件の１つはやっぱり―― １つはより大変重要な条件がやっぱり住宅な

んだと思うんですね。お住まいになるところをきちんとこういう形で供給してるということをぜ

ひアピールを願いたいと思うんですけど、残りあんまり時間がないので、すみません簡単に御答

弁をいただければと思います。 

  それから、ちょっと外国人―― 御高齢の方はもうちょっと今御答弁いただいた方向で引き続き

お願いしたいと思いますけど―― この外国人の住宅確保というのが、先ほど御答弁がありました

ように、急速に人口が増えているんですね。これからどうなるかというのは、ちょっとなかなか

このままの状態で増え続けるかどうかは、ちょっと私、個人的には疑問だなと思っていまして、

したがって一遍にああだこうだじゃないんだけれども、きちんとやっぱりトラブルが起きないよ

うにと言いますか、そのことを十分配慮していただいて、いろんな工夫をやっていただいている

と思うんですけれども、家主さんの先ほどの居住支援法人が、後々の生活のサポートもするんだ

と、こういうことでありましたけれども、こういったこともなかなか外国の方ですから、いわゆ

るごみ出しルールについては、それぞれ母国語でお知らせ等々をしていらっしゃると思うんだけ

れども、まだまだやっぱりなかなかその外国人の皆さんに対して、神戸はそういう意味では住宅

を探しやすいとか、いろいろこんな支援があるんだということが、ちょっとなかなかやっぱり言

葉の壁もあるんでしょうけども、どうもやっぱり十分伝わってないんじゃないかなという気がい

たします。 

  これ実際には、先ほど介護の世界のお話しましたけど、お雇いになる社会福祉法人さんのほう

での実はそのＰＲと言いますか、実際には例えばベトナムから結構たくさんお越しになっていた

んですけど、最近は手前の韓国とか台湾でベトナムから来る方を取られると言ったらちょっと語

弊があるか分かりませんけども、あちらのほうも人手不足で、どんどん入れていらっしゃるので、

これ残念ながら希望する人数を確保できないと、こういう状態にあるようです。 

  そういう点でも、日本での暮らしについて、雇いたいと思っていらっしゃる方々もＰＲをした

いということだろうと思いますので、こういう広報宣伝についてのお取組を最後にお伺いしたい

と思います。 

  以上です。 

○根岸建築住宅局長 マンションについてですけども、先ほどすみません、少し再生のほうに傾い

た答弁をしてしまったかも分かりませんけども、何よりもマンションの適正管理というのが重要

だと思っております。義務化についても具体的に検討していきたいというふうに思っております。 

  子育て世帯向けの施策ですけども、先ほど申し上げましたように、我々としては親子の近居・

同居、ないしは団地の活用といったところが少し柱になってきているところでございます。 

  また、それ以外にも、総合的な住環境のよさというのを売りにしていくべきだというふうに思

っております。 

  まず、子育てに関しては、住宅だけではなく、総合的に訴えていくこと自体が重要なことだと

思っておりますので、そのような中で、我々も役割を果たしていきたいというふうに思っており

ます。 

○片野建築住宅局副局長 外国人材への居住確保についてのＰＲ等についてという話がございまし

た。すまいるネットでの窓口で協力をいただいている神戸国際コミュニティセンター等でも、外
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国人の方々へのＰＲ等は幅広く行っておるものと承知しておりますけれども、我々住宅サイドか

らしましても、先ほど来も出てきています住宅居住支援法人の居住支援連絡協議会等においても、

例えばテーマを外国人に絞って、集まっている方々について勉強会を行ったりなどしております。

実際に、外国人支援を行っている居住支援法人の方からの体験談等を、例えば不動産会社ですと

か、そういったところから参加してる方について理解をしてもらって、理解を深めていっていた

だいて、支援のほうを広げていくというような取組等もしております。 

  また、いずれにしましても、できるだけ神戸に来たら支援が受けられるんだということを理解

していただいた上で、きめ細やかな支援に努めていきたいというふうに考えておりますので、今

後とも継続して取組をしていきたいというふうに考えております。 

○分科員（𠮷𠮷田謙治） もう時間がなくなってまいりましたので、最後、まとめていきたいと思い

ますけれども、これも御答弁にもありましたけれども、神戸市内で改めてお伺いすると、20万戸

ですか、このマンションの戸数が大変多いです。神戸市の持家の中の割合からすれば、大変大き

な数字になっておるわけですけれども、それだけに、河南先生も私もマンションに住んでいらっ

しゃると、こういうお話で、我々も人ごとではなくて、私のマンションどうなるのと、こういう

ようなお話なんで、これはもう私が申し上げるまでもありませんけれども、本当に適正・適切な

その管理を、やっぱり神戸市がきちんとやってるんだと―― 東京都さんいろいろ頑張っていらっ

しゃるんだけれども、神戸市も条例化をして、きちんと皆さんが本当に安心をしていただけるよ

うな、そしてまた将来の話ですけれども、解体等のことも含めて、あまりあしき風聞の立たない

ように、手早く体制を整えていただいて、マンションの管理組合さんにも十分御協力をいただい

て、安心できるマンションライフをということで頑張っていただきたいと思いますので、よろし

くお願いいたします。 

  以上です。 

○主査（ながさわ淳一） この際、約20分間休憩いたします。 

  午後３時30分より再開いたします。 

   （午後３時10分休憩） 

 

   （午後３時30分再開） 

○主査（ながさわ淳一） ただいまから、決算特別委員会第１分科会を再開いたします。 

  休憩前に引き続き、建築住宅局に対する質疑を続行いたします。 

  それでは、村野委員、発言席へどうぞ。 

○分科員（村野誠一） 村野誠一です。よろしくお願いします。午前中、午後と聞かせていただい

ていると、局長は短く答弁されてるところがありますけど、皆さんかなり答弁が長いので、私、

時間短いので、短めにお願いします。 

  まず、午前中それから午後とずっと出ていましたけれども、空き地・空き家についてまずお伺

いしたいんですけれども、何のためにそもそも、この空き家・空き地、特にこの空き地ですね、

解消するのかお答えをいただきたいと思います。 

  一問一答でお願いいたします。 

○根岸建築住宅局長 空き家・空き地につきましては、我々一丁目一番地ということで取り組ませ

ていただいております。空き地につきましては、有効に活用していただき、それが新しい建物等

を建って、居住者等が増えることを我々は期待しております。 
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○分科員（村野誠一） 短くって言ったから、かなり短くまとめていただいたのかなと。その最後

の、居住者等に期待をするということですよね。 

  この条例では、神戸市空家空地対策の推進に関する条例、ここには、この条例の主な部分とい

うのは、適正に管理されてない空き家とか空き地―― よく我々地元で、もう草が繁茂していると

か、もうぼろぼろで壊れそうで、通学路やから危ないとか、匂いが、ごみがとか、そういう適正

に管理されていない空き家・空き地の解消を図るための条例なんですよ、明文化されているのも

ほとんどね。 

  ただ、一定その活用の推進というような形で、その空き家を適正に空き家として、空き地を適

正に空き地として管理してもらうのが目的ではない―― 活用の部分も若干は書かれているんだけ

れども、ここに書かれている活用の推進も、土地を販売し、または賃貸する事業を行う者が、販

売しまたは賃貸するために所有し占有し、または管理するものを除くというふうに書いているん

で、世間一般的に空き地には、先ほど申し上げたように、いわゆる地域住民が、あの空き地何と

かしてくれという空き地もあれば、ただそこにひっそりとずっと空き地のまま、何も利用されて

いない空き地もあるわけですよね。 

  先ほど局長おっしゃったように、やはりこの空き地を活用する。神戸市は人口が減っています。

そういった意味では、一番ベストなのは、そこに家が建って、そして市外からそこに移り住んで

くれて、そこで生活をしていただいて、社会保障の担い手や税収や、そういう形で地域の活性化

が図られていくというのが、空き地の一番ベストな活用方法ですよね。 

  それはだから先ほども局長、短くおっしゃったけれども、そういった意味では、受益者は誰な

のかということ―― これは明確に受益者というのは神戸市であり、地域であるはずなんですね。

であるならば、やはりこの空き地を解消するためには、全庁挙げて、関係する局、特に空き地が

あるというのは、そこには道路があるわけです。そうすると、建設局です。建設局とは特に連携

をして、一緒になって、周辺の道路状況であるとか、電信柱なんかも、例えばあると、車の接道

が悪い、入りにくいということで、その空き地はなかなか不人気で、あんなとこ住めないよと、

あんなとこに家建ったって車入れないよという形で、いつまでたったって空き地のままという場

合もあります。そういった意味では、空き地を解消するためには、周辺環境をやはり整えていか

なければ、空き地は解消されないというふうに考えますけれども、局長、どのようにお考えでし

ょうか、お伺いします。 

○根岸建築住宅局長 今御指摘いただいたように、周辺環境というのは非常に大事だというふうに

思っております。 

  特に想定されるのは、接道関係、非常に疑問と言いますか、もう課題になるケースが多うござ

いますので、建設局が持っております公道ですと問題ございませんけども、私道ですとか２項道

路とか、特に接道関係というのは問題になるケースが多いというふうに認識しております。 

○分科員（村野誠一） 先ほど申し上げましたけれども、受益者―― 答弁なかったけれども、受益

者は、まさに神戸市そのものだというふうに私は考えております。 

  なぜこういう質問をするかと言うと、常任委員会でも私申し上げたし、建設局とも平場ではま

だやり取りしてませんけれども、やり取りをしていますけれども、側溝の問題です。土地があっ

て、空き地があって、そこに家を建てると。家の所有者でもいいですし、そこを所有している不

動産屋さんでもいいんですけれども、建売を建てて家を建てようと。もうこれ大変神戸市からは

ありがたい話なんですね、空き地を解消したいわけですから。やっとここの空き地が解消されよ
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うとしてると、家が建とうとしていると。じゃあ、その業者さんが家を建てるから、目の前にあ

る―― その土地の目の前にある側溝に蓋がかかってない。家を建てれば当然そこを通って玄関と

いうか、皆さん通るわけですから、神戸市さんの側溝だから、ぜひ家を建てるので、蓋をかけて

いただけませんかというふうに建設局に言うと、いや、協力はできませんと、こうなるんです。

いや、それは受益者はあなたでしょうと。空き地に家を建てるのはあなたなんだから、ここの側

溝は神戸市のものだけれども、蓋かけ協力しません。許可は与えるけれども、自分のお金でやり

なさいと。これがいわゆる縦割りというやつですよ。 

  一方で、先ほど局長おっしゃった、空き地を解消したいというのは一丁目一番地なんだと。そ

こに家が建って、人が住んでもらう、地域が活性化される。何とかやりたいと。しかし、建設局

は、いやいやそれは私たち関係ありませんと、協力しませんと。 

  過去に―― 10年前ですけれど、私が本会議で、商店街の振興を、今の市長が副市長のときに―

― 副市長になったときかな、市長になったときか、担当の部長を置いて推進していると。でも

一方で、建設局が商店街のアーチ１基当たり10万2,000円の占用料を取ってると―― いや、商店

街を応援してんのか、ブレーキ踏んでんのか、アクセル踏んでるのか分からへんやないかと――

私、取り上げて、建設局は100％の減免をやりました。それから神戸市内の商店街のアーチは、

一切お金取られていません。同じ方向に各局が向いたということですよね。 

  この空き地を本当に解消したいんであれば、先ほど申し上げたように、連携をして、同じ方向

に向かっていかなければ解消はできない。単純に例えばこの側溝、蓋かけに、またその側溝の改

修にどれだけのお金がかかるかというのは、一定の幅があります。じゃあ、このお金は今のやり

方で言うと、当然そこに家を買おうとする人、または家を建てようとする人、地域によってはこ

の辺りにこの家を建てて、ファミリー層に販売をすると、このぐらいの価格が妥当だろうなと。

しかし、協力をしてくれないこの側溝についても工事をしてやらないとなると、その金額は単純

に言うとどこに転嫁されるかというと、買う側、または施工して販売する側ですよね。 

  その値段でビジネスとして成り立たないとなると、やっぱりここは無理だなと、撤退しようと。

そうするとそこは空き地のままです。そういった意味で、この空き地を解消するためには、この

側溝の問題、私はやはり建設局が協力する―― 皆さんがいろんなところで改修とか、お金を出し

ていますけれども、まさにその側溝の蓋かけであるとか、改修であるとか、家を建ててもらうと

きには、そういうものに対して補助制度をつくるとか、そういった、やはり連携をした取組が必

要なんではないかというふうに思いますけれども、局長いかがでしょうか。 

○根岸建築住宅局長 連携した取組は否定すること当然ございませんので、我々もそのように努め

ていきたいというふうに思っております。 

○分科員（村野誠一） 常任委員会ではアンケート等を取りたいと、宅建業界、この業界の方々に

もアンケートを取って、空き地を解消するときに、例えば今、私が申し上げているような、その

周辺環境との関係性、またこの側溝の蓋かけ等、アンケートを取って意見を聞いて、より空き地

の解消促進、どうすれば進むのかということを聞いてみたいというようなことをおっしゃってい

たと思いますけれども、その辺について、どういうふうに進めていくのかお伺いをいたします。 

○根岸建築住宅局長 今の御指摘いただきましたように、現在、空き地の活用を促進する観点から、

空き地を住宅用地として活用する際に、何が支障となるのかというアンケートを行っているとこ

ろでございます。すまいるネットの専門相談において、空き家・空き地活用の具体的な提案を行

ってもらっている支援事業者として登録をいただいている民間の不動産会社159社が、対象とな
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っているところであります。現在、調査中でありますので、まずは取りまとめをさせていただき

たいと考えております。 

  その結果を踏まえ、空き地を活用していくに当たって、どのようなことが求められ、どのよう

なことができるのか検討していきたいというふうに考えております。 

○分科員（村野誠一） ありがとうございます。私もこの質問をするに当たって、独自で不動産業

者の方々にも、この側溝の問題、どうだろうということをお聞きしています。アンケート結果で、

いやもう側溝なんか全然関係ない、支援していただく必要はないと、空き地の流通には関係ない

んだということであれば、エビデンスとか根拠がなければやる必要はないと思いますけれども、

私が現場でいろいろと聞いている話からすると、やはり単純にコストの問題ですから、それとや

はり解消したいと言ってんのに、一方の局が協力しないというのは、ちょっと私はメッセージと

してもどうなのかなというふうに思いますので、しっかりその辺は一緒になって、この空き地の

解消、先ほど申し上げたように、やはり一番のベストはそこに家を建ててもらう、人に住んでも

らうということがベストなんだと。それをしっかりと追い求めていただきたいということをお願

いをしておきたいと思います。これは要望にしておきます。 

  最後に、建築家との協働による空き家活用促進についてお伺いをいたしたいと思いますけれど

も、これかなり―― ２か年ですか、やっておられて、１件１件、上限はあるんでしょうけれども、

かなりの改修金額を突っ込んでいます。私、だから過去に、建築住宅局、大盤振る舞いやなって

いうふうに言ったことがあるんですけれども、これはこれとして、内訳を見ると、このうち13件

が―― 間違っていたら数字、また指摘してほしいんですけど、店舗兼住宅とか店舗ですよね。私

は、この事業はやっぱり通常の空き家をこういうふうにリノベーションするとという答弁ありま

したけれども、午前中か、先ほどね、そういうものを知ってもらいたいというのが複数ある目的

の１つだというのは分からなくはないんだけれども、しかし、この店舗ってなると、業者さんが

持っている店舗に公費を注ぎ込む、これ本来はなりわいとして自分が持っている店舗をリノベー

ションをして、市場のニーズに合ったものにお金をかけて変えて、そして、そこを活用してもら

うというのは、これは商売そのものなのではないかなというふうに思うわけですね。 

  やはりこの内訳として13件も、こういう店舗に対して、それだけ高額な公費を入れていくとい

うのは、私は話を聞いたときに違和感がありました。それについて、どのように今後もこの事業

を続けていくんだったら、この店舗というものに対して、今後も続けていくのか、または当然こ

れ採択されるためにいろいろ、公益のためにとか、人が集まるようなものに改修するんですと、

それはなかなかこれは公益性があるなというようなものを書いているから採択されたんでしょう

けど、本当に採択されたときのような運用実態がそういうふうになっているのか。蓋を開けてみ

たら、物すごいお金かけて改修したけれども、ほとんど人が集まっていない、同じ人たちしか集

まっていない、それにこれだけの税金をかけるのがいいのかどうなのか、その辺どのように今後、

この事業を進めていこうとしてるのか、短くお願いをいたします。 

○片野建築住宅局副局長 御指摘のとおり、店舗を含む営利事業であっても支援をしております。

これは空き家を改修して維持管理のためにも、あるいは社会課題の解決を継続的に行うためにも

お金は必要だから、要綱上認めているというものでして、今後もその要綱の取扱い自体は変えよ

うとは思っておりません。 

  ただし、どういうふうに使われているのか見ていくべきではないかというような御意見につい

ては、そのとおりと思いますので、事業として広報を発信する際等に、継続的に見てまいります
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ので、その折等に確認してまいりたいというふうに考えております。 

○分科員（村野誠一） 見ていくっていうと、言葉が弱いんですよ。それだけの税金を突っ込んだ

ら、当然そのとおり効果があるのかということをしっかりとチェックするというのは当たり前な

のかなと思いますので、よろしくお願いいたします。 

  以上です。 

○主査（ながさわ淳一） 次に、村上委員、発言席へどうぞ。 

○分科員（村上立真） 村上立真でございます。最後でございますので、どうぞよろしくお願い申

し上げます。 

  まず、能登半島地震を受けた取組についてお伺いをいたします。 

  本年、令和６年能登半島地震がありまして、住まいの耐震化の重要性が改めて注目を集めてい

るというところだと感じております。 

  本市では以前から、耐震化に関する取組を実施しておりますが、能登半島地震をきっかけとい

たしまして、市民の皆様からの問合せや、各種制度の活用件数は増加しているのか、まずお伺い

したいと思います。 

  また、震災から30年を迎える中で、建築住宅局としてどのような取組を進めようとされている

のかについても、併せてお伺いをいたします。 

○根岸建築住宅局長 まず、本市における住宅の耐震化の状況ですけども、平成30年の住宅土地統

計調査によりますと、耐震化率は94％で、耐震性のない住宅というのが４万4,000戸残っている

という状況でございます。指摘ございましたように、能登半島地震を受けまして関心が高まって

いるという状況でございます。 

  耐震診断については、例年４月から受付を開始するところを２月に前倒しをして、申込みの予

約を受付開始したというところでございます。この結果、木造戸建ての住宅の無料耐震診断の件

数が８月末時点で、昨年度75件のところを今年度133件と1.8倍となっているところでございます。 

  また、計画の策定費補助では1.5倍、改修費の補助では1.3倍と増加をしているところです。耐

震診断の増加を、改修計画、改修工事につなげていきたいというふうに思っております。 

  また、御指摘いただきましたように、令和７年の１月には、阪神・淡路大震災から30年の節目

を迎えることになります。市民の防災に対する意識を高めていくため、普及啓発を強化していき

たいというふうに考えております。 

  具体的には、旧耐震住宅所有者である高齢者ですとか、その家族、相続人ないしはリフォーム

予定者とか、中古住宅購入者といったターゲット別に効果的な耐震ＰＲのデザインをした広告を

制作するほか、今までよりも分かりやすく親しみやすい資料を作成し、ホームページ、デジタル

サイネージ等で活用して、効果的に広報していきたいと考えております。 

  また、震災30年関連事業である神戸のつどい―― 防災のつどいに出展するほか、各種イベント

にも耐震推進のＰＲを行っていきたいと考えております。 

  市民の防災への関心が高まっている中、耐震化の必要な建築物の所有者に対しまして、丁寧な

情報提供・相談対応に努めるとともに、様々な方策を工夫することにより、耐震化の推進を図っ

てまいりたいと考えております。 

○分科員（村上立真） 御答弁ありがとうございます。ぜひよろしくお願いをいたします。 

  それから、これからの取組の切り口として、一つ要望をさせていただきたいと思います。全額

所得控除される地震保険ですけれども、神戸市内の加入率が全国平均に比べて低くなっていると
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いうデータを見ました。いざというときの市の負担を減らすという意味でも、これ本市でもまだ、

これこういうのを何て言うか、普及啓発みたいなものは取り組まれてないんですけれども、どこ

がやるのか、建築住宅局なのか、危機管理室なのかという課題もあると思いますけれども、新し

いこれからの切り口として、課題として認識していただければということを要望しておきます。 

  耐震化に関連し、再質問をさせていただきます。 

  令和５年度の２月補正において、耐震化に関する予算が成立しておりまして、その補正予算の

中で危険ブロック塀の調査を実施しているというふうにお聞きをしております。平成30年の大阪

北部地震の後に、危険ブロック塀の調査はたしか完了したというふうに理解していたんですけれ

ども、今回の調査の目的や状況、結果、どのように活用されるのかお伺いしたいと思います。 

○田中建築住宅局建築指導部長 平成30年の大阪北部地震を受けて、神戸市では―― その当時の調

査ですけれども、教育委員会から保護者へ通学路のブロック塀で危険な箇所について情報提供を

受けて、その危険なブロック塀に対して現地調査を行って、特定して指導を行ってきたというこ

とがございます。 

  合わせて平成30年に撤去への補助制度というのを設けまして、撤去を推進してきたところでご

ざいますが、５年が経過したところで、若干実績が落ち込んできているという状況でございます。 

  また、能登半島地震でＣＢ―― コンクリートブロック塀が倒れたりして、通行が困難になった

事例というのもございました。ということで、今回調査におきましては、その通報を受けたもの

を調査するということではなくて、小学校から半径500メートル以内の範囲にある道路に面する

塀については全て、危険であるかどうかにかかわらず、一定の高さのコンクリートブロック塀に

ついて、調査員が現地調査・確認を行っているということでございます。 

  状況でございますが、令和６年度は７区、東灘・灘・中央・兵庫・長田・須磨・垂水を調査中

でございまして、来年度は残り２区の西区と北区を調査する予定でございます。 

  活用方法でございますが、一定基準以上のコンクリートブロック塀の所有者に対して、安全点

検の方法であるとか、補助制度の案内というのをポスティングすることによって、自主的な安全

点検ということと、適切な維持管理を行うよう啓発を行っている状況でございます。 

  あわせて、アンケート調査も行っておりまして、自己点検の結果、不適合があった場合の撤去

や補修の案内、意向を伺っているところでございます。 

  特に危険性が高いブロック塀の所有者に対しては、継続的に啓発文の送付とか指導を行ってま

いりたいというふうに考えております。 

  このような取組を通じて、市民の安全確保のため、危険ブロック塀の解消に向けて取り組んで

いきたいというふうに考えております。 

○分科員（村上立真） ありがとうございます。どちらかと言うと、通報を前提にしたある種の受

身的な対応から、積極的にお声がけをしていくと、そういう転換だというふうに理解をいたしま

した。 

  また一段落した段階で、例えばおっしゃっていたような助成制度に、これがどれぐらい結びつ

いたのかとかも整理していただいて、御報告いただければというふうに思います。 

  それから、２点目、木材利用についてお伺いをいたします。 

  本市でも、公共建築物への木材活用を進めております。木材は一般的に柔らかで温かみのある

感触を有しておりまして、最近では兵庫区にあるこべっこランドにも、木材が活用されておりま

して、つい先日も姪っ子と伺ったんですけれども、子供も大人も過ごしやすい雰囲気で、すばら
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しい取組だなというふうに感じております。 

  一方で、木材は使い方や使用部位によっては劣化しやすいという問題がありまして、これ報道

などでも言われております。木材を適切に活用していくには、専門的な技術が必要であると考え

ます。 

  そこで、まず市有建築物への木材利用の状況、これまで進めてこられての課題、また木材利用

の専門的な技術力向上への取組についてお伺いします。 

○小川建築住宅局副局長 御指摘いただきましたように、神戸市では平成28年の３月に、公共建築

物等木材利用方針を定めまして、施設規模でありますとか、用途、立地条件などに応じて木材利

用を総合的に判断いたしまして、特に市民の方の目や手に触れやすい内外装の木質化であります

とか、構造の木造化を実施しているところでございます。 

  御紹介いただきましたこべっこランドのほかに、新中央区総合庁舎ですとか、磯上体育館など

でも、兵庫県産材や神戸市産材を使用しているほか、令和５年度には、相楽園の中にあずまや兼

トイレを木造にて建設しているところでございます。 

  一方、木材利用における課題でございますけれども、木材には御紹介いただきましたリラック

ス効果のほかに、調湿作用があったり、あるいは軽量な割に強度があるというような長所がある

一方で、火災に弱く、水にぬれたままでありますと、腐食が進むといった短所もございます。 

  このため公共施設への木材利用につきましては、木の持つ特性を十分に理解した上で、適材適

所で利用していくということが必要になります。例えば、維持管理のしやすいことに配慮した設

計でありますとか、木材の経年変化に対応するデザインの工夫、あるいは防火面の法規制への対

応、メンテナンスを含めたコスト対策などが求められるところかと思います。 

  これら木材特有の設計工事に関する重要な情報でありますとかノウハウの蓄積、職員や事業者

の技術力の習得等が課題であると認識してございます。 

  このため、設計や工事監理、維持保全といった各段階の留意点を木材の利用ガイドラインとし

てまとめまして、実務担当者の技術力の向上を支援しているところでございます。 

  また、木造建築物の維持保全をテーマにいたしまして、専門家による講習でありますとか、木

造施設を利用した実地研修を行うなど、設計工事担当者の意識啓発、あるいは実践的な知識・技

術の習得を目指した取組を進めてございます。 

  今後とも職員の技術力の向上に努めながら、市有建築物への木材利用を推進し、カーボンニュ

ートラルの実現に寄与してまいりたいと考えております。 

○分科員（村上立真） よろしくお願いします。以上です。 

○主査（ながさわ淳一） 以上で、建築住宅局関係の質疑は終了いたしました。当局どうも御苦労

さまでした。 

 

○主査（ながさわ淳一） 以上で、本日の日程は全部終了いたしました。 

  長時間の審査、お疲れさまでした。 

  次回は10月３日午前10時より、28階第４委員会室において交通局関係の審査を行いますので、

よろしくお願いいたします。 

  本日はこれをもって閉会いたします。 

   （午後３時56分閉会） 


